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(57)【要約】
【課題】書き換え可能なＤＶＤ等の相変化型光記録層を
有する高密度記録が可能な光記録媒体、並びに該光記録
媒体を用いた光記録方法及び光記録装置の提供。
【解決手段】相変化記録層をＭ層（Ｍ≧２）有する多層
型光記録媒体に記録を行うに際し、第１番目の記録層を
レーザ光側から見て最も手前の記録層とし、Ｍ番目の記
録層を前記レーザ光側から見て最も奥側の記録層とし、
Ｔをクロック周期として、Ｋ番目の記録層に複数のレー
ザ光パルスからなる記録パルス列を用いてレーザ光を照
射してマークを記録する際の記録パルス列の周期をｔ(

Ｋ)[Ｔ]とした時、次式、ｔ(１)＜ｔ(Ｍ)の関係を満た
し、かつ前記記録パルス列の周期は、レーザ光照射方向
において第１番目の記録層から次の記録層へと減少しな
い多層型光記録媒体の光記録方法である。
【選択図】図２４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　相変化記録層をＭ層（Ｍ≧２）有する多層型光記録媒体に記録を行うに際し、第１番目
の記録層をレーザ光側から見て最も手前の記録層とし、Ｍ番目の記録層を前記レーザ光側
から見て最も奥側の記録層とし、Ｔをクロック周期として、Ｋ番目の記録層に複数のレー
ザ光パルスからなる記録パルス列を用いてレーザ光を照射してマークを記録する際の記録
パルス列の周期をｔ(Ｋ)[Ｔ]とした時、次式、ｔ(１)＜ｔ(Ｍ)の関係を満たし、かつ前記
記録パルス列の周期は、レーザ光照射方向において第１番目の記録層から次の記録層へと
減少しないことを特徴とする多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項２】
　第１番目と第２番目の記録層に用いる記録パルスに対して、次式、ｔ(１)＜ｔ(２)の関
係を満たす請求項１に記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項３】
　第１番目の記録層に１Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録し、第２番目の記録
層に２Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録する請求項１から２のいずれかに記載
の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項４】
　第１番目の記録層に１Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録し、その他の記録層
に２Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録する請求項１から３のいずれかに記載の
多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項５】
　Ｍ層の相変化記録層においてＭ番目の記録層以外の記録層に長さｎＴのマークを記録す
る際に、下記式を満たす請求項１から４のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録方
法。
　（ｎ－１．５）Ｔ≦Ｔｒ≦（ｎ－１）Ｔ
　ただし、ｎは１以上の整数であり、Ｔｒは先頭パルスの先端と最終パルスの後端との間
隔を表す。
【請求項６】
　次式、０．１２Ｔ≦Ｔｍｐ≦０．３Ｔ（ただし、Ｔｍｐは記録パルス幅を表す）を満た
す請求項１から５のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項７】
　レーザ光照射側から見て一番奥側以外の記録層への記録方法であって、バイアスパワー
レベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、かつ消去パワーレベルＰｅと、先
頭パルスの前及び最終パルスの後の少なくとも一方のバイアスパワーレベルＰｂとの間に
おける冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を
表す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関係を満たすよう
な記録パルス列によりマークを形成する請求項１から６のいずれかに記載の多層型光記録
媒体の光記録方法。
【請求項８】
　記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルスの前のバイアスパワーレベルＰｂとの間におけ
る冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す
）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関係を満たすような記
録パルス列により形成する請求項７に記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項９】
　記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、最終パルスの後のバイアスパワーレベルＰｂとの間におけ
る冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す
）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関係を満たすような記
録パルス列により形成する請求項７に記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
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【請求項１０】
　記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルスの前及び最終パルスの後のバイアスパワーレベ
ルＰｂとの間における冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは
１以上の整数を表す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関
係を満たすようなパルス列により形成する請求項７に記載の多層型光記録媒体の光記録方
法。
【請求項１１】
　冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮにおけるＮが、１～３の整数のいず
れかである請求項７から１０のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項１２】
　２層以上の各相変化記録層に記録する際に、記録パワーレベルＰｐと消去パワーレベル
Ｐｅの比率ｅ（＝Ｐｅ／Ｐｐ）、記録パワーレベルＰｐと冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ
２、・・・、ＰｃＮの比率ｄ１、・・・、ｄＮ（＝Ｐｃ１／Ｐｐ、・・・、ＰｃＮ／Ｐｐ
）のうち少なくとも一方を、記録層ごとに変えて記録を行う請求項７から１１のいずれか
に記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項１３】
　長さｎＴ（ただし、ｎは１以上の整数、Ｔはクロック周期を表す）の記録マークを記録
する際の記録パワーレベルＰｐの照射パルスの個数をｍ（ただし、ｍは１以上の整数であ
る）としたとき、ｎが偶数のときはｎ＝２ｍ、ｎが奇数のときはｎ＝２ｍ＋１の関係を満
たす請求項７から１２のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項１４】
　最短マークのみ１パルス多くしてマークを記録する請求項１３に記載の多層型光記録媒
体の光記録方法。
【請求項１５】
　消去パワーレベルＰｅに対し、Ｐｅよりも低い消去パワーレベルＰｅ－のパルス状の構
造が消去パワーレベルＰｅ照射中に含まれている請求項１から１４のいずれかに記載の多
層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項１６】
　多層型光記録媒体の各情報層に記録する際に、レーザ光束を照射する側から見て手前側
の情報層から順番に記録していく請求項１から１５のいずれかに記載の多層型光記録媒体
の光記録方法。
【請求項１７】
　各記録層に対してＴが同じクロック周期である請求項１から１６のいずれかに記載の多
層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項１８】
　相変化記録層をＭ層（Ｍ≧２）有する多層型光記録媒体に記録を行うに際し、第１番目
の記録層をレーザ光側から見て最も手前の記録層とし、Ｍ番目の記録層を前記レーザ光側
から見て最も奥側の記録層とし、Ｔをクロック周期として、Ｋ番目の記録層（ただし１≦
Ｋ≦Ｍ）に複数のレーザ光パルスからなる記録パルス列を用いてレーザ光を照射してマー
クを記録する際の記録パルス列の周期をｔ(Ｋ)[Ｔ]とした時、次式、ｔ(１)＜ｔ(Ｍ)の関
係を満たし、かつ前記記録パルス列の周期は、レーザ光照射方向において第１番目の記録
層から次の記録層へと減少しないよう構成したことを特徴とする多層型光記録媒体の光記
録装置。
【請求項１９】
　第１番目と第２番目の記録層に用いる記録パルスに対して、次式、ｔ(１)＜ｔ(２)の関
係を満たすように設定される請求項１８に記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項２０】
　第１番目の記録層に１Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録し、第２番目の記録
層に２Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録するように設定される請求項１８から
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１９のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項２１】
　第１番目の記録層に１Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録し、その他の記録層
に２Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録するように設定される請求項１８から２
０のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項２２】
　Ｍ層の相変化記録層においてＭ番目の記録層以外の記録層に長さｎＴのマークを記録す
る際に、下記式を満たすように設定される請求項１８から２１のいずれかに記載の多層型
光記録媒体の光記録装置。
　（ｎ－１．５）Ｔ≦Ｔｒ≦（ｎ－１）Ｔ
　ただし、ｎは１以上の整数であり、Ｔｒは先頭パルスの先端と最終パルスの後端との間
隔を表す。
【請求項２３】
　次式、０．１２Ｔ≦Ｔｍｐ≦０．３Ｔ（ただし、Ｔｍｐは記録パルス幅を表す）を満た
すように設定される請求項１８から２２のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録方
法。
【請求項２４】
　レーザ光照射側から見て一番奥側以外の記録層へ記録する際に、バイアスパワーレベル
Ｐｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パル
スの前及び最終パルスの後の少なくとも一方のバイアスパワーレベルＰｂとの間における
冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す）
が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関係を満たすような記録
パルス列によりマークを形成するよう設定される請求項１８から２３のいずれかに記載の
多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項２５】
　記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルスの前のバイアスパワーレベルＰｂとの間におけ
る冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す
）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関係を満たすような記
録パルス列により形成するよう設定される請求項２４に記載の多層型光記録媒体の光記録
装置。
【請求項２６】
　記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、最終パルスの後のバイアスパワーレベルＰｂとの間におけ
る冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す
）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関係を満たすような記
録パルス列により形成する請求項２４に記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項２７】
　記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルスの前及び最終パルスの後のバイアスパワーレベ
ルＰｂとの間における冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは
１以上の整数を表す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関
係を満たすようなパルス列により形成する請求項２４に記載の多層型光記録媒体の光記録
装置。
【請求項２８】
　冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮにおけるＮが、１～３の整数のいず
れかである請求項２４から２７のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項２９】
　２層以上の各相変化記録層に記録する際に、記録パワーレベルＰｐと消去パワーレベル
Ｐｅの比率ｅ（＝Ｐｅ／Ｐｐ）、記録パワーレベルＰｐと冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ
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２、・・・、ＰｃＮの比率ｄ１、・・・、ｄＮ（＝Ｐｃ１／Ｐｐ、・・・、ＰｃＮ／Ｐｐ
）のうち少なくとも一方を、記録層ごとに変えて記録を行うように設定される請求項２４
から２８のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項３０】
　長さｎＴ（ただし、ｎは１以上の整数、Ｔはクロック周期を表す）の記録マークを記録
する際の記録パワーレベルＰｐの照射パルスの個数をｍ（ただし、ｍは１以上の整数であ
る）としたとき、ｎが偶数のときはｎ＝２ｍ、ｎが奇数のときはｎ＝２ｍ＋１の関係を満
たす請求項２４から２９のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項３１】
　最短マークのみ１パルス多くしてマークを記録する請求項３０に記載の多層型光記録媒
体の光記録装置。
【請求項３２】
　消去パワーレベルＰｅに対し、Ｐｅよりも低い消去パワーレベルＰｅ－のパルス状の構
造が消去パワーレベルＰｅ照射中に含まれている請求項１８から３０のいずれかに記載の
多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項３３】
　多層型光記録媒体の各情報層に記録する際に、レーザ光束を照射する側から見て手前側
の情報層から順番に記録していく請求項１８から３２のいずれかに記載の多層型光記録媒
体の光記録装置。
【請求項３４】
　各記録層に対してＴが同じクロック周期である請求項１８から３３のいずれかに記載の
多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項３５】
　光記録媒体にレーザ光を照射して、記録マークの時間的長さがｎＴ（ただし、ｎは自然
数、Ｔは基本クロック周期である）で表されるマーク長記録方式により情報を記録するに
あたり、
　前記記録マークの形成は、パワーＰｐの加熱パルスとパワーＰｂの冷却パルス（ただし
、Ｐｐ＞Ｐｂ）を交互にｍ回照射することにより行い、次式、ｍ≦（ｎ／２＋１）を満た
し、先頭の冷却パルスの照射時間が、０．２Ｔ～０．４Ｔであることを特徴とする光記録
方法。
【請求項３６】
　ｍの値がｍ≧３である場合、２番目の冷却パルスの照射時間が、１．０Ｔ～２．５Ｔで
ある請求項３５に記載の光記録方法。
【請求項３７】
　スペース部の形成はパワーＰｅ（ただし、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｂ）のレーザ光を照射するこ
とにより行い、次式、０．１≦Ｐｅ／Ｐｐ≦０．４の条件を満たす請求項３５から３６の
いずれかに記載の光記録方法。
【請求項３８】
　光記録媒体が、相変化型光記録媒体である請求項３５から３７のいずれかに記載の光記
録方法。
【請求項３９】
　相変化光記録媒体が、基板と、該基板上に少なくとも第１保護層、相変化記録層、第２
保護層及び反射層を有する光記録媒体であって、前記相変化記録層は、Ｓｂと、Ｇｅ、Ｇ
ａ、Ｉｎ、Ｚｎ、Ｍｎ、Ｓｎ、Ａｇ、Ｍｇ、Ｃａ、Ｂｉ、Ｓｅ、及びＴｅから選ばれる少
なくとも１種の元素を含む請求項３８に記載の光記録方法。
【請求項４０】
　相変化記録層のＳｂの含有量が５０～９０原子％である請求項３９に記載の光記録方法
。
【請求項４１】
　反射層がＡｇ及びＡｇ合金を含有する請求項３９から４０のいずれかに記載の光記録方
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法。
【請求項４２】
　第１保護層及び第２保護層が、ＺｎＳとＳｉＯ２の混合物を含有する請求項３９から４
１のいずれかに記載の光記録方法。
【請求項４３】
　相変化光記録媒体が、反射層と第２保護層との間に更に硫化防止層を有し、反射層がＡ
ｇ及びＡｇ合金のいずれかからなり、第２保護層がＺｎＳとＳｉＯ２の混合物からなる請
求項３９から４２のいずれかに記載の光記録方法。
【請求項４４】
　基板と、該基板上に少なくとも第１保護層、相変化記録層、第２保護層及び反射層を有
する光記録媒体であって、前記相変化記録層は、Ｓｂと、Ｇｅ、Ｇａ、Ｉｎ、Ｚｎ、Ｍｎ
、Ｓｎ、Ａｇ、Ｍｇ、Ｃａ、Ｂｉ、Ｓｅ、及びＴｅから選ばれる少なくとも１種の元素を
含み、前記光記録媒体は、請求項３５から３８のいずれかに記載の光記録方法に用いられ
ることを特徴とする光記録媒体。
【請求項４５】
　相変化記録層のＳｂの含有量が５０～９０原子％である請求項４４に記載の光記録媒体
。
【請求項４６】
　反射層がＡｇ及びＡｇ合金を含有する請求項１０から１１のいずれかに記載の光記録媒
体。
【請求項４７】
　第１保護層及び第２保護層が、ＺｎＳとＳｉＯ２の混合物を含有する請求項４４から４
６のいずれかに記載の光記録媒体。
【請求項４８】
　反射層と第２保護層との間に更に硫化防止層を有し、反射層がＡｇ及びＡｇ合金のいず
れかからなり、第２保護層がＺｎＳとＳｉＯ２の混合物からなる請求項４４から４７のい
ずれかに記載の光記録媒体。
【請求項４９】
　光記録媒体を回転させる回転駆動機構と、前記光記録媒体に照射するレーザ光を発する
レーザ光源と、該レーザ光源を発光させる光源駆動手段と、レーザ光源が発する光ビーム
の発光波形に関する記録ストラテジとして光源駆動手段を制御する発光波形制御手段と、
を備える光記録装置であって、
　光記録媒体に、記録マークの時間的長さがｎＴ（ただし、ｎは自然数、Ｔは基本クロッ
ク周期である）で表されるマーク長記録方式により情報を記録し、前記記録ストラテジは
、記録マークの形成が、パワーＰｐの加熱パルスとパワーＰｂの冷却パルス（ただし、Ｐ
ｐ＞Ｐｂ）を交互にｍ回照射することにより行われ、次式、ｍ≦（ｎ／２＋１）の条件を
満たし、先頭の冷却パルスの照射時間が０．２Ｔ～０．４Ｔとなるように設定されている
ことを特徴とする光記録装置。
【請求項５０】
　記録ストラテジは、ｍ≧３である場合、２回目の冷却パルスの照射時間が、１．０Ｔ～
２．５Ｔとなるように設定される請求項４９に記載の光記録装置。
【請求項５１】
　記録ストラテジは、スペース部の形成が、光記録媒体にパワーＰｅ（ただし、Ｐｐ＞Ｐ
ｅ＞Ｐｂ）のレーザ光を照射することにより行われ、次式、０．１≦Ｐｅ／Ｐｐ≦０．４
の条件を満たすように設定される請求項４９から５０に記載の光記録装置。
【請求項５２】
　基板上に少なくとも相変化記録層を２層以上有する多層型光記録媒体にレーザ光線を照
射して、レーザ光線の発光波形に複数のパルスからなる記録パルス列を設定し、該記録パ
ルス列を変調することによってマークを記録する多層型光記録媒体の光記録方法であって
、レーザ光照射側から見てＫ番目（ただし、Ｋは１≦Ｋ≦Ｍの整数）の記録層にクロック
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周期Ｔの下で記録を行う際の記録パルス列の周期をｔ(Ｋ)[Ｔ]とした時、次式、１≦ｔ(

１)≦ｔ(２)≦・・・ｔ(Ｋ)≦Ｔ(Ｋ+１)（ただし、全てが等号である場合は除く）条件を
満たすことを特徴とする多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項５３】
　ｔ(１)の値が、次式、ｔ(１)＜ｔ(２)である請求項５２に記載の多層型光記録媒体の光
記録方法。
【請求項５４】
　クロック周期Ｔの下で記録する際に、レーザ光照射側から見て一番手前側の記録層へ記
録する際の記録パルス列は１Ｔ周期とし、それ以外の記録層へ記録する際の記録パルス列
は２Ｔ周期とする請求項５２から５３のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録方法
。
【請求項５５】
　レーザ光照射側から見て一番奥側以外の記録層に長さｎＴ（ただし、ｎは１以上の整数
、Ｔはクロック周期である）の記録マークを形成する際には、先頭パルスと最終パルスの
立ち上がりの間隔Ｔｒを、次式、（ｎ－１．５）Ｔ≦Ｔｒ≦（ｎ－１）Ｔを満たすように
設定する請求項５４に記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項５６】
　レーザ光照射側から見て一番奥側以外の記録層への光記録方法であって、記録マークを
、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、かつ消去パワー
レベルＰｅと、先頭パルスの前及び最終パルスの後の少なくとも一方のバイアスパワーレ
ベルＰｂとの間における冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎ
は１以上の整数を表す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂで
表される関係を満たすようなパルス列により形成する請求項５２から５５のいずれかに記
載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項５７】
　記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルスの前のバイアスパワーレベルＰｂとの間におけ
る冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す
）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂで表される関係を満たす
ようなパルス列により形成する請求項５６に記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項５８】
　記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、最終パルスの後のバイアスパワーレベルＰｂとの間におけ
る冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す
）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂで表される関係を満たす
ようなパルス列により形成する請求項５６に記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項５９】
　記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルスの前及び最終パルスの後のバイアスパワーレベ
ルＰｂとの間における冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは
１以上の整数を表す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂで表
される関係を満たすようなパルス列により形成する請求項５６に記載の多層型光記録媒体
の光記録方法。
【請求項６０】
　冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮにおけるＮが、１～３の整数のいず
れかである請求項５６から５９のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項６１】
　２層以上の各相変化記録層に記録する際に、記録パワーレベルＰｐと消去パワーレベル
Ｐｅの比率ε（＝Ｐｅ／Ｐｐ）、記録パワーレベルＰｐと冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ
２、・・・、ＰｃＮの比率δ１、・・・δＮ（＝Ｐｃ１／Ｐｐ、・・・、ＰｃＮ／Ｐｐ）
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のうち少なくとも一方を、記録層ごとに変えて記録を行う請求項５６から６０のいずれか
に記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項６２】
　長さｎＴ（ただし、ｎは１以上の整数、Ｔはクロック周期である）の記録マークを記録
する際の記録パワーレベルＰｐの照射パルスの個数をｍ（ただし、ｍは１以上の整数であ
る）としたとき、ｎが偶数のときはｎ＝２ｍ、ｎが奇数のときはｎ＝２ｍ＋１の関係を満
たす請求項５６から６１のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項６３】
　最短マークのみ１パルス多くして記録する請求項６２に記載の多層型光記録媒体の光記
録方法。
【請求項６４】
　消去パワーレベルＰｅに対し、該Ｐｅよりも低い消去パワーレベルＰｅ－のパルス状の
構造が消去パワーレベルＰｅ照射中に含まれている請求項５２から６３のいずれかに記載
の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項６５】
　多層型光記録媒体の各情報層に記録する際に、レーザ光束を照射する側から見て手前側
の情報層から順番に記録していく請求項５２から６４のいずれかに記載の多層型光記録媒
体の光記録方法。
【請求項６６】
　レーザ光線と、基板上に少なくとも相変化記録層を２層以上有する多層型光記録媒体を
有する多層型光記録媒体の光記録装置であって、複数のパルスからなる記録パルス列で記
録マークを形成する際に、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変
調され、かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルスの前及び最終パルスの後の少なくとも
一方のバイアスパワーレベルＰｂとの間における冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・
・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２
・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂで表される関係を満たすパルス列により記録マークが形成されるこ
とを特徴とする多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項６７】
　記録マークが、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルスの前のバイアスパワーレベルＰｂとの間におけ
る、冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表
す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂで表される関係を満た
すパルス列により形成される請求項３２に記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項６８】
　記録マークが、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、最終パルスの後のバイアスパワーレベルＰｂとの間におけ
る、冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表
す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂで表される関係を満た
すパルス列により形成される請求項６６に記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項６９】
　記録マークが、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルスの前及び最終パルスの後のバイアスパワーレベ
ルＰｂとの間における、冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎ
は１以上の整数を表す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂで
表される関係を満たすパルス列により形成される請求項６６に記載の多層型光記録媒体の
光記録装置。
【請求項７０】
　冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮにおけるＮが、１～３のいずれかの
整数である請求項６６から６９のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項７１】
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　２層以上の各相変化記録層に記録する際に、記録パワーレベルＰｐと消去パワーレベル
Ｐｅの比率ε（＝Ｐｅ／Ｐｐ）、記録パワーレベルＰｐと冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ
２、・・・、ＰｃＮの比率δ１、・・・δＮ（＝Ｐｃ１／Ｐｐ、・・・、ＰｃＮ／Ｐｐ）
のうち少なくとも一方を、記録層ごとに変えて記録を行う請求項６６から７０のいずれか
に記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項７２】
　長さｎＴ（ただし、ｎは１以上の整数、Ｔはクロック周期である）の記録マークを記録
する際の記録パワーレベルＰｐの照射パルスの個数をｍ（ただし、ｍは１以上の整数であ
る）としたとき、ｎが偶数のときはｎ＝２ｍ、ｎが奇数のときはｎ＝２ｍ＋１の関係を満
たす請求項６６から７１のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項７３】
　最短マークのみ１パルス多くして情報が記録される請求項７２に記載の多層型光記録媒
体の光記録装置。
【請求項７４】
　消去パワーレベルＰｅに対し、Ｐｅよりも低い消去パワーレベルＰｅ－のパルス状の構
造が消去パワーレベルＰｅ照射中に含まれる請求項６６から７２のいずれかに記載の多層
型光記録媒体の光記録装置。
【請求項７５】
　多層型光記録媒体の各情報層に記録する際に、レーザ光束を照射する側から見て手前側
の情報層から順番に記録していく請求項３２から４０のいずれかに記載の多層型光記録媒
体の光記録装置。
【請求項７６】
　相変化記録層を含む情報層を少なくとも２つ有する多層型光記録媒体であって、多層型
光記録媒体にレーザ光を照射して、前記相変化記録層の各記録層に、結晶状態と非結晶状
態との間で可逆的な相変化を起こすことにより情報を記録し、請求項５２から６５のいず
れかに記載の記録方法により記録を行うための記録パルスストラテジに関する情報が、予
めリードインゾーンにプリフォーマットされていることを特徴とする多層型光記録媒体。
【請求項７７】
　レーザ光線が照射される側から、一番奥側の情報層以外の各情報層が、少なくとも上部
保護層、相変化記録層、下部保護層、反射層、及び熱拡散層を有する請求項７６に記載の
多層型光記録媒体。
【請求項７８】
　レーザ光線が照射される側から、一番奥側の情報層以外の各情報層における光透過率が
３０～７０％である請求項７６から７７のいずれかに記載の多層型光記録媒体。
【請求項７９】
　レーザ光線が照射される側から順に第１情報層と第２情報層とを有する２層型である請
求項７６から７８のいずれかに記載の多層型光記録媒体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、書き換え可能なＤＶＤ等の相変化型光記録層を有する高密度記録が可能な光
記録媒体（以下、「光情報記録媒体」、「光ディスク」と称することもある）並びに該光
記録媒体を用いた光記録方法及び光記録装置に関する。
　本発明は、レーザ光線を照射することにより記録層材料に光学的な変化を生じさせて情
報の記録再生を行い、かつ書き換えが可能で情報を記録し得る記録層を含む情報層を２層
以上有する多層型光記録媒体並びに該多層型光記録媒体を用いた光記録方法及び光記録装
置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、光記録媒体の高速記録の需要が高まっている。特に、ディスク状の光記録媒体の
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場合、回転速度を高くすることで記録及び再生速度を上げることが可能なため、高速化が
進んでいる。光ディスクの中でも記録時に照射する光の強度変調のみで記録が可能である
光記録媒体は、その記録機構が単純であるため媒体と記録装置の低価格化が可能であると
同時に、再生も強度変調された光を用いているため再生専用装置との高い互換性が確保で
きることから普及が進み、近年の電子情報の大容量化により、更に高密度化・高速記録化
の需要が高くなっている。
　このような光ディスクのうち、多数回の書換えが可能であることから相変化材料を用い
たものが主流となってきている。相変化材料を用いた光ディスクの場合、照射する光ビー
ムの強度変調により、記録層材料を急冷状態と徐冷状態を作ることによって記録を行う。
急冷状態になると、記録層材料は非晶質（アモルファス）となり、徐冷状態になると結晶
となる。非晶質と結晶では光学的な物性が異なるため、情報を記録することができる。　
即ち、相変化型光記録媒体は、基板上の記録層薄膜にレーザ光を照射して記録層を加熱し
、記録層構造を結晶と非晶質間で相変化させることによりディスク反射率を変えて情報を
記録・消去するものである。通常は未記録状態を高反射率の結晶相とし、これに低反射率
の非晶質相からなるマークと高反射率の結晶相からなるスペースを形成することにより情
報を記録する。
【０００３】
　記録原理が、このような記録層材料の「急冷」と「徐冷」という複雑な機構を用いてい
るため、高速での記録には周知のように、パルス分割され３値に強度変調された記録光を
媒体に照射することで行う。
　マークとスペースとからなるデータを繰返し記録するための波形発光パターン（記録ス
トラテジ）としては、図７に示すような、ＤＶＤ＋ＲＷ等で使用されているものがある。
非晶質からなるマークはピークパワー（Ｐｗ＝Ｐｐ）光とバイアスパワー（Ｐｂ）光との
交互繰返しによるパルス照射によって形成され、結晶からなるスペースはこれらの中間レ
ベルの消去パワー（Ｐｅ）光を連続的に照射することにより形成される。もっとも、スペ
ースは消去パワー光を２値化し、パルス状に照射しても良い。
　ピークパワー光とバイアスパワー光とからなるパルス列が照射されると、記録層は溶融
と急冷を繰返し非晶質マークが形成される。消去パワー光が照射されると記録層は溶融後
徐冷、或いは、固相状態のままアニールされて結晶化し、スペースが形成される。ピーク
パワー光とバイアスパワー光とからなるパルス列は通常、先頭パルス、中間パルス、最終
パルスとに分けられ、最短の３Ｔマークは先頭パルスと最終パルスのみで記録され、４Ｔ
以上のマークを形成するときは中間パルスも使用される。中間パルスはマルチパルスとも
呼ばれ、１Ｔ周期で設けられ、マーク長が１Ｔ長くなる毎にパルスの数を１つずつ増やす
。即ち、パルス列の数は長さｎＴに対して（ｎ－１）個となる。
【０００４】
　ところで、ＤＶＤの４倍速を超えるような高速記録時は、基本クロック周期Ｔの時間が
短くなるために、光源駆動部への負荷が大きくなる。また、１Ｔ周期のパルス列を照射す
ると、加熱時間、冷却時間ともに短くなってしまい、十分な大きさの非晶質マークが形成
できないという問題を生じる。この問題を回避するために、非晶質マークを形成するパル
スの数を減らして（パルスの周期を１Ｔより長くする）、加熱、冷却共に充分な時間を確
保し、充分な大きさの非晶質マークを形成できるようにした提案が各種なされている（例
えば、特許文献１～３参照、他多数）。
【０００５】
　更に、高速記録時には、初回は低いジッタで記録できても、繰り返し記録すると急激に
ジッタが上昇してしまうという減少が顕著になる。図１に、ランダムパターンを繰り返し
記録した場合のジッタの変動例を示した。１回目の繰り返し記録により急激に上昇したジ
ッタは、その後、１０回程度までの繰り返し記録により次第に低下して落ち着き、数千回
から数万回の繰り返し記録により膜質が劣化して再びジッタが上昇するまでの間の変動は
小さい。繰り返し記録初期のジッタ上昇は１～２倍速程度の低速記録時にも見られるが、
それほど顕著ではなく、ジッタが上昇したとしても規格値を満たすことができる。しかし
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、記録線速が高速になるに従い、初回記録、あるいは、繰り返し記録１０回以降は良好な
記録が可能であっても、特に１回目の繰り返し記録のジッタが大きく、規格値を超えてし
まう場合がしばしば発生する。
　このような繰り返し記録初期のジッタ上昇は、初期化工程により形成された初期結晶相
と、記録時に形成される結晶相の状態に何らかの違いが生じてしまっていることによるも
のと推定される。そのため、初期結晶相と記録時に形成される結晶相とが混在している繰
り返し記録初期においては、マークの形状にばらつきが生じてしまい、ジッタが大きくな
ってしまう。１０回程度の繰り返しにより、記録トッラクのほぼ全体が記録時に形成され
た結晶相になったため、マーク形状のばらつきも軽減され、ジッタは低くなるものと推定
される。
【０００６】
　従って、繰り返し記録初期のジッタは初期結晶の状態によっても大きく異なる。初期結
晶相を記録時に形成される結晶と同等の状態にすることにより、繰り返し記録初期のジッ
タは低減可能である。具体的には、高速記録用の記録層の初期化を行うにあたり、より速
い線速で大口径ビームを走査して溶融結晶化することにより繰り返し記録初期のジッタは
低減する傾向にある。
　しかし、高速記録時に形成される結晶状態は一般的に不安定であり、初期化工程の直後
は良好な特性を示すものであっても経時変化を生じ、同じ記録条件では良好な記録が行え
なくなってしまう傾向がある。図２にこの様子を示す。初期化直後は繰り返し記録初期に
おいても低ジッタで記録できていたものが、１ヵ月後に未記録部に同じ条件で再記録する
と、ジッタが上昇してしまっている例である。従って、初期結晶の状態が記録時に形成さ
れる結晶と同等ではない場合であっても、繰り返し記録初期のジッタを低減する必要があ
る。
【０００７】
　繰り返し記録１回目のジッタ低減に有効な記録方法として、特許文献４には、先頭部の
加熱パルスの開始時間を１Ｔ以上遅らせることが記載されている。この記録方法は、本発
明者らの検討によれば、パルス列が１Ｔ周期で設定される場合には有効な方法である。し
かし、前記記録方法は、より高速記録に対応させるために、パルスの周期を１Ｔより長く
した場合には、効果がないものである。
　また、特許文献５には、先頭部の加熱パルスの照射時間を長くすることにより、良好な
記録を行えることが開示されている。この記録方法も、繰り返し記録初期のジッタ上昇の
低減に有効である。しかし、前記記録方法は、高速記録の場合には、一般的にピークパワ
ーの値が高いため、照射時間を長くすると膜質の劣化が進み易く、繰り返し記録耐久性が
劣化してしまうという問題があり、更に、隣接したトラックに記録されているマークを部
分的に消去してしまい、クロスイレースが大きくなってしまうという問題がある。
【０００８】
　また、ＣＤ－ＲＷ等の相変化型光記録媒体は、一般的にプラスチック基板上に、相変化
材料を含む記録層を設け、該記録層上に該記録層の光吸収率を向上させ、かつ熱拡散効果
を有する反射層を形成したものを基本構成とし、基板面側からレーザ光を照射して、情報
の記録再生を行うものである。
　相変化型光記録媒体の記録層に用いられる相変化型記録材料は、レーザ光照射による加
熱と冷却を繰り返すことによって、結晶状態とアモルファス状態の間を相変化し、急速加
熱後に急冷するとアモルファスとなり、徐冷すると結晶化するものである。相変化型光記
録媒体は、この性質を情報の記録に応用したものであり、情報の再生は、結晶状態とアモ
ルファス状態の光学定数の違いから生じる反射率の差を利用している。
　相変化型光記録媒体は、光照射による加熱によって起こる、記録層の酸化、蒸散あるい
は変形を阻止する目的で、通常、基板と記録層との間に上部保護層（以下、「下部誘電体
層」と称することもある）、及び記録層と反射層との間に下部保護層（以下、「下部誘電
体層」と称することもある）が設けられている。また、これらの保護層は、その厚みを調
節することによって、記録媒体の光学特性の調節機能を有するものである。更に、上部保
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層は、記録層への記録時の熱によって基板が軟化するのを防止する機能を併せ持つのであ
る。
【０００９】
　近年、コンピュータ等で扱う情報量が増加したことに伴って、ＤＶＤ－ＲＡＭ、ＤＶＤ
－ＲＷ、ＤＶＤ＋ＲＷのような、書き換え型光ディスクの信号記録容量が増大し、信号情
報の高密度化が進んでいる。現在のＣＤの記録容量は６５０ＭＢ程度であり、ＤＶＤは４
．７ＧＢ程度であるが、今後、更に高記録密度化の要求が高まることが予想されている。
　このような光記録媒体を用いて高記録密度化する方法として、例えば、使用するレーザ
波長を青色領域まで短波長化すること、あるいは記録再生を行うピックアップに用いられ
る対物レンズの開口数（ＮＡ）を大きくして、光記録媒体に照射されるレーザ光のスポッ
トサイズを小さくすることが提案され、研究開発が進み、実用化されるところまで来てい
る。
【００１０】
　一方、光記録媒体自体を改良して記録容量を高める方法として、基板の片面側に少なく
とも記録層と反射層からなる情報層を２つ重ねて、これら情報層間を紫外線硬化樹脂等で
接着して作製される２層型光記録媒体が各種提案されている。この情報層間の接着部分で
ある中間層は、２つの情報層を光学的に分離する機能を有するもので、記録再生に用いる
レーザ光がなるべく奥側の情報層に到達する必要があるため、その光をなるべく吸収しな
いような材料から構成されている。しかし、この２層型光記録媒体については、未だ多く
の課題が存在している。例えば、レーザ光照射側から見て手前側にある情報層（第１情報
層）をレーザ光が十分に透過しなければ、奥側にある情報層（第２情報層）の記録層に情
報を記録しそれを再生できないために、第１情報層を構成する反射層は極めて薄い半透明
反射層としなければならない。
【００１１】
　相変化型光記録媒体への記録は、記録層の相変化型材料にレーザ光を照射して融点以上
に加熱及び急冷することによって、結晶状態をアモルファス状態に変化させることにより
マークを形成して行われる。また、情報の消去は、結晶化温度以上に昇温し徐冷すること
によりアモルファス状態を結晶状態に変化させることにより行われる。
　従来の単層型光記録媒体では、反射層は充分に厚く成膜できるため、照射されたレーザ
光の余熱を素早く逃がすことができる。そのため、急冷効果が促進してアモルファス状態
を形成し易くなっている。同様に、２層型光記録媒体の第２情報層は光を透過させる必要
が無いため、第２反射層や第２記録層は従来の単層型光記録媒体のような厚みの構成でよ
く、第１情報層の透過率が高ければ、良好な記録特性が得られ、再生も容易に行うことが
できる。
【００１２】
　しかし、２層型光記録媒体の第１情報層へ記録を行う際には、厚みが１０ｎｍ程度の非
常に薄い半透明反射層の場合には、放熱効果が小さくなるため、アモルファスマークを形
成することが困難となる。また、第２情報層の記録層に情報を記録し再生できるようにす
るため、第１情報層は光透過率が高いことが望ましい。そこで、２層型光記録媒体におけ
る第１情報層のアモルファスマークの記録や消去を行うには、反射層を厚くすることがで
きる単層型光記録媒体よりも記録あるいは消去パワーを高く照射する必要性がある。例え
ば、従来のＤＶＤの単層型光記録媒体の消去パワーＰｅは、記録線速が３．５ｍ／ｓ～２
７．９ｍ／ｓの範囲においては、約６～９ｍＷ程度で特性が良好となることが分かってい
る。これに対し、ＤＶＤの２層型光記録媒体の第１情報層に照射される消去パワーＰｅは
、記録線速が３．５～１４ｍ／ｓの範囲において約６～９ｍＷ必要であり、単層型よりも
記録線速が遅い状況でエネルギー密度の高い消去パワーを要する。
　また、２層型光記録媒体では、高い消去パワーＰｅが必要なだけでなく、第１反射層の
厚みも薄いため、第１情報層は単層の光記録媒体に比べて放熱性がかなり悪く、極薄であ
る第１記録層にかかる熱的影響が問題となる。また、記録パワーＰｐは、記録線速が３．
５～１４ｍ／ｓの範囲において記録を行う際には、消去パワーよりも２倍程度又はそれ以
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上のパワーを要し、このような高い記録パワーによって生じる余熱により、更に第１記録
層への熱的なダメージがかかり、これを防がなければならないという課題がある。
【００１３】
　例えば、特許文献６には、スペースを形成する際に消去パワー光を２値化しパルス状に
照射する方法が提案されている。しかし、この提案では、マークを形成するためのピーク
パワーＰｐをもつ先頭パルスの直前がバイアスパワーＰｂのレベルにまで下がっておらず
、この記録方法で記録した場合、余熱の影響で熱のかかり過ぎが問題となる。
　また、特許文献７のように、記録マークを形成する直前の消去パワーを一時的に大きく
する光記録媒体への記録方法により記録した場合にも熱のかかり過ぎが問題となる。
　また、特許文献８～１０のように、先頭パルスの直前にバイアスパワーＰｂのみを設定
している方法では、単層型光記録媒体では充分に効果を発揮することができるが、２層型
光記録媒体のように放熱性の悪い第１情報層に記録及び消去を行う場合は効果が充分では
なく、良好な記録特性が得られ難いという問題がある。
【００１４】
　したがってレーザ光線を照射することにより記録層材料に光学的な変化を生じさせて情
報の記録再生を行い、かつ書き換えが可能で情報を記録し得る相変化記録層を含む情報層
を２層以上有する多層型光記録媒体のレーザ光束が照射される側から見て手前の第１情報
層にある第１記録層に記録する場合に、該記録層が受ける熱的なダメージを抑制し、記録
や消去を的確に行い、記録特性を良好にできる多層型光記録媒体の記録方法は未だ提供さ
れておらず、その速やかな開発が望まれているのが現状である。
【００１５】
【特許文献１】特開２００２－２３７０５１号公報
【特許文献２】特開２００２－２８８８３７号公報
【特許文献３】特開２００１－３３１９３６号公報
【特許文献４】特開２００４－４６９５６号公報
【特許文献５】特許第３２２３９０７号公報
【特許文献６】特開２００４－６３００５号公報
【特許文献７】特開２００２－２８８８３０号公報
【特許文献８】特開２００１－２７３６３８号公報
【特許文献９】特開２００４－４７０５３号公報
【特許文献１０】特開２００５－６３５８６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１６】
　本発明は、ＤＶＤの６～８倍速相当以上の高速記録時にも、繰り返し記録耐久性の劣化
やクロストークの増大を招くことなく、初期結晶状態によらず繰り返し記録初期のジッタ
上昇を低減することが可能な光記録媒体並びに該光記録媒体を用いた光記録方法及び光記
録装置を提供することを目的とする。
　本発明は、相変化記録層を含む情報層を２層以上有する多層型光記録媒体のレーザ光束
が照射される側から見て手前の第１情報層にある第１記録層に記録する場合に、該記録層
が受ける熱的なダメージを抑制でき、記録及び消去を的確に行え、繰り返し記録特性が良
好であり、また、２層目以上の記録層の記録感度が良好な多層型光記録媒体並びに該多層
型光記録媒体を用いた光記録方法及び光記録装置を提供することを目的とする。
【００１７】
　本発明の第１の態様においては、相変化記録層をＭ層（Ｍ≧２）有する多層型光記録媒
体に記録を行うに際し、第１番目の記録層をレーザ光側から見て最も手前の記録層とし、
Ｍ番目の記録層を前記レーザ光側から見て最も奥側の記録層とし、Ｔをクロック周期とし
て、Ｋ番目の記録層に複数のレーザ光パルスからなる記録パルス列を用いてレーザ光を照
射してマークを記録する際の記録パルス列の周期をｔ(Ｋ)[Ｔ]とした時、次式、ｔ(１)＜
ｔ(Ｍ)の関係を満たし、かつ前記記録パルス列の周期は、レーザ光照射の方向において第
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１番目の記録層から次の記録層へと減少しないことを特徴とする多層型光記録媒体の光記
録方法を提供する。
　本発明の第１の態様においては、レーザ照射側から見て手前側の記録層の繰り返し記録
特性と、奥側の記録層の記録感度を良好なものとすることができる。
【００１８】
　この場合、手前側を１Ｔストラテジ、奥側を２Ｔストラテジとすることによって、以下
の効果が得られる。
（１）手前側のジッタ特性が良い。
（２）奥側の記録感度を向上できる（低いパワーで記録できる）。
　その他の考えられる効果として、
（３）奥側の変調度の最大値を向上させる効果（図３２で示すように、高パワー側の変調
度の飽和値が２％程度高くなっている）が得られる。
【００１９】
　ここで、１Ｔストラテジは、図３４に示すように、長さｎＴのマークを記録するのに、
（ｎ－１）個のパルスを用いる。
　２Ｔストラテジは、図３５に示すように、ｍ個のパルスを用いて長さｎＴのマークを記
録するとき、ｎが偶数の場合はｎ＝２ｍ、ｎが奇数の場合はｎ＝２ｍ＋１が成り立つ（ｍ
≧1）。
　３Ｔストラテジは、図３６に示すように、ｍ個（ｍ≧１）のパルスを用いて長さｎＴの
マークを記録するとき、以下の関係が成り立つ。
　ｎが３で割って１余る数の時は、ｎ＝３ｍ－２である。
　ｎが３で割って２余る数の時は、ｎ＝３ｍ－１である。
　ｎが３の倍数の時は、ｎ＝３ｍである。
【００２０】
　本発明においては、第１番目と第２番目の記録層に用いる記録パルスに対して、次式、
ｔ(１)＜ｔ(２)の関係を満たす多層型光記録媒体の光記録方法を提供できる。
　本発明においては、第１番目の記録層に１Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録
し、第２番目の記録層に２Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録することを特徴と
する。
　本発明においては、第１番目の記録層に１Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録
し、その他の記録層に２Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録することを特徴とす
る。
　本発明においては、Ｍ層の相変化記録層においてＭ番目の記録層以外の記録層に長さｎ
Ｔのマークを記録する際に、次式を満たすことを特徴とする多層型光記録媒体の光記録方
法を提供できる。ただし、ｎは１以上の整数であり、Ｔｒは先頭パルスの先端と最終パル
スの後端との間隔を表す。
　本発明においては、次式、０．１２Ｔ≦Ｔｍｐ≦０．３Ｔ（ただし、Ｔｍｐは記録パル
ス幅を表す）を満たす多層型光記録媒体の光記録方法を提供できる。
　本発明においては、レーザ光照射側から見て一番奥側以外の記録層への記録方法であっ
て、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、かつ消去パワ
ーレベルＰｅと、先頭パルスの前及び最終パルスの後の少なくとも一方のバイアスパワー
レベルＰｂとの間における冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、
Ｎは１以上の整数を表す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂ
の関係を満たすような記録パルス列によりマークを形成する多層型光記録媒体の光記録方
法を提供できる。
【００２１】
　本発明においては、記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐ
との間で変調され、かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルスの前のバイアスパワーレベ
ルＰｂとの間における冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは
１以上の整数を表す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関
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係を満たすような記録パルス列により形成する多層型光記録媒体の光記録方法を提供でき
る。
　本発明においては、記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐ
との間で変調され、かつ消去パワーレベルＰｅと、最終パルスの後のバイアスパワーレベ
ルＰｂとの間における冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは
１以上の整数を表す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関
係を満たすような記録パルス列により形成する多層型光記録媒体の光記録方法を提供でき
る。
　本発明においては、記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐ
との間で変調され、かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルスの前及び最終パルスの後の
バイアスパワーレベルＰｂとの間における冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、Ｐ
ｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・
＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関係を満たすようなパルス列により形成する多層型光記録媒体の光記録
方法を提供できる。
　この場合、冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮにおいて、Ｎの値は１～
３の整数のいずれかである。
　２層以上の各相変化記録層に記録することが可能であり、また、記録パワーレベルＰｐ
と消去パワーレベルＰｅの比率ｅ（＝Ｐｅ／Ｐｐ）、記録パワーレベルＰｐと冷却パワー
レベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮの比率ｄ１、・・・、ｄＮ（＝Ｐｃ１／Ｐｐ、・
・・、ＰｃＮ／Ｐｐ）のうち少なくとも一方を、記録層ごとに変えて記録を行うことが可
能である。
【００２２】
　本発明においては、長さｎＴ（ただし、ｎは１以上の整数、Ｔはクロック周期を表す）
の記録マークを記録する際の記録パワーレベルＰｐの照射パルスの個数をｍ（ただし、ｍ
は１以上の整数である）としたとき、ｎが偶数のときはｎ＝２ｍ、ｎが奇数のときはｎ＝
２ｍ＋１の関係を満たす多層型光記録媒体の光記録方法を提供できる。
　本発明においては、消去パワーレベルＰｅに対し、Ｐｅよりも低い消去パワーレベルＰ
ｅ－のパルス状の構造が消去パワーレベルＰｅ照射中に含まれている多層型光記録媒体の
記録方法を提供できる。
　本発明においては、多層型光記録媒体の各情報層に記録する際に、レーザ光束を照射す
る側から見て手前側の情報層から順番に記録していく多層型光記録媒体の記録方法を提供
できる。
　この場合、Ｔは、各記録層に対し、同一のクロック周期となり得る。
【００２３】
　本発明の第２の態様においては、多層型光記録媒体の光記録装置を提供する。該光記録
装置は、相変化記録層をＭ層（Ｍ≧２）有する多層型光記録媒体に記録を行うに際し、第
1番目の記録層をレーザ光側から見て最も手前の記録層とし、Ｍ番目の記録層を前記レー
ザ光側から見て最も奥側の記録層とし、Ｔをクロック周期として、Ｋ番目の記録層（ただ
し１≦Ｋ≦Ｍ）に複数のレーザ光パルスからなる記録パルス列を用いてレーザ光を照射し
てマークを記録する際の記録パルス列の周期をｔ(Ｋ)[Ｔ]とした時、次式、ｔ(１)＜ｔ(

Ｍ)の関係を満たし、かつ前記記録パルス列の周期は、レーザ光照射の方向において第１
番目の記録層から次の記録層へと減少しないよう構成したことを特徴とする多層型光記録
媒体の光記録装置である。
　このような光記録装置であれば、レーザ光側から見て手前側の記録層の繰り返し記録特
性と、最も奥側の記録層の記録感度を良好なものにすることができる。
【００２４】
　本発明においては、多層型光記録媒体の光記録装置は、第１番目と第２番目の記録層に
用いる記録パルスに対して、ｔ(１)＜ｔ(２)の関係を満たすように設定される。
　本発明においては、多層型光記録媒体の光記録装置は、第1番目の記録層に１Ｔ周期の
記録パルス列を用いてマークを記録し、第２番目の記録層に２Ｔ周期の記録パルス列を用
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いてマークを記録するように設定される。
　本発明においては、多層型光記録媒体の光記録装置は、第１番目の記録層に１Ｔ周期の
記録パルス列を用いてマークを記録し、その他の記録層に２Ｔ周期の記録パルス列を用い
てマークを記録するように設定される。
　本発明においては、多層型光記録媒体の光記録装置は、Ｍ層の相変化記録層においてＭ
番目の記録層以外の記録層に長さｎＴのマークを記録する際に、下記式を満たすように設
定される。
　（ｎ－１．５）Ｔ≦Ｔｒ≦（ｎ－１）Ｔ
　ただし、ｎは１以上の整数であり、Ｔｒは先頭パルスの先端と最終パルスの後端との間
隔を表す。
　本発明においては、多層型光記録媒体の記録装置は、次式、０．１２Ｔ≦Ｔｍｐ≦０．
３Ｔ（ただし、Ｔｍｐは記録パルス幅を表す）を満たすよう設定される。
【００２５】
　本発明においては、多層型光記録媒体の光記録装置は、レーザ光照射側から見て一番奥
側以外の記録層へ記録する際に、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの
間で変調され、かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルスの前及び最終パルスの後の少な
くとも一方のバイアスパワーレベルＰｂとの間における冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２
、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞
Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関係を満たすような記録パルス列によりマークを形成する
よう設定される。
　本発明においては、多層型光記録媒体の光記録装置は、記録マークを、バイアスパワー
レベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、かつ消去パワーレベルＰｅと、先
頭パルスの前のバイアスパワーレベルＰｂとの間における冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ
２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１
＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関係を満たすような記録パルス列により形成するよう設
定される。
　本発明においては、多層型光記録媒体の光記録装置は、記録マークを、バイアスパワー
レベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、かつ消去パワーレベルＰｅと、最
終パルスの後のバイアスパワーレベルＰｂとの間における冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ
２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１
＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関係を満たすような記録パルス列により形成するよう設
定される。
　本発明においては、多層型光記録媒体の光記録装置は、記録マークを、バイアスパワー
レベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、かつ消去パワーレベルＰｅと、先
頭パルスの前及び最終パルスの後のバイアスパワーレベルＰｂとの間における冷却パワー
レベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す）が、次式、
Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関係を満たすようなパルス列により
形成するよう設定される。
　この場合、冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮにおいて、Ｎの値は、１
～３の整数のいずれかである。
【００２６】
　本発明においては、多層型光記録媒体の光記録装置は、２層以上の各相変化記録層に記
録する際に、記録パワーレベルＰｐと消去パワーレベルＰｅの比率ｅ（＝Ｐｅ／Ｐｐ）、
記録パワーレベルＰｐと冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮの比率ｄ１、
・・・、ｄＮ（＝Ｐｃ１／Ｐｐ、・・・、ＰｃＮ／Ｐｐ）のうち少なくとも一方を、記録
層ごとに変えて記録を行うように設定される。
　本発明においては、多層型光記録媒体の光記録装置は、長さｎＴ（ただし、ｎは１以上
の整数、Ｔはクロック周期を表す）の記録マークを記録する際の記録パワーレベルＰｐの
照射パルスの個数をｍ（ただし、ｍは１以上の整数である）としたとき、ｎが偶数のとき
はｎ＝２ｍ、ｎが奇数のときはｎ＝２ｍ＋１の関係を満たすよう設定される。最短マーク
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のみ１パルス多くしてマークを記録する。
　本発明においては、多層型光記録媒体の光記録装置は、消去パワーレベルＰｅに対し、
Ｐｅよりも低い消去パワーレベルＰｅ－のパルス状の構造が消去パワーレベルＰｅ照射中
に含まれている。
　本発明においては、多層型光記録媒体の光記録装置は、多層型光記録媒体の各情報層に
記録する際に、レーザ光束を照射する側から見て手前側の情報層から順番に記録していく
ように設定される。
　この場合、Ｔは、各記録層に対し、同一のクロック周期となり得る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２７】
（光記録媒体、並びに光記録方法及び光記録装置）
　本発明の光記録方法は、光記録媒体にレーザ光を照射して、記録マークの時間的長さが
ｎＴ（ただし、Ｔは基本クロック周期、ｎは自然数である）で表されるマーク長記録方式
により情報を記録するにあたり、
　前記記録マークの形成は、パワーＰｐの加熱パルスとパワーＰｂの冷却パルス（ただし
、Ｐｐ＞Ｐｂ）を交互にｍ回照射することにより行い、次式、ｍ≦（ｎ／２＋１）を満た
し、先頭の冷却パルスの照射時間が、０．２Ｔ～０．４Ｔである。
　本発明の光記録媒体は、本発明の前記光記録方法に用いられ、基板と、該基板上に少な
くとも第１保護層、相変化記録層、第２保護層及び反射層を有し、かつ該相変化記録層は
、Ｓｂと、Ｇｅ、Ｇａ、Ｉｎ、Ｚｎ、Ｍｎ、Ｓｎ、Ａｇ、Ｍｇ、Ｃａ、Ｂｉ、Ｓｅ、及び
Ｔｅから選ばれる少なくとも１種の元素を含む。
　本発明の光記録装置は、光記録媒体にレーザ光を照射して、記録マークの時間的長さが
ｎＴ（ただし、Ｔは基本クロック周期、ｎは自然数である）で表されるマーク長記録方式
により情報を記録し、
　前記光記録媒体を回転させる回転駆動機構と、
　前記光記録媒体に照射するレーザ光を発するレーザ光源と、
　該レーザ光源を発光させる光源駆動手段と、
　レーザ光源が発する光ビームの発光波形に関する記録ストラテジが設定されて光源駆動
手段を制御する発光波形制御手段と、を備え、
　前記記録ストラテジは、記録マークの形成が、パワーＰｐの加熱パルスとパワーＰｂの
冷却パルス（ただし、Ｐｐ＞Ｐｂ）を交互にｍ回照射することにより行われ、ｍ≦（ｎ／
２＋１）であり、１回目の冷却パルスの照射時間が０．２Ｔ～０．４Ｔとなるように設定
されている。
【００２８】
　本発明は、照射光の強度変調によって記録、消去或いは書換えが可能な光記録媒体、特
に相変化型光記録媒体に対して、例えばＤＶＤの６～８倍速相当以上の高速で記録を行う
光記録方法及び光記録装置（光情報再生装置を含む）に適用できる。
【００２９】
　まず、本発明の光記録方法に適したＤＶＤ仕様かつ高速仕様の相変化型光記録媒体の一
例を図３に示す。
　この相変化型光記録媒体１０６は、案内溝を有する透明基板１０１上に、少なくとも第
１保護層１０２、相変化記録層１０３、第２保護層１０４、反射層１０５を有する。１０
７は硫化防止層、１０８は有機保護層を有してなり、更に必要に応じてその他の層を有し
ていてもよい。
【００３０】
　前記透明基板１０１の材料は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
るが、耐熱性、耐衝撃性、低吸水性などの点から、ポリカーボネート樹脂が好ましい。
　前記基板１０１の屈折率は１．５～１．６５が好ましい。前記屈折率が１．６５より大
きいとディスク全体の反射率低下が起こり、１．５より小さいと反射率の増加により変調
度が不足してしまうことがある。前記基板１０１の厚みは、０．５９～０．６２ｍｍが好
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ましい。前記厚みが０．６２ｍｍを超えると、ピックアップのフォーカス性能に問題を生
じることがあり、０．５９ｍｍより薄いと記録再生装置のクランプの甘さから回転数が不
安定になるという問題が生じることがあり、更に、円周方向の厚みムラがこの範囲を超え
る場合には、信号強度が周内で変動してしまうという問題も生じることがある。
【００３１】
　前記相変化記録層１０３には、少なくともＳｂとＧｅ、Ｇａ、Ｉｎ、Ｚｎ、Ｍｎ、Ｓｎ
、Ａｇ、Ｍｇ、Ｃａ、Ａｇ、Ｂｉ、Ｓｅ、Ｔｅの中から選ばれる一種以上の元素を含む材
料を用いる。
　Ｓｂをベースとし、Ｓｂとの２元系で融点が約６００℃以下の共晶点を有するか、或い
は、固溶体を形成するような元素と組合せると、アモルファスと結晶の繰返し記録を行う
のに適した記録層を形成することができる。組合わせる元素の種類や量によって、結晶化
速度、記録特性、保存安定性、初期化の容易性等の特性を調整する。Ｓｂと組合わせる元
素は１種類以上で、必要に応じて何種類でもよい。また、上述した元素とＳｂとの２元以
上の合金に更に別な元素を添加してもよい。
　高速で繰返し記録を行う場合、非晶質マークを高速結晶化する必要があるため、特に、
ＤＶＤの６～８倍速相当以上の記録を行う場合には、Ｓｂは５０～９０原子％、好ましく
は６０～８５原子％とする。５０原子％より少ないと、結晶化速度が遅すぎて繰返し記録
の際にアモルファスマークの消し残りを生じ、ジッタやエラーの上昇を招く。９０原子％
より多いと、アモルファスの形成が困難となる。
　前記相変化記録層１０３の厚みは、８ｎｍより薄いと変調度が小さく、また再生光安定
性も低下してしまうし、２２ｎｍより厚いと繰返し記録によるジッタの上昇が大きいため
、８～２２ｎｍとする。好ましくは１１～１６ｎｍとすると、特に繰返し記録耐久性が向
上する。
【００３２】
　前記反射層１０５には、従来からＡｌを主成分とした合金が使用されている。Ａｌは反
射率が高く、熱伝導率も高いことに加え、ディスク化した場合の経時安定性にも優れてい
る。しかし、記録層材料の結晶化速度が速い場合には、反射層にＡｌ合金を用いたディス
クでは、記録マークが細くなり易く、十分な変調度を有する記録を行うことは困難な場合
がある。この理由としては、結晶化速度が速いと記録時に溶融領域の再結晶化領域が大き
くなってしまい、形成される非晶質領域が小さくなってしまうことが挙げられる。再結晶
化領域を小さくするためには、第２保護層１０４を薄くして急冷構造とすればよいが、単
純に第２保護層を薄くしただけでは、記録層が十分に昇温されず、溶融領域が小さくなっ
てしまうため、再結晶化領域を小さくできたとしても、結局、形成される非晶質領域は小
さくなってしまう。しかし、波長６５０～６７０ｎｍにおける屈折率（ｎ＋ｉｋ）の、ｎ
、ｋ共にＡｌより小さい金属を反射層に用いると、記録層の吸収率は向上し、変調度も大
きくすることができる。ｎ、ｋ共にＡｌより小さい金属としてはＡｕ、Ａｇ、Ｃｕ、及び
それらを主成分とした合金が挙げられる。ここで、主成分とするとは、９０原子％以上含
有することを意味し、好ましくは９５原子％以上である。
【００３３】
　Ａｕ、Ａｇ、ＣｕはいずれもＡｌより熱伝導率が高く、これらを反射層として用いると
、記録層の光吸収率を向上させて、記録層の温度を上昇させ溶融領域を大きくする効果が
あるのと同時に、冷却速度も向上させるため冷却時の再結晶化領域が小さくなり、Ａｌ合
金を用いた場合よりも大きな非晶質領域を形成することが可能になる。記録マークの変調
度は光学的な変調度とマークの大きさによって決まり、光学的な変調度が大きく、マーク
が大きい程大きくなる。従って、記録層として、結晶化速度が速い材料を用いて、高線速
記録を行う場合でもこのような反射層を用いれば、吸収率が大きく冷却速度が速いことか
ら大きな記録マークが形成でき、また、結晶と非晶質の反射率差も大きいことから変調度
の大きい記録が可能になる。
　Ａｕ、Ａｇ、Ｃｕ、及びそれらを主成分とする合金の中でも、特に、Ａｇ及びＡｇ合金
は比較的安価であり、また、同様に安価なＣｕ及びＣｕ合金に比べて酸化しにくいため、
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経時安定性に優れた媒体を形成することができ、反射層として好ましい。
　前記反射層の厚みは９０ｎｍ以上であれば透過光が殆どなくなり、光を効率的に利用で
きるので、９０ｎｍ以上とする。反射層の厚みは厚い程冷却速度が速くなり、結晶化速度
の速い記録層を使用する場合には有利であるが、２００ｎｍ以下で冷却速度は飽和し、２
００ｎｍより厚くしても記録特性に変化がなく、成膜に時間がかかるだけなので、２００
ｎｍ以下とすることが好ましい。
【００３４】
　前記反射層１０５としてＡｇ又はＡｇ合金を用いた場合には、第２保護層にＳを含むよ
うな材料を用いる場合には、硫化防止層１０７が必要となる。該硫化防止層に要求される
性質としては、Ｓを含まないこと、Ｓを透過しないこと等が挙げられる。本発明者らは、
種々の酸化膜や窒化膜等を硫化防止層として形成し、記録特性や保存信頼性の評価を行っ
たところ、ＳｉＣ、Ｓｉ、又はそれらのいずれかを主成分とする材料が優れた機能を持つ
ことが判った。ここで、主成分とするとは、材料中にＳｉＣ又はＳｉを９０モル％以上含
有することを意味し、好ましくは９５モル％以上である。
　前記硫化防止層１０７の厚みは３～２２ｎｍとすることが好ましい。前記厚みが３ｎｍ
以上あれば、スパッタにより形成された膜がほぼ均一になるので硫化防止機能を発揮する
が、これよりも薄いと、部分的に欠陥を生じる確率が急に高くなってしまう。また、２２
ｎｍを超えると厚みの増加と共に反射率が低下してしまうし、成膜速度は大きく見積もっ
ても記録層と同程度であるため、記録層よりも厚みが厚いと生産効率が落ちてしまうこと
から、最大でも記録層の厚みを超えないようにすることが望ましく、結局好ましい上限は
２２ｎｍとなる。
【００３５】
　前記第１保護層１０２及び第２保護層１０４としては耐熱性等の保護膜としての機能の
他、屈折率が高いこと、断熱性が高いことから、厚みの調整により入射光を効率的に利用
できるモル比が８：２近傍のＺｎＳとＳｉＯ２の混合物を用いる。
　前記第１保護層１０２の厚みは４０～２２０ｎｍが好ましく、４０～８０ｎｍがより好
ましい。これは、主として反射率から決められる値である。この範囲内で、十分な反射率
と記録感度を両立できる厚みを選ぶ。４０ｎｍより薄い場合には耐熱性が悪く、基板１へ
与えるダメージが大きくなってしまい、繰返し記録によるジッタ上昇が大きくなってしま
う。また２２０ｎｍより厚いと反射率が高くなり過ぎて記録感度が低下してしまう。
　前記第２保護層１０４の厚みは、２～２０ｎｍが好ましく、６～１４ｎｍがより好まし
い。これは主として熱伝導から決められる値である。第２保護層の上に更に反射層が設け
られているため、記録層で吸収された熱は第２保護層を通じて反射層へ拡散して冷却され
る。従って、薄すぎると熱拡散が速過ぎて記録層は充分昇温されず、記録感度が低下して
しまう。厚すぎると冷却速度が不足するため非晶質マークが形成されにくくなる。
【００３６】
　上述のような膜を基板１上に第１保護層１０２、相変化記録層１０３、第２保護層１０
４、硫化防止層１０７、反射層１０５の順にスパッタにより形成した後、反射層上に有機
保護膜１０８をスピンコートにより形成する。この状態で、或いは更に貼合せ工程を経た
後、初期化工程を経て光記録媒体６として使用される。貼合せは、有機保護膜を介して基
板と同じ大きさで通常は材質も同じである板を接着する工程である。
　初期化は１×（数１０～数１００）μｍ程度に成形された１～２Ｗ程度のレーザ光を照
射して、成膜直後は非晶質状態である相変化記録層１０３を結晶化する工程である。
【００３７】
　次に、上述したような高速仕様の光記録媒体６に対する本発明の光記録方法、特にその
記録ストラテジについて説明する。
　ここでは、ＰＷＭ（Ｐｕｌｓｅ　Ｗｉｄｔｈ　Ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ）を光記録媒体１
０６に応用した記録マーク長、マーク間長変調方式で情報を記録するものとする。この記
録方式では記録マークの長さと記録マーク間の長さとを基本クロック周期Ｔを単位として
制御することにより情報を記録することができる。光記録媒体の記録方法の一つであるマ
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ーク位置変調方式よりも記録密度を高くすることが可能なため、高密度化できることが特
徴であり、ＣＤ、ＤＤ（Ｄｏｕｂｌｅ　Ｄｅｎｓｉｔｙ）ＣＤで採用されるＥＦＭ、ＤＶ
Ｄで採用されるＥＦＭ＋などの光ディスクに採用されている変調方式である。記録マーク
長、マーク間長変調方式は記録マーク長とマーク間長（以下、スペース長という）とを正
確に制御することが重要である。これらの変調方式では記録マーク長、スペース長ともに
、基本クロック周期Ｔに対してｎＴ（ｎは３以上の自然数）の時間的長さとする。
【００３８】
　本発明では、ピークパワーＰｐ、消去パワーＰｅ、バイアスパワーＰｂの３値を用いる
記録ストラテジに関しても、高速仕様として、充分な加熱と冷却を行えるようにパルス数
を減らす方式、即ち、ピークパワーＰｐ光とバイアスパワーＰｂ光との繰返しによるｍ≦
（ｎ／２＋１）であるｍ個（ｍは整数）のパルス照射により、長さｎＴの非晶質マークを
形成し、消去パワーＰｅ光の照射により、非晶質マーク間の長さｎＴの結晶スペースを形
成する方式を前提とする。従って、ＥＦＭ＋変調方式に従って形成される最小マークであ
る３Ｔは２パルス以下、４Ｔ、５Ｔは３パルス以下、６Ｔ、７Ｔは４パルス以下、８Ｔ、
９Ｔは５パルス以下、１０Ｔ、１１Ｔは６パルス以下、１４Ｔは８パルス以下で形成する
。パルスの数は主に記録線速によって決まり、記録線速が速い程、パルスの数を減らした
方がよい。
【００３９】
　このような高速仕様条件下において、非晶質マークを形成する加熱パルスと冷却パルス
のパルス列の、最初の冷却パルス時間を０．２Ｔ～０．４Ｔとする。更に、３組以上の加
熱パルスと冷却パルスの照射によってマークを形成する場合は、２回目の冷却パルス時間
を１．０Ｔ～２．５Ｔとする。また、このときの消去パワーとピークパワーの比を０．１
≦Ｐｅ／Ｐｐ≦０．４とする。
　これらの工夫により、非晶質マーク先端部を太く形成することが可能となるため、先端
形状が周囲の結晶の状態に左右されにくくなり、繰り返し記録初期のジッタ上昇を抑制で
きると共に、繰り返し記録耐久性を劣化させず、クロスイレースも抑制できる。
【００４０】
　マーク先端部が細い場合には、結晶状態の違いをジッタの増大として反映し易く、繰り
返し記録初期のジッタ上昇が大きくなってしまう。これは、Ｓｂを主成分とする記録層の
場合には、結晶との境界から結晶成長により結晶化が進行するためである。
　一般的に、高温になるほど結晶成長速度は速い。このため結晶と非晶質との境界がより
高温であるトラック中心部にあると結晶化が進行し易く、結晶状態に差がある場合には、
パルス列が照射される過程でマーク先端部の形状にばらつきを生じ易い。マーク先端部が
太く、結晶と非晶質との境界がよりトラック中心部から離れたところに存在すれば、温度
は低く結晶成長速度も遅いため、結晶状態に差があったとしても、形状にばらつきを生じ
にくい。
　更に、記録再生ビームは通常ガウス分布を持つので、再生時には、トッラク中心部から
離れたところのマーク形状変化による反射率変化よりも、トラック中心部のマーク形状の
変化の影響をより多く受けることになる。以上の理由より、マーク先端の形状が元々太い
場合には、結晶状態の差の影響を受けにくく、細い場合には、影響を受け易いと言える。
従って、マーク先端を太く記録するのは有効な方法である。
【００４１】
　高速記録に使用される相変化記録層の結晶化速度は一般的に速いため、本発明の先頭の
冷却パルスの設定のように冷却パルス照射時間を短くすることは殆ど検討されていない。
冷却パルス照射時間を短くすると、直前の加熱パルスで形成した非晶質マークが再結晶化
してしまい、充分大きな非晶質マークを形成できなくなり、ジッタが上昇してしまうから
である。しかし、本発明者らは、あえて先頭の冷却パルス時間を短くすることにより、マ
ーク先端部を大きく形成できることを見出した。シミュレーション、ＴＥＭ写真の観察等
により検討した結果、最初の加熱パルスで形成された非晶質部は再結晶化によって消失し
てしまうものの、１番目の加熱パルスの予熱効果により２番目の加熱パルスの照射時の温
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度が高くなって溶融領域が広がり、結果としてマーク先端部が大きくなるということが分
かった。この様子を模式的に図４に示す。
【００４２】
　最初の冷却パルスを設けず、１番目と２番目の加熱パルスを連続したような形で、最初
の加熱パルスを長くする場合にも、同様に、マーク先端を大きく形成することが可能であ
る。しかし、この場合には、ピークパワーを連続照射するために、温度が上がりすぎてし
まい、膜質の劣化が進み、繰り返し記録耐久性が劣化してしまう。また、隣接するトラッ
クまで昇温してしまうため、隣接するトラックに既に記録されている非晶質マークを部分
的に消去してしまうクロスイレースも生じてしまう。
　先頭の冷却パルスは０．２Ｔ～０．４Ｔの間に設定する。０．２Ｔより短いと冷却効果
が殆ど得られず、先頭の加熱パルスを長くした場合と類似の挙動を示し、繰り返し記録耐
久性の劣化やクロストークの増大を招く。０．４Ｔより長く設定すると、１番目の加熱パ
ルスで形成された非晶質部が残るため、結果として、先端部が細いマークとなり、繰り返
し記録初期のジッタが上昇してしまう。
【００４３】
　また、３個以上のパルス列でマークが形成される場合の２番目の冷却パルスは従来検討
されているように、十分長くする必要がある。これにより３番目の加熱パルスによる再結
晶化を防止し、マーク先端を大きく形成できる。２番目の冷却パルスは１．０Ｔ～２．５
Ｔの間に設定する。１．０Ｔより短いと、３番目の加熱パルスの影響により２番目の冷却
パルスの照射する過程で形成済みの非晶質部の再結晶化が進行し、ジッタが大きくなって
しまう。２．５Ｔより長いと連続したマークが形成できない。
　また、このような記録ストラテジは、消去パワーＰｅとピークパワーＰｐの比が０．４
以下である場合に有効性を発揮する。本発明者らが検討した結果、ＤＶＤ６倍速以上で記
録する場合に、消去パワーＰｅとピークパワーＰｐの比を０．４より大きくすると、初回
記録でもジッタが大きくなってしまう。理由は明らかではないが、高速記録の場合記録時
間が短くなるため、Ｐｐの値は大きくしないと記録層を十分加熱できないが、Ｐｅまで大
きくすると冷却不足となり、逆にジッタは大きくなってしまうと考えられる。しかし、Ｐ
ｅが低いと先頭のピークパワーによる昇温が不十分になり易い。このような場合には繰り
返し記録初期のジッタは上昇してしまう傾向にあるが、本発明のように、先頭の加熱パル
スを予熱パルス的に使うことによって、この不具合を解消できる。ただし、Ｐｅ／Ｐｐが
０．１より小さいと、消去不足となり易く、初回記録は良好であっても、繰り返し記録全
般に渡ってジッタが上昇してしまう。
【００４４】
　次に、前述した記録ストラテジによる光記録方法を実現するための光記録装置の構成例
について、図５を参照して説明する。
　この装置には、光記録媒体１０６を回転駆動させるスピンドルモータ１２１を含む回転
制御機構１２２が設けられていると共に、光記録媒体１０６に対してレーザ光を集光照射
させる対物レンズや半導体レーザＬＤ１２３等のレーザ光源を備えた光ヘッド１２４がデ
ィスク半径方向にシーク移動自在に設けられている。光ヘッド１２４の対物レンズ駆動装
置や出力系に対してはアクチュエータ制御機構２５が接続されている。このアクチュエー
タ制御機構２５にはプログラマブルＢＰＦ２６を含むウォブル検出部２７が接続されてい
る。ウォブル検出部２７には検出されたウォブル信号からアドレスを復調するアドレス復
調回路２８が接続されている。このアドレス復調回路２８にはＰＬＬシンセサイザ回路２
９を含む記録クロック生成部３０が接続されている。ＰＬＬシンセサイザ回路２９にはド
ライブコントローラ３１が接続されている。システムコントローラ３２に接続されたこの
ドライブコントローラ３１には、回転制御機構１２２、アクチュエータ制御機構２５、ウ
ォブル検出部２７及びアドレス復調回路２８も接続されている。
【００４５】
　また、システムコントローラ３２はＣＰＵ等を備えた、いわゆるマイコン構成のもので
ある。また、このシステムコントローラ３２には、ＥＦＭエンコーダ３４、マーク長カウ



(22) JP 2008-506211 A 2008.2.28

10

20

30

40

50

ンタ３５、パルス数制御部３６が接続されている。これらのＥＦＭエンコーダ３４、マー
ク長カウンタ３５、パルス数制御部３６及びシステムコントローラ３２には、発光波形制
御手段となる記録パルス列制御部３７が接続されている。この記録パルス列制御部３７は
、記録ストラテジにより規定されるマルチパルス（ピークパワーＰｐ用のオンパルス、バ
イアスパワーＰｂ用のオフパルス）を生成するマルチパルス生成部３８と、エッジセレク
タ３９と、パルスエッジ生成部４０とが含まれている。
　この記録パルス列制御部３７の出力側には、記録パワーＰｗ（ピークパワーＰｐ）、消
去パワーＰｅ、バイアスパワーＰｂの各々の駆動電流源４１をスイッチングすることで光
ヘッド１２４中の半導体レーザＬＤ１２３を駆動させる光源駆動手段としてのＬＤドライ
バ部４２が接続されている。
【００４６】
　このような構成において光記録媒体１０６に記録するためには、目的の記録速度に対応
する記録線速度となるようにスピンドルモータ１２１の回転数をドライブコントローラ３
１による制御の下、回転制御機構１２２により制御した後に、光ヘッド１２４で得られる
プッシュプル信号からプログラマブルＢＰＦ２６によって分離検出されたウォブル信号に
よりアドレス復調するとともに、ＰＬＬシンセサイザ回路２９によって記録チャネルクロ
ックを生成する。次に、半導体レーザＬＤ１２３による記録パルス列を発生させるため、
記録パルス列制御部３７には記録チャネルクロックと記録情報であるＥＦＭ＋データが入
力され、記録パルス列制御部３７中のマルチパルス生成部３８により、図７に示したよう
な記録ストラテジに従うマルチパルスを生成し、ＬＤドライバ部４２で前述のＰｐ、Ｐｅ
、Ｐｂに該当する各々の照射パワーとなるように設定された駆動電流源４１をスイッチン
グすることで、記録パルス列に従うＬＤ発光波形を得ることができる。
【００４７】
　また、この図５のような構成の記録パルス列制御部３７では、ＥＦＭエンコーダ３４か
ら得られるＥＦＭ＋信号のマーク長を計数するためのマーク長カウンタ３５が配置されて
おり、そのマークカウント値が２Ｔ増加する毎に１組のパルス（記録パワーＰｗ＝ピーク
パワーＰｐによるオンパルスとバイアスパワーＰｂによるオフパルス）とが生成されるよ
うにパルス数制御部３６を介してマルチパルスを生成するようにしている。
　別のマルチパルス生成部の構成としては、記録チャネルクロックを２分周した記録分周
クロックを生成し、これから多段遅延回路を用いてエッジパルスを生成し、エッジセレク
タで前後のエッジを選択することにより記録チャネルクロックが２Ｔ増加する毎に１組の
パルス（記録パワーＰｗ＝ピークパワーＰｐによるオンパルスとバイアスパワーＰｂによ
るオフパルス）を生成することもできる。この構成の場合、マルチパルス生成部の実質的
な動作周波数は１／２となり、更に高速記録動作が可能となる。
【００４８】
　本発明によれば、ＤＶＤの６～８倍速相当以上の高速記録時にマーク先端部を太く形成
できるため、繰り返し記録耐久性の劣化やクロストークの増大を招くことなく、初期結晶
状態によらず繰り返し記録初期のジッタ上昇を低減することが可能な光記録方法及び光記
録装置を提供できる。
【００４９】
（多層型光記録媒体の光記録方法及び光記録装置）
　本発明の多層型光記録媒体の光記録方法は、基板上に少なくとも相変化記録層をＭ層（
ただし、Ｍは２以上の整数を表す）有する多層型光記録媒体にレーザ光線を照射して記録
マークを形成するに際し、該レーザ光線の発光波形を複数のパルスからなる記録パルス列
とし、該記録パルス列を変調することによって記録を行い、
　レーザ光照射側から見てＫ番目（ただし、１≦Ｋ≦Ｍを満たす整数である）の記録層に
クロック周期Ｔの下で記録を行う際の記録パルス列の周期をｔ（Ｋ）[Ｔ]とした時、次式
、１≦ｔ(１)≦ｔ(２)≦・・・ｔ(Ｋ)≦ｔ(Ｋ+１)とする（ただし、全てが等号である場
合は除く）。この場合、次式、ｔ(１)＜ｔ(２)とすることが好ましい。
　その他の実施態様としては、相変化記録層をＭ層（Ｍ≧２）有する多層型光記録媒体の
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光記録方法において、第1番目の記録層をレーザ光側から見て最も手前の記録層とし、Ｍ
番目の記録層を前記レーザ光側から見て最も奥側の記録層とし、Ｔをクロック周期として
、Ｋ番目の記録層に複数のレーザ光パルスからなる記録パルス列を用いてレーザ光を照射
してマークを記録する際の記録パルス列の周期をｔ(Ｋ)[Ｔ]とした時、次式、ｔ(１)＜ｔ

(Ｍ)の関係を満たし、かつ前記記録パルス列の周期は、レーザ光照射の方向において第１
番目の記録層から次の記録層へと減少しないことを特徴とする。
　ここで、多くの場合、Ｔ１＝１とする。そして、Ｔ１＝１の場合に、２層目以降へ記録
を行う際には１．５Ｔ以上の周期を持たせて記録すると効果が現れる。また、一般的には
３Ｔ周期のストラテジで記録することも可能である。つまり、Ｋ≧２とした場合はＴ(Ｋ)

の範囲として１．５≦Ｔ(Ｋ)≦３が好ましい。しかし、実用上は、記録ストラテジのパラ
メータの個数が多くなることを避けるために２Ｔ周期で記録するのが好ましい。したがっ
て、特に、一番手前側へ記録する際には１Ｔ周期ストラテジを用い、それ以外の記録層へ
記録する際には２Ｔ周期ストラテジを用いることが好ましい。
　一番手前側の記録層へ記録する際に、記録パルス列を１Ｔ周期とするとオーバーライト
特性がよくなる。仮に２Ｔ周期とした場合、記録は可能であるが、主に最短マークの長さ
のずれが影響するため、繰り返し記録回数が多くなると１Ｔ周期の場合に比べてジッタが
悪くなる（図２５参照）。なお、この事例は、後述する実施例Ｂ－１７で用いた２層型光
記録媒体で実験を行ったものである。
　また、それ以外の記録層へ記録する際に、記録パルス列を２Ｔ周期とした場合、記録パ
ルス列のパルス幅を広く取ることができ、かつ冷却時間を長く取ることができるため、記
録感度をよくすることができる。仮に１Ｔ周期とした場合、記録は可能であるが記録感度
が約１５％程度悪くなる（図２６及び図２７参照）。
【００５０】
　本発明の光記録方法において、レーザ光照射側から見てＭ番目（ただし、Ｍは２以上の
整数を表す）以外の記録層に長さｎＴ（ただし、Ｔはクロック周期、ｎは２以上の整数で
ある）の記録マークを形成する際には、先頭パルスと最終パルスの立ち上がりの間隔Ｔｒ
を、次式、（ｎ－１．５）Ｔ≦Ｔｒ≦（ｎ－１）Ｔを満たすように設定することによって
、相変化記録層を２層以上有する多層型光記録媒体の光照射側から見て一番奥側以外の記
録層の記録特性を良好とすることができる。
　図２４に示すように、ＤＶＤ＋ＲＷのような従来の単層型の書き換え型光記録媒体では
、例えば１Ｔ周期ストラテジを用いる場合、データに対して１Ｔだけ遅れた時間位置から
記録し始める記録方法が主な方法であった（図２４の（１））。しかしながら、相変化記
録層を２層以上有する多層型光記録媒体の光照射側から見て一番奥側以外の記録層に対す
る記録方法としては、図２４－Ｂ及び図２４－Cのように、長さｎＴのマークを形成する
際には先頭パルスと最終パルスの立ち上がり時間幅Ｔｒを広くする記録方法を用いた方が
よい。
　なぜならば、多層型光記録媒体の光照射側から見て一番奥側以外の情報層では透過率を
高く確保する必要があるため、厚い金属層を成膜することができず、透明誘電体を用いる
ことで放熱効果を補っているためである。金属層を厚くすると充分な放熱性が得られ記録
マークが形成され易いが、透明誘電体を用いると熱伝導率が金属よりも下がるため充分な
放熱効果が得られず非晶質マークの再結晶化が起こり易い。そのため、Ｔｒを広く設定す
ることによって所望のマーク長を得ることを狙っている。
【００５１】
　この光記録方法では図２４の（２）のように先頭パルスを時間的に早く立ち上がらせて
最終パルスを時間的に遅く立ち上がらせる方法でもよいし、図２４の（３）のように先頭
パルスのみを早く立ち上がらせるだけでもよい。Ｔｒの値の範囲は（ｎ－１．５）Ｔ≦Ｔ
ｒ≦（ｎ－１）Ｔとするのがよい。例えば、８Ｔマークを記録する場合は、６．５Ｔ≦Ｔ
ｒ≦７Ｔを満たすＴｒを用いる。更に非晶質マークの形成領域をできるだけ大きく（太く
）するために、加熱後の冷却時間を長く取る必要がある。したがって記録パルスの幅Ｔｍ
ｐはできるだけ小さくすることが好ましい。クロック周期をＴとした場合、記録速度に関
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係なく、０．１２Ｔ≦Ｔｍｐ≦０．３Ｔとするのがよい。Ｔｍｐを０．１２Ｔよりも短く
すると高い記録パワーを必要とし、特に、記録速度が９．２ｍ／ｓなどと速い場合は、ク
ロック周期Ｔ＝１５．９ｎｓｅｃであるためＴｍｐ＝０．１２Ｔ＝１．９ｎｓｅｃとなり
、記録装置においてＬＤ（レーザダイオード）から出射されるレーザの応答時間（立ち上
がり及び立下り時間）が間に合わずに、所望の記録パワーで記録することが困難となる。
また、Ｔｍｐを０．３Ｔよりも長くすると冷却時間が足りないために次のパルスの余熱に
よって再結晶化が生じ、所望の変調度が確保できなくなる不具合が生じる。
　一般的には、上記Ｔｒの範囲を保ちつつ、図２８に示すような記録パルスストラテジの
パラメータを用いるのが好ましいが、この限りではない。例えばＤＶＤではデータの変調
方式がＥＦＭ＋方式であり、３Ｔマーク及び４Ｔマークは、他の長いマークに比べて出現
個数が多いため、最も記録特性（ジッタ）に影響が及ぶことが挙げられる。そのため、３
Ｔ，４Ｔの記録に限っては、（ｄＴｔｏｐ３）、（ｄＴｔｏｐ４）、（ｄＴｌｐ３）、（
ｄＴｌｐ４）、（ｄＴｅｒａ３）、（ｄＴｅｒａ４）のようなパラメータを個別に設定す
ることも可能である。図１９及び図２０はパラメータの個数を変えたときの記録特性（ジ
ッタ）を比較したものである。３Ｔ及び４Ｔの最終パルスを個別に設定した場合、記録特
性が良くなっていることが分かる。記録は、図２１のパラメータで表される記録ストラテ
ジで行った。パラメータ中の「－」は、クロックの基準（立ち上がり）から見て時間的に
遅れていることを意味する。
【００５２】
　本発明の光記録方法によれば、多層型光記録媒体の記録特性は良好となる。更にレーザ
光照射側から見て一番奥側以外の記録層へ適用する記録方法として、基板上に少なくとも
相変化記録層を２層以上有する多層型光記録媒体にレーザ光線を照射して記録マークを形
成するに際し、該レーザ光線の発光波形を複数のパルスからなる記録パルス列とし、該記
録パルス列を変調することによって記録を行い、記録マークを、バイアスパワーレベルＰ
ｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルス
の前及び最終パルスの後の少なくとも一方のバイアスパワーレベルＰｂとの間における冷
却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す）が
、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂで表される関係を満たすよう
なパルス列により形成する。
【００５３】
　本発明の多層型光記録媒体の光記録装置は、本発明の多層型光記録媒体の光記録方法を
実施することができるように設定されたものであり、レーザ光源から出射されたレーザ光
を光学素子により集光レンズに導き、該集光レンズによりレーザ光を多層型光記録媒体に
集光照射して該光記録媒体に記録を行う。このとき、光記録装置は、レーザ光源から出射
されたレーザ光の一部をレーザ光検出器に導き、レーザ光検出器のレーザ光の検出量に基
づきレーザ光源の光量を制御する。レーザ光検出器は、検出したレーザ光の検出量を電圧
又は電流に変換し検出量信号として出力する。
　光記録装置には更に必要に応じて種々の制御手段等を設ける。制御手段としては、前記
各手段の動きを制御することができる限り特に制限はなく、目的に応じて適宜選択するこ
とができ、例えば、シークエンサー、コンピュータ等の機器が挙げられる。
【００５４】
　本発明の多層型光記録媒体の光記録方法は、以下の第１形態から第３形態のいずれかを
備えたものである。
　第１形態では、記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの
間で変調され、かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルスの前のバイアスパワーレベルＰ
ｂとの間における冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以
上の整数を表す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関係を
満たすようなパルス列により形成するものである。
　第２形態では、前記記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐ
との間で変調され、かつ消去パワーレベルＰｅと、最終パルスの後のバイアスパワーレベ
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ルＰｂとの間における冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは
１以上の整数を表す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関
係を満たすようなパルス列により形成するものである。
　第３形態では、前記記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐ
との間で変調され、かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルスの前及び最終パルスの後の
バイアスパワーレベルＰｂとの間における冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、Ｐ
ｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・
＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関係を満たすようなパルス列により形成するものである。
　上記第１形態から第３形態において、冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、Ｐｃ
ＮにおけるＮが、１～３のいずれかであることが好ましい。
【００５５】
　ここで、具体的なレーザ波形発光パターンとしては、例えば、図１５及び図１６に示さ
れているようなＤＶＤ＋ＲＷ等で使用されているものがある。アモルファス状態からなる
マークは、ピークパワー（Ｐｐ）光と、バイアスパワー（Ｐｂ）光との交互繰り返しによ
るパルス照射によって形成される。一方、結晶状態からなるスペースは、ＰｐとＰｂとの
中間レベルのイレースパワー（Ｐｅ）光を連続的に照射することにより形成される。
　ピークパワー（Ｐｐ）光とバイアスパワー（Ｐｂ）光とからなる記録パルス列が照射さ
れると、記録層は溶融と急冷を繰り返してアモルファスマークが形成される。一方、消去
パワー（Ｐｅ）光が照射されると記録層は溶融後に徐冷、あるいは固相状態のままアニー
ルされて結晶化し、スペースが形成される。
　ピークパワー（Ｐｐ）光とバイアスパワー（Ｐｂ）光とからなる記録パルス列は、通常
、先頭パルス、中間パルス、最終パルスとに分けられる。最短の３Ｔマークは先頭パルス
と最終パルスのみで記録され、４Ｔ以上のマークを形成するときは中間パルスも使用され
る。前記中間パルスはマルチパルスとも呼ばれ、１Ｔ周期で設けられ、マーク長が１Ｔ長
くなるごとにパルスの数を１つずつ増やす方法が用いられる。この記録方法は、１Ｔ周期
記録ストラテジと言われており、長さｎＴのマークを形成するときの記録パルスの個数は
（ｎ－１）個である。ただし、Ｔはクロック周期を意味する。ちなみに、ＤＶＤ＋ＲＷで
は４倍速を超える速度で記録を行う場合には、クロック周期が短くなるために２Ｔ周期で
の記録方法（２Ｔ周期記録ストラテジ）もよく用いられる。
【００５６】
　前記第１形態における多層型光記録媒体の光記録方法では、Ｎ＝１の場合には、図１１
に示すように、記録マークは、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間
で変調され、かつ消去パワーレベルＰｅと先頭パルスの前のバイアスパワーレベルＰｂと
の間における、冷却パワーレベルＰｃ１が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｂの関係を満
たす。
　また、Ｎ＝２の場合には、図１２に示すように、記録マークは、バイアスパワーレベル
Ｐｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、かつ消去パワーレベルＰｅと先頭パルス
の前のバイアスパワーレベルＰｂとの間における、冷却パワーレベルＰｃ１及びＰｃ２が
、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２＞Ｐｂの関係を満たす。
【００５７】
　前記第２形態における多層型光記録媒体の光記録方法では、Ｎ＝１の場合には、図１３
に示すように、記録マークは、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間
で変調され、かつ消去パワーレベルＰｅと最終パルスの後のバイアスパワーレベルＰｂと
の間における、冷却パワーレベルＰｃ１が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｂの関係を満
たすことが明らかである。
　前記第３形態における多層型光記録媒体の光記録方法では、Ｎ＝１の場合には、図１４
に示すように、記録マークが、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間
で変調され、かつ消去パワーレベルＰｅと先頭パルスの前及び最終パルスの後のバイアス
パワーレベルＰｂとの間における、冷却パワーレベルＰｃ１が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ
１＞Ｐｂの関係を満たすことが明らかである。
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【００５８】
　本発明の多層型光記録媒体の光記録方法は、上記第１形態から第３形態のいずれかを満
たすことによって、先頭パルスの前及び最終パルスの後の少なくともいずれかの余熱を利
用することができるので、更に第１記録層が受ける熱的なダメージを抑制し、記録や消去
を的確に行うことができ、記録特性が良好となり、種々の光記録媒体に適用することがで
きるが、特に以下に説明する本発明の多層型光記録媒体に好適に用いられる。
【００５９】
　図１５及び図１６に示したような従来の記録方法においては、記録パワーＰｐと消去パ
ワーＰｅの比率ε（＝Ｐｅ／Ｐｐ）を一定にして記録を行う方法がよく用いられている。
これは、記録パワーＰｐと消去パワーＰｅのバランスによって、より広い記録パワー範囲
でジッタやアシンメトリが良好に保たれるために考案された方法である。ここでジッタと
は、マークとスペースの反射率レベルをスライスレベルで２値化したとき、その境界とク
ロックとの時間的なずれをウィンドウ幅で規格化して表したものである。この値が低いほ
ど記録特性はよい。またアシンメトリとは、１４Ｔスペースに相当する結晶質反射率Ｉ１
４Ｈと１４Ｔマークに相当するアモルファス反射率Ｉ１４Ｌの平均値と、３Ｔスペースに
相当する結晶質反射率Ｉ３Ｈと３Ｔマークに相当するアモルファス反射率Ｉ３Ｌの平均値
とがどの程度ずれているかを表す特性値である。式としては、（Ｉ１４Ｈ＋Ｉ１４Ｌ）－
（Ｉ３Ｈ＋Ｉ３Ｌ）／２（Ｉ１４Ｈ－Ｉ１４Ｌ）で表現される（図１９参照）。反射率信
号はスライスレベルにより２値化されるため、アシンメトリは０に近いほどよい。アシン
メトリが崩れていると、マークとスペースの境界が正しく認識されない可能性が出てきて
しまう。記録パワーＰｐが高すぎたり低すぎたりするか、又は消去パワーＰｅが高すぎた
り低すぎたりすることによりアシンメトリが崩れ、結果としてジッタが悪くなる。そのた
め、それらの比率を固定してパワーのバランスをとることで記録特性が悪化するのを防い
でいる。
【００６０】
　したがって、本発明の光記録方法では、第１記録層と第２記録層に対して個別に設定さ
れる記録パワーＰｐと消去パワーＰｅの比率εだけではなく、記録パワーＰｐと冷却パワ
ーＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮの比率δ１、・・・δＮ（＝Ｐｃ１／Ｐｐ、・・・Ｐ
ｃＮ／Ｐｐ）なるものも、同時に個別に設定されている方が好ましい。
　例えば、第１記録層と第２記録層に用いられる相変化記録材料及びその組成が同じであ
る場合を考える。各情報層へ同一の記録速度で、記録マークを、バイアスパワーレベルＰ
ｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルス
の前及び最終パルスの後の少なくとも一方のバイアスパワーレベルＰｂとの間における冷
却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す）が
、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂで表される関係を満たすよう
なパルス列により形成する光記録方法を用いて記録する場合、ε、及びδ１、・・・δＮ
の値を各情報層で同じにした場合と異ならせた場合で検討した結果、図２０のような結果
が得られた。図２０は実施例Ｂ－１９に記載した２層相変化型光記録媒体に、図１１に示
した記録ストラテジを用いて記録したときのデータである（後述する実施例Ｂ－２８と比
較例Ｂ－２３に相当する）。
　図２０から分るように、第１情報層での最適なパワー比率（ε＝０．１８、δ１＝０．
０９）と同一のパワー比率で第２情報層に記録を行った場合よりも、異なったパワー比率
（ε＝０．３８、δ１＝０．１９）で第２情報層に記録を行った場合の方が記録特性は優
れている。特に、最適な記録パワーにおけるジッタ（ボトムジッタと呼ぶ）は、同一のパ
ワー比率で記録した場合が８．７％であるのに対し、異なったパワー比率で記録した場合
は８．１％である。このように各情報層ごとに最適なパワー比率が存在することが分かる
。
【００６１】
　更に、下記表１に示すように、第２情報層への記録を（ε＝０．３８、δ１＝０．０９
）のパワー比率で行うと、ボトムジッタは８．３％となった。比率εだけでなく、比率δ
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１の効果も記録特性に影響を与えていることが分かる。
【表１】

【００６２】
　本発明の光記録方法においては、長さｎＴ（ただし、Ｔはクロック周期、ｎは１以上の
整数）の記録マークを記録する際の記録パワーレベルＰｐの照射パルスの個数をｍ（ｍ：
１以上の整数）としたとき、ｎが偶数のときはｎ＝２ｍ、ｎが奇数のときはｎ＝２ｍ＋１
の関係を満たすことにより、記録感度を良好とすることができる。
　従来、ＤＶＤ１～４倍速対応の単層相変化型光記録媒体に記録を行う際には、媒体の走
査線速が遅いため、加熱照射パルスと冷却照射パルスの１セットを１クロック周期ごとに
繰り返す方法が広く用いられている（１Ｔ周期ストラテジ）。この記録方法は、長さｎＴ
の非晶質マークを記録する際には、（ｎ－１）個の加熱照射パルスと冷却照射パルスを交
互に照射するものである。ところが記録線速の向上に伴いクロック周期が短くなるため、
加熱照射パルスと冷却パルス１セットを従来どおり１Ｔ周期で行った場合、充分な冷却時
間が得られなくなる。つまり、ある加熱パルスと冷却パルスの照射が行われて非晶質マー
クができても、次の１Ｔ周期後の加熱パルスから生じる余熱により一度形成された非晶質
マークが再結晶化してしまい、特に長いマークが細くなり変調度が取りづらくなるという
問題が生じる。このような問題を解消するには、できるだけ長い冷却パルスの照射時間を
とることが必須である。
【００６３】
　したがって、ＤＶＤ４倍速を超える高速記録においては、加熱照射パルスと冷却照射パ
ルスの１セットを２クロック周期ごとに繰り返す記録方法（２Ｔ周期ストラテジ）を採用
することによって太くて均一な非晶質マークの形成を行うことができ、高い変調度を確保
することができる。この記録方法では、長さｎＴの非晶質マークを記録する際に、加熱照
射パルス数をｍ（ただし、ｍは１以上の整数）とすると、ｎが奇数の場合はｎ＝２ｍ＋１
であり、ｎが偶数のときｎ＝２ｍとするのが好ましい。２Ｔ周期ストラテジはＤＶＤの１
～４倍速程度の記録線速で用いても容易に記録を行うことができる。更に上記のように冷
却時間を長めに取ることができるため、急冷効果を促進するので１Ｔ周期ストラテジで記
録する場合よりも記録パワーを低くすることができ、感度よく記録を行うことができる。
本発明の多層型光記録媒体への記録方法においても、２Ｔ周期ストラテジを用いることで
第１情報層や第２情報層など、各記録層の記録感度が向上するため好ましい。
　この場合、特に最短マークのみ１パルス多くして記録することにより、多層型光記録媒
体の繰り返し記録を更に良好に行うことができる。
【００６４】
　本発明の光記録方法においては、消去パワーレベルＰｅに対し、Ｐｅよりも低い消去パ
ワーレベルＰｅ－のパルス状の構造がＰｅ照射中に含まれていることにより、手前側の情
報層の熱的なダメージを更に軽減することができる。
　図２１に、レーザの発光波形を例示した。このようなレーザの照射波形に類似した公知
技術としては、特開２００４－６３００５号公報が挙げられる。この公報の技術は、記録
線速が向上するにつれて、スペース部に記録済みのマークが消去できずに残ってしまうの
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を防ぐために、Ｐｅ領域にパルス状にＰｅ＋を配置して消去に必要なエネルギーを供給す
るというものである。これに対し、本発明では比較的高い消去パワーＰｅを照射すること
による多層型記録媒体の手前側の情報層の熱的なダメージを極力軽減させることを目的と
して、消去パワーＰｅ領域中にＰｅ－なるパルス状の構造を配置する。これにより、手前
側の情報層の繰り返し記録特性を向上させることができる。
【００６５】
　本発明の光記録方法においては、多層型光記録媒体の各情報層に記録する際に、レーザ
光束を照射する側から見て手前側の情報層から順番に記録していくことが好ましい。
　前記多層型光記録媒体の記録層に用いられている相変化材料の結晶状態とアモルファス
状態では、それぞれの光学定数が異なっており、結晶状態の方がアモルファス状態よりも
吸収係数が高い。言い換えると、アモルファス状態の方が光を吸収する度合いが少ないた
めに光透過率が高い。そこで、レーザ光束を照射する側から見て手前側の情報層から順番
に記録していくようにすれば、記録により情報層にアモルファスマークができるので、ア
モルファスマークの領域面積が広い状態が手前側から順番に形成されることになり、レー
ザ光束を照射する側から見て奥側の情報層に記録を行う際に、光が透過し易くなり奥側の
情報層への記録を行い易くなる。
　また、実際に記録装置で光記録媒体に情報の記録を行う場合、第１情報層から記録した
ときの方が、第２情報層から記録したときよりも数パーセント程度低いパワーで記録する
ことができる。第１情報層の光透過率が、第２情報層への記録に必要な記録パワーに作用
し、記録感度を比較的よくする効果がある。
【００６６】
　ここで、図３３は、本発明の一実施形態に係る光記録装置の一例を示す図である。この
光記録装置２２０は、本発明の一実施形態に係る片面多層光記録媒体としての光ディスク
２１５を回転駆動するためのスピンドルモータ２２２、光ピックアップ装置２２３、該光
ピックアップ装置２２３をスレッジ方向に駆動するためのシークモータ２２１、レーザ制
御回路２２４、エンコーダ２２５、駆動制御回路２２６、再生信号処理回路２２８、バッ
ファＲＡＭ２３４、バッファマネージャ２３７、インターフェース２３８、フラッシュメ
モリ２３９、ＣＰＵ２４０、及びＲＡＭ２４１などを備えている。
　なお、図３３における矢印は、代表的な信号や情報の流れを示すものであり、各ブロッ
クの接続関係の全てを表すものではない。また、本実施形態では、光記録装置２２０は片
面多層光記録媒体に対応している。
【００６７】
（多層型光記録媒体）
　本発明の多層型光記録媒体は、本発明の前記多層型光記録媒体の光記録方法に用いられ
、レーザ光線の照射によって結晶状態と非結晶状態との間で可逆的な相変化を起こすこと
により情報を記録する相変化記録層を含む情報層を少なくとも２つ有してなり、更に必要
に応じてその他の層を有してなる。前記多層型光記録媒体は、レーザ光線が照射される側
から見て一番奥側の情報層以外の各情報層が、少なくとも上部保護層、相変化記録層、下
部保護層、反射層、及び熱拡散層を有する態様が好ましい。
　この場合、レーザ光線が照射される側から見て一番奥側の情報層以外の各情報層におけ
る光透過率は３０～７０％が好ましく、４０～７０％がより好ましい。前記光透過率が３
０％よりも低いと、奥側の第２情報層への記録や消去及び再生が困難となることがあり、
７０％よりも高いと、第１情報層への記録や消去及び再生が困難となることがある。
　ここで、前記光透過率は、例えば、ＳＴＥＡＧ社製のエタオプティクスにより測定する
ことができる。該光透過率の測定は、２層型光記録媒体の場合には、第１情報層が成膜さ
れている第１基板のみに光を照射して得られる透過光強度や反射光強度から、透過率、反
射率、及び吸収率を測定する。つまり、光透過率の測定は、第２基板と貼り合わせる前に
行われる。
【００６８】
　前記多層型光記録媒体としては、レーザ光線が照射される側から第１情報層と、第２情
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報層とを有する２層型の光記録媒体が特に好適に用いられる。
　ここで図１７は、本発明の一実施形態に係る２層型光記録媒体の概略断面図である。こ
の２層型光記録媒体は、第１基板３の上に、第１情報層１、中間層４、第２情報層２、及
び第２基板５をこの順に積層してなり、更に必要に応じてその他の層を有してなる。
　第１情報層１は、第１下部保護層１１、第１記録層１２、第１上部保護層１３、第１反
射層１４、及び熱拡散層１５を有している。
　第２情報層２は、第２下部保護層２１、第２記録層２２、第２上部保護層２３、及び第
２反射層２４を有している。
　なお、第１上部保護層１３と第１反射層１４との間、及び第２上部保護層２３と第２反
射層２４との間にバリア層を設けても構わない。
【００６９】
－第１基板－
　第１基板は記録再生のために照射する光を十分透過するものであることが必要であり、
当該技術分野において従来知られているものの中から適宜選択して用いることができる。
　第１基板の材料としては、通常、ガラス、セラミックス、樹脂等が用いられるが、成形
性、コストの点で樹脂が好適である。
　このような樹脂としては、例えば、ポリカーボネート樹脂、アクリル樹脂、エポキシ樹
脂、ポリスチレン樹脂、アクリロニトリル－スチレン共重合体、ポリエチレン樹脂、ポリ
プロピレン樹脂、シリコーン系樹脂、フッ素系樹脂、ＡＢＳ樹脂、ウレタン樹脂、などが
挙げられるが、これらの中でも、成形性、光学特性、コストの点で優れるポリカーボネー
ト樹脂やポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ）などのアクリル系樹脂が好ましい。
　第１基板３の情報層を形成する面には、必要に応じて、レーザ光のトラッキング用のス
パイラル状又は同心円状の溝などであって、通常グルーブ部及びランド部と称される凹凸
パターンが形成されていてもよく、これは通常射出成形法又はフォトポリマー法などによ
って成形される。
　第１基板の厚みは、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、１０～６
００μｍ程度が好ましい。
【００７０】
　第２基板５の材料としては、第１基板３と同様の材料を用いてもよいが、記録再生光に
対して不透明な材料を用いてもよく、第１基板とは、材質、溝形状が異なってもよい。
　第２基板５の厚みは、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、第１基
板５の厚みとの合計が１．２ｍｍになるように第２基板の厚みを選択することが好ましい
。
【００７１】
－相変化記録層（第１記録層及び第２記録層）－
　相変化記録層については、従来の記録層の材料開発の観点から見ると、大きく分けて二
通りの材料開発の流れがある。即ち、追記型の記録層材料であるＧｅＴｅ、及び可逆的に
相変化できるＳｂとＴｅとの合金であるＳｂ２Ｔｅ３、この２つの材料の固溶体又は共晶
組成からＧｅＳｂＴｅの３元合金からなる記録層材料が１つの流れである。もう１つの流
れは、同じくＳｂとＴｅとの合金であるが、ＳｂとＳｂ２Ｔｅ３との共晶組成であるＳｂ
含有量が７０％前後となるＳｂＴｅ系に、微量元素を添加した記録層材料が知られている
。
【００７２】
　２層記録層を有する光記録媒体では、第１情報層は、第２情報層の記録及び再生のこと
を考慮すると、透過率が高いことが要求される。そのため、反射層の吸収率を少なくする
取り組みと並行して、記録層を薄膜化することが試みられている。記録層を薄くしていく
と結晶化速度が低下するので、記録層材料自体を結晶化速度の速いものにすることが有利
である。そのため、この材料系列の流れの中では、後者のＳｂ含有量が７０％前後となる
ＳｂＴｅ共晶組成が好ましい。
　しかし、結晶化速度を速くするため、即ち、対応できる線速を速くするためにＳｂ量を
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増大させていくと、結晶化温度が低下してしまう。たとえ記録が行えたとしても、記録マ
ークの保存特性が悪化していくことが懸念される。そこで、ＧｅＳｂＴｅ系やＳｂＴｅ系
などと比べて、少ないＳｂ量で結晶化速度が速い、即ち、対応できる線速の速い材料系が
検討されている。ＩｎＳｂ系において少ないＳｂ量で線速を向上できることが分かった。
したがって、薄い記録層厚みが要求される第１情報層の記録層材料として、ＩｎＳｂ系を
用いるのが好適である。
　そして、図２８に示すように、アモルファスマークが再結晶化せず、保存状態を安定な
ものとすることができる。そこで、２層型光記録媒体に用いられる第１情報層に含まれる
記録層は、以上のような相変化材料を用いることが好ましい。
【００７３】
　第１記録層及び第２記録層は、各種気相成長法、例えば、真空蒸着法、スパッタリング
法、プラズマＣＶＤ法、光ＣＶＤ法、イオンプレーティング法、電子ビーム蒸着法などに
よって形成できるが、これらの中でも、スパッタリング法が、量産性、膜質等に優れてい
るので好ましく、特に、パルス波形を有する直流スパッタ法がターゲット組成と実際に形
成された記録層膜との組成ズレが少ない点、及び、アーキングや放電の開始の遅延などス
パッタリング成膜上の異常放電を軽減できる点で好適である。
　第１記録層の厚みは４～１５ｎｍが好ましく、６～１２ｎｍがより好ましい。前記厚み
が４ｎｍ未満であると、均一な膜にするのが困難となることがあり、１５ｎｍを超えると
、透過率が低下してしまうことがある。
　第２記録層の厚みは、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、３～２
５ｎｍが好ましい。前記厚みが３ｎｍ未満であると、均一な膜にするのが困難となること
があり、２５ｎｍを超えると、記録感度が低下してしまうことがある。
【００７４】
－反射層（第１反射層及び第２反射層）－
　図１７に示すように、記録層が２層含まれる光記録媒体では、第２情報層に記録再生用
のレーザ光をできるだけ透過させることが必要となる。したがって、第１反射層にはレー
ザ光が吸収されにくく、かつ透過し易い材料が好ましい。具体的にはＡｇ、Ｃｕが挙げら
れる。一方、第２反射層は、第１反射層のように半透明である必要はない。
　以上のような第１反射層及び第２反射層の成膜は、各種の気相成長法が挙げられ、例え
ば真空蒸着法、スパッタリング法、プラズマＣＶＤ法、光ＣＶＤ法、イオンプレーティン
グ法、電子ビーム蒸着法などによって形成できる。なかでも、スパッタリング法が量産性
、膜質等に優れている。
【００７５】
－保護層（上部保護層及び下部保護層）－
　単層型光記録媒体で上部保護層に用いられる材料は、透明で光をよく通し、かつ融点が
記録層よりも高い材料が好ましく、記録層の劣化変質を防ぎ、記録層との接着強度を高め
、かつ記録特性を高めるなどの作用を有するもので、金属酸化物、窒化物、硫化物、炭化
物などが主に用いられる。具体的には、ＳｉＯ、ＳｉＯ２、ＺｎＯ、ＳｎＯ２、Ａｌ２Ｏ

３、ＴｉＯ２、Ｉｎ２Ｏ３、ＭｇＯ、ＺｒＯ２、Ｔａ２Ｏ５等の金属酸化物；Ｓｉ３Ｎ４

、ＡｌＮ、ＴｉＮ、ＢＮ、ＺｒＮ等の窒化物；ＺｎＳ、Ｉｎ２Ｓ３、ＴａＳ４等の硫化物
；ＳｉＣ、ＴａＣ、Ｂ４Ｃ、ＷＣ、ＴｉＣ、ＺｒＣ等の炭化物；ダイヤモンド状カーボン
（ＤＬＣ）、又はこれらの混合物が挙げられる。これらの材料は、単体で保護膜とするこ
ともできるが、互いの混合物としてもよい。また、必要に応じて不純物を含んでもよい。
例えば、ＺｎＳとＳｉＯ２とを混合したＺｎＳ－ＳｉＯ２、Ｔａ２Ｏ５とＳｉＯ２とを混
合したＴａ２Ｏ５－ＳｉＯ２が挙げられる。これらの中でも、ＺｎＳ－ＳｉＯ２が特に好
ましい。この場合の混合モル比としては（ＺｎＳ）８０（ＳｉＯ２）２０が最も好ましい
。
【００７６】
　しかし、多層型光記録媒体の場合、第１記録層に情報の記録を行う際に、第１反射層の
みが薄いために放熱性が悪くなり記録しづらくなるという不具合が生じる。そのため、第
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１上部保護層はできるだけ熱伝導性のよい材料を用いた方がよい。したがって、ＺｎＳ－
ＳｉＯ２よりも放熱性が高い材料を用いた方がよい。例えばＳｎの酸化物を用いることが
好ましい。また、Ｓｎの酸化物に金属系酸化物（例えば、Ｉｎ酸化物、Ｚｎ酸化物、Ｔａ
酸化物、Ａｌ酸化物）が含まれていてもよい。Ｓｎの酸化物を用いることによって、比較
的第１反射層の厚みが薄くても第１記録層にアモルファスマークを形成させ易くなる。Ｓ
ｎ酸化物、Ｔａ酸化物、Ａｌ酸化物は、それぞれが反射層に対して劣化を促進しない材料
であり、それぞれの組成比率は生産工程及びコスト、生産許容時間などにより選択されて
いい。ただし、Ｓｎ酸化物が多い場合は記録に必要なパワーが大きくなる傾向にある。Ｔ
ａ酸化物が多い場合は成膜速度を低下させない材料ではあるが第１情報層において記録特
性が出にくくなる。Ａｌ酸化物が多い場合は成膜速度が低下する傾向にある。
【００７７】
　なお、第２上部保護層については、従来どおりＺｎＳ－ＳｉＯ２を用いてもよいし、Ｓ
ｎの酸化物を用いてもよい。その理由は、第２記録層に記録する場合は、第２反射層を充
分厚く成膜できるため充分な放熱性が得られるためである。第２上部保護層にＺｎＳ－Ｓ
ｉＯ２を用いて第２反射層にＡｇを用いる場合は、第２上部保護層と第２反射層の間にＴ
ｉＣ－ＴｉＯ２などの界面層を挟むとよい。これは、硫黄ＳとＡｇが反応することにより
光記録媒体に不具合が生じるのを防ぐためである。
【００７８】
　第１下部保護層及び第２下部保護層は、透明で光をよく通し、かつ融点が記録層よりも
高い材料が好ましく、記録層の劣化変質を防ぎ、記録層との接着強度を高め、かつ記録特
性を高めるなどの作用を有するもので、金属酸化物、窒化物、硫化物、炭化物などが主に
用いられる。具体的には、ＳｉＯ、ＳｉＯ２、ＺｎＯ、ＳｎＯ２、Ａｌ２Ｏ３、ＴｉＯ２

、Ｉｎ２Ｏ３、ＭｇＯ、ＺｒＯ２、Ｔａ２Ｏ５等の金属酸化物；Ｓｉ３Ｎ４、ＡｌＮ、Ｔ
ｉＮ、ＢＮ、ＺｒＮ等の窒化物；ＺｎＳ、Ｉｎ２Ｓ３、ＴａＳ４等の硫化物；ＳｉＣ、Ｔ
ａＣ、Ｂ４Ｃ、ＷＣ、ＴｉＣ、ＺｒＣ等の炭化物；ダイヤモンド状カーボン（ＤＬＣ）、
又はこれらの混合物、などが挙げられる。これらの材料は、単体で保護膜とすることもで
きるが、互いの混合物としてもよい。また、必要に応じて不純物を含んでもよい。例えば
、ＺｎＳとＳｉＯ２とを混合したＺｎＳ－ＳｉＯ２、Ｔａ２Ｏ５とＳｉＯ２とを混合した
Ｔａ２Ｏ５－ＳｉＯ２が挙げられる。これらの中でも、ＺｎＳ－ＳｉＯ２が特に好ましい
。その場合の混合モル比としては（ＺｎＳ）８０（ＳｉＯ２）２０が最も好ましい。Ｚｎ
Ｓ－ＳｉＯ２は屈折率ｎが高く、消衰係数ｋがほぼゼロであるために、記録層の光の吸収
効率を上げ、かつ、熱伝導率が小さく、光吸収により発生した熱の拡散を適度に抑えるこ
とができるため、記録層を溶融可能な温度まで昇温することができる。
【００７９】
　以上のような第１上部保護層、第２上部保護層、第１下部保護層及び第２下部保護層の
成膜は、各種の気相成長法が挙げられ、例えば真空蒸着法、スパッタリング法、プラズマ
ＣＶＤ法、光ＣＶＤ法、イオンプレーティング法、電子ビーム蒸着法などによって形成で
きる。これらの中でも、スパッタリング法が量産性、膜質等の点から優れている。
【００８０】
－熱拡散層－
　熱拡散層としては、レーザ照射された第１記録層を急冷させるために、熱伝導率が大き
いことが望まれる。また、奥側の第２情報層が記録再生できるよう、レーザ波長での吸収
率が小さいことも望まれる。以上のことから、窒化物、酸化物、硫化物、炭化物、弗化物
の少なくとも一種を含んでいることが好ましい。例えば、ＡｌＮ、Ａｌ２Ｏ３、ＳｉＣ、
ＳｉＮ、ＩＺＯ（酸化インジウム－酸化亜鉛）、ＩＴＯ（酸化インジウム－酸化スズ）、
ＤＬＣ（ダイヤモンドライクカーボン）、ＢＮなどが挙げられる。これらの中でも、ＩＺ
Ｏ、ＩＴＯが最も好ましいと考えている。まず、ＩＴＯ（酸化インジウム－酸化スズ）に
含まれている酸化スズは、１～１０質量％含まれていることが好ましい。これより少ない
、若しくは多いと、熱伝導率及び透過率が低下してしまう。また、保存安定性の向上など
を目的に他の元素を添加してもよい。これらの元素は、光学的性質に影響を与えない範囲
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で添加することができ、０．１～５質量％含まれていることが好ましい。これよりも少な
いと、効果が得られなくなる。多いと、光吸収が大きくなり、透過率が減少してしまう。
また、情報の記録再生に用いるレーザ光の波長において、吸収係数が１．０以下であるこ
とが好ましい。更には、０．５以下であることが好ましい。１．０よりも大きいと第一情
報層での吸収率が増大し、第２情報層の記録再生が困難になる。
　また、ＩＴＯ（酸化インジウム－酸化スズ）の代わりに、ＩＺＯ（酸化インジウム－酸
化亜鉛）を用いることで、光記録媒体中での内部応力が小さくなるため、極微少な厚みの
変化などが起こりにくくなり好ましい。
【００８１】
　以上のような熱拡散層は、各種の気相成長法が挙げられ、例えば真空蒸着法、スパッタ
リング法、プラズマＣＶＤ法、光ＣＶＤ法、イオンプレーティング法、電子ビーム蒸着法
などによって形成できる。これらの中でも、スパッタリング法が量産性、膜質等の点から
優れている。
【００８２】
－中間層－
　中間層は、記録再生を行うために照射する光の波長における光吸収が小さいことが好ま
しく、材料としては成形性やコストの点で樹脂が好適であり、紫外線硬化性樹脂、遅効性
樹脂、熱可塑性樹脂などを用いることができる。第２基板、中間層には、第１基板と同様
な、射出成形法又はフォトポリマー法などによって成形されるグルーブ、案内溝などの凹
凸パターンが形成されていてもよい。中間層は、記録再生を行う際に、ピックアップが第
１情報層と第２情報層とを識別して光学的に分離可能とするものである。
　前記中間層の厚みは、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、１０～
７０μｍが好ましい。前記厚みが１０μｍ未満であると、情報層間クロストークが生じる
ことがあり、７０μｍより厚いと、第２記録層を記録再生するときに球面収差が発生し、
記録再生が困難になることがある。
【００８３】
－バリア層－
　本発明の多層型光記録媒体は、上部保護層と反射層との間にバリア層を設けていても構
わない。反射層としてはＡｇ合金、上部保護層としては、ＺｎＳとＳｉＯ２との混合物が
最も好ましいが、この２層が隣接した場合、保護層中の硫黄が反射層のＡｇを腐食させる
可能性があり、保存信頼性が低下するおそれがある。この不具合をなくすために、反射層
にＡｇ系を用いた場合には、バリア層を設けるのが好ましい。バリア層は、硫黄を含まず
、かつ融点は記録層よりも高い必要があり、具体的には、ＳｉＯ、ＺｎＯ、ＳｎＯ２、Ａ
ｌ２Ｏ３、ＴｉＯ２、Ｉｎ２Ｏ３、ＭｇＯ、ＺｒＯ２等の金属酸化物；Ｓｉ３Ｎ４、Ａｌ
Ｎ、ＴｉＮ、ＺｒＮ等の窒化物；ＺｎＳ、Ｉｎ２Ｓ３、ＴａＳ４等の硫化物；ＳｉＣ、Ｔ
ａＣ、Ｂ４Ｃ、ＷＣ、ＴｉＣ、ＺｒＣ等の炭化物；あるいは、それらの混合物が挙げられ
る。これらのバリア層は、レーザ波長での吸収率が小さいことが望まれる。
【００８４】
　バリア層は、各種気相成長法、例えば、真空蒸着法、スパッタリング法、プラズマＣＶ
Ｄ法、光ＣＶＤ法、イオンプレーティング法、電子ビーム蒸着法などによって形成できる
。これらの中でも、スパッタリング法が、量産性、膜質等の点から優れている。
　バリア層の厚みは２～１０ｎｍが好ましい。前記厚みが２ｎｍ未満であると、Ａｇの腐
食を防止する効果が得られなくなることがあり、保存信頼性が低下する。一方、１０ｎｍ
より厚くなると、放熱効果が得られなくなったり、透過率が低下する傾向がある。
【００８５】
　次に、本発明の２層型光記録媒体は特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することが
できるが、以下のようにして製造されるのが好ましい。製造方法としては、成膜工程、初
期化工程、密着工程からなり、基本的にはこの順に各工程を行う。
　成膜工程としては、図１７において、第１基板のグルーブが設けられた面に第１情報層
を、第２基板のグルーブが設けられた面に第２情報層をそれぞれ成膜する。第１情報層、
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第２情報層は、各種気相成長法、例えば真空蒸着法、スパッタリング法、プラズマＣＶＤ
法、光ＣＶＤ法、イオンプレーティング法、電子ビーム蒸着法などによって形成できる。
中でもスパッタリング方が、量産性、膜質等に優れている。スパッタリング法は、一般に
アルゴンなどの不活性ガスを流しながら成膜を行うが、その際、酸素、窒素などを混入さ
せながら反応スパッタリングさせてもよい。
【００８６】
　初期化工程として、第１情報層、第２情報層に対して、レーザ光などのエネルギー光を
照射することにより全面を初期化、即ち記録層を結晶化させる。初期化工程の際にレーザ
光エネルギーにより膜が浮いてきてしまう恐れのある場合には、初期化工程の前に、第１
情報層、第２情報層の上にＵＶ樹脂などをスピンコートし、紫外線を照射して硬化させ、
オーバーコートを施してもよい。また、次の密着工程を先に行った後に、第１基板側から
第１情報層、第２情報層を初期化させてもかまわない。
　密着工程として、第１情報層と第２情報層とを向かい合わせながら、第１基板と第２基
板とを中間層を介して貼り合わせる。例えば、いずれか一方の膜面にＵＶ樹脂を塗布し、
膜面同士を向かい合わせて両基板を加圧、密着させ、紫外線を照射して樹脂を硬化させる
ことができる。
【００８７】
　本発明によると、従来における問題を解決することができ、相変化記録層を含む情報層
を２層以上有する多層型光記録媒体のレーザ光束が照射される側から見て一番手前の第１
情報層にある第１記録層に記録する場合に、該記録層が受ける熱的なダメージを抑制し、
記録や消去を的確に行うことができ、記録特性の良好な多層型光記録媒体及び該多層型光
記録媒体の記録方法、並びに該多層型光記録媒体の記録装置を提供できる。また、２層目
以上の記録層の記録感度を良好なものとすることも可能となる。
【実施例】
【００８８】
　以下、実施例及び比較例を挙げて本発明を更に具体的に説明するが、本発明はこれらの
実施例により何ら限定されるものではない。
【００８９】
（実施例Ａ－１）
　直径１２ｃｍ、厚み０．６ｍｍ、トラックピッチ０．７４μｍの案内溝付きポリカーボ
ネートディスク基板上に、第１保護層としてＺｎＳ－ＳｉＯ２を厚み６０ｎｍ、記録層と
してＩｎ３Ｓｂ１７Ｔｅ８０を厚み１５ｎｍ、第２保護層としてＺｎＳ－ＳｉＯ２を厚み
１２ｎｍ、硫化防止層としてＳｉＣを厚み４ｎｍ、反射層としてＡｇを厚み１４０ｎｍに
順次スパッタ法により形成した。得られた反射層上を有機保護膜でオーバーコートし、更
にその上に厚み０．６ｍｍのポリカーボネートディスクを貼り合わせて相変化型光記録媒
体を作製した。次いで、大口径ＬＤにより初期結晶化した。
　得られた光記録媒体に対し、以下に示すような条件で記録を行い、繰り返し記録のジッ
タを調べた。
　記録には、波長６６０ｎｍ、開口数ＮＡ０．６５の光ヘッドを用い、ＥＦＭ＋変調方式
で、線密度０．２６７μｍ／ｂｉｔのランダムパターンをＤＶＤ１２倍速に相当する４２
ｍ／ｓで記録した。図８に本実施例の各マーク長毎の波形発光パターン（記録ストラテジ
）を示した。表２には、マークの開始位置を起点として各パワーに保持する時間を基準ク
ロックＴで規格化した値で示した。本実施例では、先頭の冷却パルスを全て０．２Ｔに設
定した。２番目の冷却パルスはマーク長によっても異なるが、１．０Ｔ～１．８Ｔの間に
設定した。
　各パワーの設定値を、Ｐｐ＝３８ｍＷ、Ｐｂ＝０．１ｍＷ、Ｐｅ＝６．５ｍＷとしたと
きのジッタを図６に示す。この図６の結果から分るように、１回目の繰り返し記録でも急
激なジッタ上昇はなく、良好な繰り返し記録特性を示している。
　図９に、６Ｔ以上のマークの２番目の冷却パルスの長さを変えてランダムパターンを記
録した場合の初回記録と繰り返し記録１０回のマーク先頭のジッタを調べた結果を示す。
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６Ｔ以上のマークの２番目の冷却パルスの長さが１．０Ｔより小さくなると、マーク先頭
部のジッタは急激に上昇してしまった。また、２．５Ｔより長くなると初回記録のジッタ
は小さいが、繰り返し記録１０回のジッタは急激に上昇してしまった。
　図１０に、Ｐｐ＝３８ｍＷに固定し、Ｐｅの値を変えてＰｅ／Ｐｐの値を変化させ、ラ
ンダムパターンを記録した場合の初回記録と繰り返し記録１０回のジッタの値を示した。
Ｐｅ／Ｐｐ＜０．１の場合、初回記録のジッタは小さいが、繰り返し記録によりジッタ上
昇が大きかった。Ｐｅ／Ｐｐ＞０．４の場合、初回記録、繰り返し記録ともにジッタが大
きくなってしまった。
【００９０】
【表２】

【００９１】
（実施例Ａ－２）
　実施例Ａ－１と同じ光記録媒体に対し、表３の条件で記録ストラテジを設定した以外は
、実施例Ａ－１と同様にして、記録特性を調べた。マーク長が６Ｔ以上の場合に、先頭の
冷却パルスの照射時間を０．４Ｔとし、２番目の冷却パルスの照射時間を１．３Ｔとした
ものである。
　各パワーの設定値を、Ｐｐ＝３８ｍＷ、Ｐｂ＝０．１ｍＷ、Ｐｅ＝６．５ｍＷとしたと
きのジッタを図６に示す。この図６の結果から分るように、１回目の繰り返し記録でも急
激なジッタ上昇はなく、良好な繰り返し記録特性を示している。
【００９２】
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【表３】

【００９３】
（実施例Ａ－３）
　実施例Ａ－１と同じ光記録媒体に対し、表４の条件で記録ストラテジを設定した以外は
、実施例Ａ－１と同様にして、記録特性を調べた。マーク長が６Ｔ以上の場合に、２番目
の冷却パルスの照射時間を２．５Ｔとし、マーク長がＴの偶数倍のときのパルスを実施例
Ａ－１の場合より１つ少なくした。
　各パワーの設定値を、Ｐｐ＝３８ｍＷ、Ｐｂ＝０．１ｍＷ、Ｐｅ＝６．５ｍＷとしたと
きのジッタを図６に示す。この図６の結果から分るように、１回目の繰り返し記録でも急
激なジッタ上昇はなく、良好な繰り返し記録特性を示している。
【００９４】
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【表４】

【００９５】
（実施例Ａ－４）
　実施例Ａ－１において、記録層材料を結晶化速度が少し遅いＩｎ５Ｓｂ１７Ｔｅ７８に
変えた以外は、実施例Ａ－１と同様にして、光記録媒体を作製した。
この光記録媒体に対し、記録速度をＤＶＤ８倍速（約２７．９ｍ／ｓ）に変えた以外は、
実施例Ａ－１と同様にして（即ち、記録ストラテジの設定は表２と同じ）記録特性を調べ
た。
　各パワーの設定値を、Ｐｐ＝３０ｍＷ、Ｐｂ＝０．１ｍＷ、Ｐｅ＝６ｍＷとしたときの
ジッタを図６に示す。この図６の結果から分るように、１回目の繰り返し記録でも急激な
ジッタ上昇はなく、良好な繰り返し記録特性を示している。
【００９６】
（比較例Ａ－１）
　実施例Ａ－１と同じ光記録媒体に対し、表５の条件で記録ストラテジを設定した以外は
、実施例Ａ－１と同様にして、記録特性を調べた。先頭の冷却パルスを全て０．１Ｔとし
、２番目の冷却パルスはマーク長によっても異なるが、１．０Ｔ～１．８Ｔの間に設定し
た。
　各パワーの設定値を、Ｐｐ＝３８ｍＷ、Ｐｂ＝０．１ｍＷ、Ｐｅ＝６ｍＷとしたときの
ジッタを図６に示す。この図６の結果から分るように、繰り返し記録初期のジッタ上昇は
比較的少なく良好であったが、繰り返し記録耐久性が悪く、１０００回目の記録では、ジ
ッタは大きく上昇してしまっている。また、クロスイレースの影響を調べたところ、１ト
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ったトラックのジッタは約１％上昇し、クロスイレースが大きいことも分った。０．１Ｔ
以下の設定では高速記録の場合、冷却効果が得られていないことが分かる。
【００９７】

【表５】

【００９８】
（比較例Ａ－２）
　実施例Ａ－１と同じ光記録媒体に対し、表６の条件で記録ストラテジを設定した以外は
、実施例Ａ－１と同様にして、記録特性を調べた。マーク長が６Ｔ以上の場合、先頭の冷
却パルスを０．５Ｔとし、２番目の冷却パルスを１．２Ｔとしたものである。
　各パワーの設定値を、Ｐｐ＝３８ｍＷ、Ｐｂ＝０．１ｍＷ、Ｐｅ＝６ｍＷとしたときの
ジッタを図６に示す。この図６の結果から分るように、１回目の繰り返し記録のジッタ上
昇が大きくなってしまっている。これは、先頭の冷却パルスが長すぎたために、マーク先
端形状が細くなってしまい、マーク前端部のジッタが結晶状態の差に敏感になってしまっ
たためと推定される。
【００９９】
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【表６】

【０１００】
　以下の実施例Ｂ－１からＢ－４７及び比較例Ｂ－１～Ｂ－３２の光記録媒体の評価装置
としてパルステック社製ＯＤＵ－１０００を用い、記録時に照射するレーザ波長は６６０
ｎｍ、対物レンズの開口数（ＮＡ）は０．６５とした。また再生光パワーは１．４ｍＷと
した。
　第１記録層の隣接した３トラックに記録を行い、そのうちの真ん中トラックを再生する
ことにより評価した。記録方法は１Ｔ周期記録ストラテジを用い、特性評価の判断基準は
、３Ｔ～１１Ｔ及び１４Ｔのマークとスペースをランダムに記録したときのデータ　トゥ
　クロック　ジッタ（ＤＣジッタ）が１１％以下の場合を合格とした。ＤＣジッタとは、
マークとスペースの反射率レベルをスライスレベルで２値化したとき、その境界とクロッ
クとの時間的なずれを表したものである。この値が低いほど記録特性は良好である。
【０１０１】
（実施例Ｂ－１～Ｂ－４及び比較例Ｂ－１～Ｂ－３）
　直径１２ｃｍ、厚み０．６ｍｍで、片面にトラックピッチ０．７４μｍの蛇行した連続
蛇行溝によるトラッキングガイドの凹凸を持つポリカーボネート樹脂からなる第１基板上
に、ＺｎＳ（８０モル％）－ＳｉＯ２（２０モル％）からなる厚み７０ｎｍの第１下部保
護層、Ａｇ０．２Ｉｎ３．５Ｓｂ６９．８Ｔｅ２２Ｇｅ４．５からなる厚み７．５ｎｍ第
１記録層、Ｉｎ２Ｏ３（７．５モル％）－ＺｎＯ（２２．５モル％）－ＳｎＯ２（６０モ
ル％）－Ｔａ２Ｏ５（１０モル％）からなる厚み５ｎｍの第１上部保護層、Ｍｏを１．１
質量％含有させたＣｕからなる厚み７．５ｎｍの第１反射層、Ｉｎ２Ｏ３（９０モル％）
－ＺｎＯ（１０モル％）からなる厚み６５ｎｍの熱拡散層を順にＡｒガス雰囲気中のスパ
ッタリング法で成膜し、第１情報層を形成した。スパッタリングはバルザース社製の８チ
ャンバー枚葉スパッタ装置を用いて行った。
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　また、第１基板と同様の基板を第２基板として、第２基板上にＡｇからなる厚み１４０
ｎｍの第２反射層、ＴｉＣ（７０モル％）－ＴｉＯ２（３０モル％）からなる厚み４ｎｍ
の界面層、ＺｎＳ（８０モル％）－ＳｉＯ２（２０モル％）からなる厚み２０ｎｍの第２
上部保護層、Ａｇ０．２Ｉｎ３．５Ｓｂ７０．２Ｔｅ２２．６Ｇｅ３．５からなる厚み１
５ｎｍの第２記録層、ＺｎＳ（８０モル％）－ＳｉＯ２（２０モル％）からなる厚み１４
０ｎｍの第２下部保護層を順に、第１情報層の場合と同様にして成膜し、第２情報層を形
成した。
　次に、第１情報層の膜面側上に紫外線硬化樹脂（日本化薬社製、カヤラッドＤＶＤ００
３Ｍ）を塗布し、第２情報層の膜面側を貼り合わせてスピンコートし、第１基板側から紫
外線光を照射して紫外線光硬化樹脂を硬化させて、厚み５５μｍの中間層を形成し、２つ
の情報層を有する２層相変化型光記録媒体を作製した。
【０１０２】
　次に、第１情報層、及び第２情報層に対して、第１基板側からレーザ光を照射し、初期
化処理を行った。初期化は、半導体レーザ（発光波長８１０±１０ｎｍ）から出射される
レーザ光を、光ピックアップ（開口数ＮＡ＝０．５５）により集光することにより行った
。第１記録層の初期化条件は、ＣＬＶ（線速度一定）モードにより光記録媒体を回転させ
、線速５ｍ／ｓ、送り量５０μｍ／回転、初期化パワー９００ｍＷ、半径位置２３ｍｍ～
５９ｍｍとした。第２記録層の初期化条件は、ＣＬＶ（線速度一定）モードにより光記録
媒体を回転させ、線速５ｍ／ｓ、送り量４０μｍ／回転、初期化パワー１２５０ｍＷ、半
径位置２３ｍｍ～５９ｍｍとした。初期化の順番は、第２情報層を初期化してから第１情
報層を初期化した。なお、初期化後の第１情報層の光透過率は４２．５％となり、充分な
光透過率が得られたことを確認した。光透過率の測定は、ＳＴＥＡＧ社製のエタオプティ
クスで行った。
　上記光記録媒体に対して、記録線速９．２ｍ／ｓで記録を行った。記録ストラテジは１
Ｔ周期ストラテジを用い、そのパルス幅は０．１８８Ｔとした。
　実験結果は表７のようになった。例えば、ＤＯＷ１０は繰り返し記録１０回を意味する
。表７には、記録パワーを３４ｍＷから４０ｍＷまで振って（変化させて）記録を行った
うちの最適なジッタ値を示した。
　また、第２情報層への記録を１Ｔ周期ストラテジ及び２Ｔ周期ストラテジで行った。そ
の結果、６０％の変調度が得られる記録パワーは、それぞれ約４７ｍＷ、約４０ｍＷとな
り、２Ｔ周期で記録した方が記録感度が良好であった。なお、実施例Ａ－１～４のＴｒの
相違による記録パワーの差異は殆どなかった。
【０１０３】
【表７】

【０１０４】
（実施例Ｂ－５～Ｂ－８及び比較例Ｂ－４～Ｂ－６）
　実施例Ｂ－１において、第１上部保護層をＩｎ２Ｏ３（９．２モル％）－ＺｎＯ（２７
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、実施例Ｂ－１と同様にして、２層型光記録媒体を作製し、実施例Ｂ－１と同様に記録実
験を行った。なお、初期化後の第１情報層の光透過率は４２．８％となり、充分な光透過
率が得られたことを確認した。光透過率の測定は、ＳＴＥＡＧ社製のエタオプティクスで
行った。
　実験結果は表８のようになった。表８には、記録パワーを３４ｍＷから４０ｍＷまで振
って記録を行ったうちの最適なジッタ値を示した。
　また、第２情報層への記録を１Ｔ周期ストラテジ及び２Ｔ周期ストラテジで行った。そ
の結果、６０％の変調度が得られる記録パワーは、それぞれ約４６ｍＷ、約３９．５ｍＷ
となり、２Ｔ周期で記録した方が記録感度が良好であった。なお、実施例Ｂ－５～Ｂ－８
のＴｒの相違による記録パワーの差異は殆どなかった。
【０１０５】
【表８】

【０１０６】
（実施例Ｂ－９～Ｂ－１２及び比較例Ｂ－７～Ｂ－９）
　実施例Ｂ－１において、第１記録層の厚みを８ｎｍに変えた以外は、実施例Ｂ－１と同
様にして、２層型光記録媒体を作製し、実施例Ｂ－１と同様に記録実験を行った。なお、
初期化後の第１情報層の光透過率は３８．５％となり、充分な光透過率が得られたことを
確認した。光透過率の測定は、ＳＴＥＡＧ社製のエタオプティクスで行った。
　実験結果は表９のようになった。表９には、記録パワーを３４ｍＷから４０ｍＷまで振
って記録を行ったうちの最適なジッタ値を示した。
　また、第２情報層への記録を１Ｔ周期ストラテジ及び２Ｔ周期ストラテジで行った。そ
の結果、６０％の変調度が得られる記録パワーは、それぞれ約５４ｍＷ、約４６ｍＷとな
り、２Ｔ周期で記録した方が記録感度が良好であった。なお、実施例Ｂ－９～Ｂ－１２の
Ｔｒの相違による記録パワーの差異は殆どなかった。
【０１０７】
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【表９】

【０１０８】
（実施例Ｂ－１３～Ｂ－１６及び比較例Ｂ－１０～Ｂ－１２）
　実施例Ｂ－１と同じ２層型光記録媒体を用いて記録実験を行った。
　記録線速は４．６ｍ／ｓとし、記録ストラテジは１Ｔ周期ストラテジを用い、そのパル
ス幅は０．１２５Ｔとした。
　実験結果は表１０のようになった。表１０には、記録パワーを２８ｍＷから３４ｍＷま
で振って記録を行ったうちの最適なジッタの値を示した。
　また、第２情報層への記録を１Ｔ周期ストラテジ及び２Ｔ周期ストラテジで行った。そ
の結果、６０％の変調度が得られる記録パワーは、それぞれ約４２ｍＷ、約３５ｍＷとな
り、２Ｔ周期で記録した方が記録感度が良好であった。なお、実施例Ｂ－１３～Ｂ－１６
のＴｒの相違による記録パワーの差異は殆どなかった。
【０１０９】

【表１０】

【０１１０】
（実施例Ｂ－１７及び比較例Ｂ－１３）
　実施例Ｂ－１と同じ２層型光記録媒体を用いて記録実験を行った。
　その結果、図２５に示すように、第１記録層に１Ｔ周期ストラテジで記録した方が繰り
返し記録特性が向上した。なお、記録パワーは３７ｍＷ（１Ｔ周期ストラテジ）、３１ｍ
Ｗ（２Ｔ周期ストラテジ）とした。
【０１１１】
（実施例Ｂ－１８及び比較例Ｂ－１４）
　実施例Ｂ－１と同じ２層型光記録媒体を用いて記録実験を行った。
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　その結果、図２６及び図２７に示すように、第２記録層に２Ｔ周期ストラテジで記録し
た方が記録感度が良好となった。
【０１１２】
　次に、以下の実施例Ｂ－１９～Ｂ－３５及び比較例Ｂ－１５～Ｂ－２８のようにして、
図１７に示すような構成の２層型光記録媒体を作製し、評価を行った。
　直径１２ｃｍ、厚み０．６ｍｍで、片面にトラックピッチ０．７４μｍの連続蛇行溝に
よるトラッキングガイドの凹凸を持つポリカーボネート樹脂からなる第１基板を用意し、
その上に、バルザース社製の８チャンバー枚葉スパッタ装置を用いて、Ａｒガス雰囲気中
のスパッタリング法により、各層を成膜した。
　まず、第１基板上に、ＺｎＳ（８０モル％）－ＳｉＯ２（２０モル％）からなる厚み６
０ｎｍの第１下部保護層を成膜した。
　次に、第１下部保護層上に、Ａｇ０．２Ｉｎ５Ｓｂ６９．８Ｇｅ５Ｔｅ２０からなる厚
み８ｎｍの第１記録層を成膜した。
　次に、第１記録層上に、Ｉｎ２Ｏ３（７．５モル％）－ＺｎＯ（２２．５モル％）－Ｓ
ｎＯ２（６０モル％）－Ｔａ２Ｏ５（１０モル％）からなる厚み５ｎｍの第１上部保護層
を成膜した。
　次に、第１上部保護層上に、Ｃｕからなる厚み８ｎｍの第１反射層を成膜した。
　次に、第１反射層上に、Ｉｎ２Ｏ３（９０モル％）－ＺｎＯ（１０モル％）からなる厚
み１４０ｎｍの熱拡散層を成膜した。
　以上により、第１基板上に第１情報層を形成した。
　ここで、第１情報層における光透過率をＳＴＥＡＧ社製のエタオプティクスにより測定
したところ、４１％であった。
【０１１３】
　次に、第１基板と同様の基板を第２基板として用意し、その上に、第１基板の場合と同
様にして、スパッタリング法により、各層を成膜した。
　まず、第２基板上に、Ａｇからなる厚み１４０ｎｍの第２反射層を成膜した。
　次に、第２反射層上に、ＳｎＯ２（８０モル％）－Ｔａ２Ｏ５（４モル％）－Ａｌ２Ｏ

３（１６モル％）からなる厚み１１ｎｍの第２上部保護層を成膜した。
　次に、第２上部保護層上に、Ａｇ０．２Ｉｎ３．５Ｓｂ７１．４Ｔｅ２１．４Ｇｅ３．

５からなる厚み１４ｎｍの第２記録層を成膜した。
　次に、第２記録層上に、ＺｎＳ（８０モル％）－ＳｉＯ２（２０モル％）からなる厚み
１２０ｎｍの第２下部保護層を成膜した。
　以上により、第１基板上に第２情報層を形成した。
【０１１４】
　次に、第１情報層、第２情報層に対して、それぞれ第１基板側、第２情報層の膜面側か
らレーザ光を照射させ、初期化処理を行った。初期化は、半導体レーザ（発光波長８１０
±１０ｎｍ）から出射されるレーザ光を、光ピックアップ（ＮＡ＝０．５５）により集光
することにより行った。初期化条件は、ＣＬＶ（線速度一定）モードにより光記録媒体を
回転させ、線速３ｍ／ｓ、送り量３６μｍ／回転、半径位置２３ｍｍ～５８ｍｍ、初期化
パワー７００ｍＷとした。
　次に、第１情報層の膜面側上に紫外線硬化樹脂（日本化薬社製、カヤラッドＤＶＤ００
３Ｍ）を塗布し、第２情報層の膜面側と貼り合わせてスピンコートし、第１基板側から紫
外線光を照射して紫外線光硬化樹脂を硬化させて、厚み５５μｍの中間層を形成し、２つ
の情報層を有する２層型光記録媒体を作製した。
【０１１５】
　作製した２層型光記録媒体で基板に設けられた連続蛇行溝のプッシュプル信号（ＰＰ）
評価を行ったところ、第１情報層のプッシュプル信号（以下、ＰＰ１）＝０．４５、第２
情報層のプッシュプル信号（以下、ＰＰ２）＝０．４３であった。ＰＰは、連続蛇行溝に
トラッキングを行い易くするために必要な物理量である。小さ過ぎたり大き過ぎたりする
と、信号を再生する装置側でトラッキングを行い難くなるなどの不具合が生じる。ここで
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得られたＰＰ１及びＰＰ２の値は良好な値である。また、蛇行している溝（ウォブル：Ｗ
ｏｂｂｌｅ）のキャリア・トゥ・ノイズ（ＷＣＮ）を測定したところ、第１情報層の信号
（以下、ＷＣＮ１）＝５０ｄＢ、第２情報層の信号（以下、ＷＣＮ２）＝４６ｄＢが得ら
れた。ここで、ＷＣＮがある値よりも小さいと、ウォブルの周期性が低く均一性のよくな
い基板が作製されていることとなり好ましくない。しかし、ここで得られたＷＣＮ１及び
ＷＣＮ２の値は、良好な値である。
　得られた２層型光記録媒体を用い、以下のように記録条件を変えて記録を行った。
【０１１６】
（実施例Ｂ－１９）
　図１１に示すパルス波形を用いて、記録線速度１４ｍ／ｓ、記録パワーＰｐ＝４６ｍＷ
、消去パワーＰｅ＝７ｍＷ、冷却パワーＰｃ１＝４ｍＷ、バイアスパワーＰｂ＝０．１ｍ
Ｗに設定して記録を行った。マルチパルスの幅は０．３Ｔとした。
　その結果、ＤＣジッタは１０．７％となり良好であった。
【０１１７】
（比較例Ｂ－１５）
　図１６に示すパルス波形を用いて、記録線速度１４ｍ／ｓ、記録パワーＰｐ＝４６ｍＷ
、消去パワーＰｅ＝７ｍＷ、バイアスパワーＰｂ＝０．１ｍＷに設定して記録を行った。
マルチパルスの幅は０．３Ｔとした。
　その結果、ＤＣジッタは１３．７％となり、実施例Ｂ－１９よりも特性が悪化した。
【０１１８】
（実施例Ｂ－２０）
　図１１に示すパルス波形を用いて、記録線速度８．４１ｍ／ｓ、記録パワーＰｐ＝３８
ｍＷ、消去パワーＰｅ＝６．８ｍＷ、冷却パワーＰｃ１＝３．９ｍＷ、バイアスパワーＰ
ｂ＝０．１ｍＷに設定して記録を行った。マルチパルスの幅は０．２Ｔとした。
　その結果、ＤＣジッタは１０．３％となり良好であった。
【０１１９】
（比較例Ｂ－１６）
　図１６に示すパルス波形を用いて、記録線速度８．４１ｍ／ｓ、記録パワーＰｐ＝３８
ｍＷ、消去パワーＰｅ＝６．８ｍＷ、バイアスパワーＰｂ＝０．１ｍＷに設定して記録を
行った。マルチパルスの幅は０．２Ｔとした。
　その結果、ＤＣジッタは１２．５％となり、実施例Ｂ－２０よりも特性が悪化した。
【０１２０】
（実施例Ｂ－２１）
　図１１に示すパルス波形を用いて、記録線速度７ｍ／ｓ、記録パワーＰｐ＝３６ｍＷ、
消去パワーＰｅ＝６．６ｍＷ、冷却パワーＰｃ１＝３．５ｍＷ、バイアスパワーＰｂ＝０
．１ｍＷに設定して記録を行った。マルチパルスの幅は０．１８Ｔとした。
　その結果、ＤＣジッタは１０．４％となり良好であった。
【０１２１】
（比較例Ｂ－１７）
　図１６に示すパルス波形を用いて、記録線速度７ｍ／ｓ、記録パワーＰｐ＝３６ｍＷ、
消去パワーＰｅ＝６．６ｍＷ、バイアスパワーＰｂ＝０．１ｍＷに設定して記録を行った
。マルチパルスの幅は０．１８Ｔとした。
　その結果、ＤＣジッタは１２．９％となり、実施例Ｂ－２１よりも特性が悪化した。
【０１２２】
（実施例Ｂ－２２）
　図１１に示すパルス波形を用いて、記録線速度３．５ｍ／ｓ、記録パワーＰｐ＝３３ｍ
Ｗ、消去パワーＰｅ＝６．３ｍＷ、冷却パワーＰｃ１＝３．４ｍＷ、バイアスパワーＰｂ
＝０．１ｍＷに設定して記録を行った。マルチパルスの幅は０．１３Ｔとした。
　その結果、ＤＣジッタは９．８％となり良好であった。
【０１２３】
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（比較例Ｂ－１８）
　図１６に示すパルス波形を用いて、記録線速度３．５ｍ／ｓ、記録パワーＰｐ＝３３ｍ
Ｗ、消去パワーＰｅ＝６．３ｍＷ、バイアスパワーＰｂ＝０．１ｍＷに設定して記録を行
った。マルチパルスの幅は０．１３Ｔとした。
　その結果、ＤＣジッタは１１．５％となり、実施例Ｂ－２２よりも特性が悪化した。
【０１２４】
（実施例Ｂ－２３）
　図１３に示すパルス波形を用いて、記録線速度１４ｍ／ｓ、記録パワーＰｐ＝４６ｍＷ
、消去パワーＰｅ＝７．２ｍＷ、冷却パワーＰｃ１＝４．２ｍＷ、バイアスパワーＰｂ＝
０．１ｍＷに設定して記録を行った。マルチパルスの幅は０．３Ｔとした。
　その結果、ＤＣジッタは１０．８％となり良好であった。
【０１２５】
（比較例Ｂ－１９）
　図１６に示すパルス波形を用いて、記録線速度１４ｍ／ｓ、記録パワーＰｐ＝４６ｍＷ
、消去パワーＰｅ＝７．２ｍＷ、バイアスパワーＰｂ＝０．１ｍＷに設定して記録を行っ
た。マルチパルスの幅は０．３Ｔとした。
　その結果、ＤＣジッタは１３．９％となり、実施例Ｂ－２３よりも特性が悪化した。
【０１２６】
（実施例Ｂ－２４）
　図１３に示すパルス波形を用いて、記録線速度８．４１ｍ／ｓ、記録パワーＰｐ＝４０
ｍＷ、消去パワーＰｅ＝７ｍＷ、冷却パワーＰｃ１＝４ｍＷ、バイアスパワーＰｂ＝０．
１ｍＷに設定して記録を行った。マルチパルスの幅は０．４Ｔとした。
　その結果、ＤＣジッタは１０．１％となり良好であった。
【０１２７】
（比較例Ｂ－２０）
　図１６に示すパルス波形を用いて、記録線速度８．４１ｍ／ｓ、記録パワーＰｐ＝４０
ｍＷ、消去パワーＰｅ＝７ｍＷ、バイアスパワーＰｂ＝０．１ｍＷに設定して記録を行っ
た。マルチパルスの幅は０．４Ｔとした。
　その結果、ＤＣジッタは１２．９％となり、実施例Ｂ－２４よりも特性が悪化した。
【０１２８】
（実施例Ｂ－２５）
　図１４に示すパルス波形を用いて、記録線速度８．４１ｍ／ｓ、記録パワーＰｐ＝４０
ｍＷ、消去パワーＰｅ＝７．３ｍＷ、冷却パワーＰｃ１＝４．３ｍＷ、バイアスパワーＰ
ｂ＝０．１ｍＷに設定して記録を行った。マルチパルスの幅は０．２Ｔとした。
　その結果、ＤＣジッタは１０．１％となり良好であった。
【０１２９】
（比較例Ｂ－２１）
　図１６に示すパルス波形を用いて、記録線速度８．４１ｍ／ｓ、記録パワーＰｐ＝４０
ｍＷ、消去パワーＰｅ＝７．３ｍＷ、バイアスパワーＰｂ＝０．１ｍＷに設定して記録を
行った。マルチパルスの幅は０．２Ｔとした。
　その結果、ＤＣジッタは１２．１％となり、実施例Ｂ－２５よりも特性が悪化した。
【０１３０】
（実施例Ｂ－２６）
　図１４に示すパルス波形を用いて、記録線速度７ｍ／ｓ、記録パワーＰｐ＝３６ｍＷ、
消去パワーＰｅ＝７．１ｍＷ、冷却パワーＰｃ１＝４．１ｍＷ、バイアスパワーＰｂ＝０
．１ｍＷに設定して記録を行った。マルチパルスの幅は０．１８Ｔとした。
　その結果、ＤＣジッタは１０．６％となり良好であった。
【０１３１】
（比較例Ｂ－２２）
　図１６に示すパルス波形を用いて、記録線速度７ｍ／ｓ、記録パワーＰｐ＝３６ｍＷ、
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消去パワーＰｅ＝７．１ｍＷ、バイアスパワーＰｂ＝０．１ｍＷに設定して記録を行った
。
マルチパルスの幅は０．１８Ｔとした。
　その結果、ＤＣジッタは１２．８％となり、実施例Ｂ－２６よりも特性が悪化した。
【０１３２】
（実施例Ｂ－２７）
　図１２に示すパルス波形を用いて、記録線速度８．４１ｍ／ｓ、記録パワーＰｐ＝３９
ｍＷ、消去パワーＰｅ＝７ｍＷ、冷却パワーＰｃ１＝４ｍＷ、Ｐｃ２＝２ｍＷ、バイアス
パワーＰｂ＝０．１ｍＷに設定して記録を行った。マルチパルスの幅は０．２Ｔとした。
　その結果、ＤＣジッタは１０．５％となり良好であった。
【０１３３】
（実施例Ｂ－２８）
　直径１２ｃｍ、厚み０．６ｍｍで、片面にトラックピッチ０．７４μｍの蛇行した連続
蛇行溝によるトラッキングガイドの凹凸を持つポリカーボネート樹脂からなる第１基板上
に、ＺｎＳ（８０モル％）－ＳｉＯ２（２０モル％）からなる厚み６０ｎｍの第１下部保
護層、Ａｇ０．２Ｉｎ３．５Ｓｂ７１．４Ｔｅ２１．４Ｇｅ３．５からなる厚み８ｎｍの
第１記録層、Ｉｎ２Ｏ３（７．５モル％）－ＺｎＯ（２２．５モル％）－ＳｎＯ２（６０
モル％）－Ｔａ２Ｏ５（１０モル％）からなる厚み５ｎｍの第１上部保護層、Ｍｏを１．
０質量％含有させたＣｕからなる厚み８ｎｍの第１反射層、Ｉｎ２Ｏ３（９０モル％）－
ＺｎＯ（１０モル％）からなる厚み６０ｎｍの熱拡散層を順にＡｒガス雰囲気中のスパッ
タリング法で成膜し、第１情報層を形成した。スパッタリング装置は実施例Ｂ－１９と同
じものを用いた。
　また、第１基板と同様の基板を第２基板として、その上にＡｇからなる厚み１４０ｎｍ
の第２反射放熱層、Ｉｎ２Ｏ３（７．５モル％）－ＺｎＯ（２２．５モル％）－ＳｎＯ２

（６０モル％）－Ｔａ２Ｏ５（１０モル％）からなる厚み２０ｎｍの第２上部保護層、Ａ
ｇ０．２Ｉｎ３．５Ｓｂ７１．４Ｔｅ２１．４Ｇｅ３．５からなる厚み１５ｎｍの第２記
録層、ＺｎＳ（８０モル％）－ＳｉＯ２（２０モル％）からなる厚み１２０ｎｍの第２下
部保護層を順に、第１情報層の場合と同様にして成膜し、第２情報層を形成した。
【０１３４】
　次に、第１情報層、及び第２情報層に対して、それぞれ第１基板側、第２情報層の膜面
側からレーザ光を照射し、初期化処理を行った。初期化は、半導体レーザ（発光波長８１
０±１０ｎｍ）から出射されるレーザ光を、光ピックアップ（開口数ＮＡ＝０．５５）に
より集光することにより行った。第１記録層の初期化条件は、ＣＬＶ（線速度一定）モー
ドにより光記録媒体を回転させ、線速３ｍ／ｓ、送り量３６μｍ／回転、半径位置２３ｍ
ｍ～５８ｍｍ、初期化パワー７００ｍＷとした。第２記録層の初期化条件は、ＣＬＶ（線
速度一定）モードにより光記録媒体を回転させ、線速３ｍ／ｓ、送り量３６μｍ／回転、
半径位置２３ｍｍ～５８ｍｍ、初期化パワー５００ｍＷとした。
　初期化後の第１情報層の光透過率は４０％となり、充分な光透過率が得られていること
を確認した。光透過率の測定は、ＳＴＥＡＧ社製のエタオプティクスで行った。
【０１３５】
　次に、第１情報層の膜面側上に紫外線硬化樹脂（日本化薬社製、カヤラッドＤＶＤ００
３Ｍ）を塗布し、第２情報層の膜面側を貼り合わせてスピンコートし、第１基板側から紫
外線光を照射して紫外線光硬化樹脂を硬化させて、厚み５５μｍの中間層を形成し、２つ
の情報層を有する２層相変化型光記録媒体を作製した。
　作製した２層型光記録媒体で基板に設けられた連続蛇行溝の評価を行ったところ、ＰＰ
１＝０．４７、ＰＰ２＝０．４２であった。ここで得られたＰＰ１及びＰＰ２の値は、良
好な値である。また、ＷＣＮ１＝５１ｄＢ、ＷＣＮ２＝４５ｄＢが得られた。ここで得ら
れたＷＣＮ１及びＷＣＮ２の値は、良好な値である。
　このようにして作製した２層相変化型光記録媒体に対し、記録速度を８．４ｍ／ｓとし
、図１１に示す記録波形により記録を行った。第１情報層及び第２情報層へ記録する際の
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パワー比率は異なっている。結果を表１１及び図２０に示す。
【０１３６】
（比較例Ｂ－２３）
　実施例Ｂ－２８と同じ層構成及び厚みを有する２層相変化型光記録媒体に対し、第１記
録層及び第２記録層の記録パワーレベルＰｐと消去パワーレベルＰｅの比率ε、及び記録
パワーレベルＰｐと冷却パワーレベルＰｃ１の比率δ１を同一にした以外は、実施例Ｂ－
２８と同様にして記録を行った。結果を表１１及び図２０に示す。
【０１３７】
（実施例Ｂ－２９）
　実施例Ｂ－２８と同じ層構成及び厚みを有する２層相変化型光記録媒体に対し、記録速
度を９．９ｍ／ｓとし、図１１に示す記録波形により記録を行った。第１情報層及び第２
情報層へ記録する際のパワー比率は異なっている。
【０１３８】
（比較例Ｂ－２４）
　実施例Ｂ－２８と同じ層構成及び厚みを有する２層相変化型光記録媒体に対し、第１記
録層及び第２記録層の記録パワーレベルＰｐと消去パワーレベルＰｅの比率ε、及び記録
パワーレベルＰｐと冷却パワーレベルＰｃ１の比率δ１を同一にした以外は、実施例Ｂ－
２９と同様にして記録を行った。
【０１３９】
（実施例Ｂ－３０）
　実施例Ｂ－２８と同じ層構成及び厚みを有する２層相変化型光記録媒体に対し、記録速
度を１１．５ｍ／ｓとし、図１１に示す記録波形により記録を行った。第１情報層及び第
２情報層へ記録する際のパワー比率は異なっている。
【０１４０】
（比較例Ｂ－２５）
　実施例Ｂ－２８と同じ層構成及び厚みを有する２層相変化型光記録媒体に対し、第１記
録層及び第２記録層の記録パワーレベルＰｐと消去パワーレベルＰｅの比率ε、及び記録
パワーレベルＰｐと冷却パワーレベルＰｃ１の比率δ１を同一にした以外は、実施例Ｂ－
３０と同様にして記録を行った。
【０１４１】
（実施例Ｂ－３１）
　実施例Ｂ－２８と同じ層構成及び厚みを有する２層相変化型光記録媒体に対し、記録速
度を８．４ｍ／ｓとし、図１３に示す記録波形により記録を行った。第１情報層及び第２
情報層へ記録する際のパワー比率は異なっている。
【０１４２】
（比較例Ｂ－２６）
　実施例Ｂ－２８と同じ層構成及び厚みを有する２層相変化型光記録媒体に対し、第１記
録層及び第２記録層の記録パワーレベルＰｐと消去パワーレベルＰｅの比率ε、及び記録
パワーレベルＰｐと冷却パワーレベルＰｃ１の比率δ１を同一にした以外は、実施例Ｂ－
３１と同様にして記録を行った。
【０１４３】
（実施例Ｂ－３２）
　実施例Ｂ－２８と同じ層構成及び厚みを有する２層相変化型光記録媒体に対し、記録速
度を８．４ｍ／ｓとし、図１４に示す記録波形により記録を行った。第１情報層及び第２
情報層へ記録する際のパワー比率は異なっている。
【０１４４】
（比較例Ｂ－２７）
　実施例Ｂ－２８と同じ層構成及び厚みを有する２層相変化型光記録媒体に対し、第１記
録層及び第２記録層の記録パワーレベルＰｐと消去パワーレベルＰｅの比率ε、及び記録
パワーレベルＰｐと冷却パワーレベルＰｃ１の比率δ１を同一にした以外は、実施例Ｂ－
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３２と同様にして記録を行った。
【０１４５】
（実施例Ｂ－３３）
　実施例Ｂ－２８と同じ層構成及び厚みを有する２層相変化型光記録媒体に対し、記録速
度を８．４ｍ／ｓとし、図１２に示す記録波形により記録を行った。第１情報層及び第２
情報層へ記録する際のパワー比率は異なっている。
【０１４６】
（比較例Ｂ－２８）
　実施例Ｂ－２８と同じ層構成及び厚みを有する２層相変化型光記録媒体に対し、第１記
録層及び第２記録層の記録パワーレベルＰｐと消去パワーレベルＰｅの比率ε、及び記録
パワーレベルＰｐと冷却パワーレベルＰｃ１の比率δ１を同一にした以外は、実施例Ｂ－
３３と同様にして記録を行った。
【０１４７】
　上記実施例Ｂ－２８～Ｂ－３３及び比較例Ｂ－２３～Ｂ－２８の記録特性の評価結果を
纏めて表１１に示す。
【表１１】

【０１４８】
（実施例Ｂ－３４）
　実施例Ｂ－２８と同じ層構成及び厚みを有する２層相変化型光記録媒体に対し、記録速
度を８．４ｍ／ｓとし、図１１に示す記録波形により、第２記録層に２Ｔ周期ストラテジ
で記録を行った。
　結果を図２２に示すが、１Ｔ周期ストラテジで記録を行った実施例Ｂ－２８よりも記録
感度が約１０％程度良好であることが分る。
【０１４９】
（実施例Ｂ－３５）
　実施例Ｂ－２８と同じ層構成及び厚みを有する２層相変化型光記録媒体に対し、記録線
速８．４ｍ／ｓ、記録パワーＰｐ＝４２ｍＷ、消去パワーＰｅ＝７ｍＷ、Ｐｅ－＝４ｍＷ
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として１Ｔストラテジで記録を行った。
　結果を表１２に示すが、図１５や図１６に示すような従来の記録方法と比較して、第１
情報層の繰り返し記録特性が向上することが分る。なお、従来法の欄の繰り返し記録回数
２回以上の場合は、１回の場合よりも悪くなることが明らかであり、数値を示す意味がな
いため測定しなかった。
【０１５０】
【表１２】

【０１５１】
（実施例Ｂ－３６）
　実施例Ｂ－２８において、第１記録層及び第２記録層を共にＡｇ０．５Ｉｎ３．９Ｓｂ

６９．６Ｔｅ２４Ｇｅ２に変え、第２上部保護層をＺｎＳ（８０モル％）－ＳｉＯ２（２
０モル％）に変えた以外は、実施例Ｂ－２８と同じ層構成及び厚みを有する２層型光記録
媒体を作製し、図１１に示すパルス波形により、記録線速度１５．３ｍ／ｓ、記録パワー
Ｐｐ＝３０ｍＷ、消去パワーＰｅ＝７ｍＷ、冷却パワーＰｃ１＝４ｍＷ、バイアスパワー
Ｐｂ＝０．１ｍＷに設定して記録を行った。マルチパルスの幅は０．３Ｔとした。
　第１記録層のトラックに１００回繰り返して記録したところ、第１記録層のＤＣジッタ
は９．８％であり良好であった。
【０１５２】
（比較例Ｂ－２９）
　実施例Ｂ－３６と同じ層構成及び厚みを有する２層相変化型光記録媒体に対し、図１６
に示すパルス波形により、記録線速度１５．３ｍ／ｓ、記録パワーＰｐ＝３０ｍＷ、消去
パワーＰｅ＝７ｍＷ、バイアスパワーＰｂ＝０．１ｍＷに設定して記録を行った。マルチ
パルスの幅は０．３Ｔとした。
　第１記録層のトラックに１００回繰り返して記録したところ、第１記録層のＤＣジッタ
は１１．３％となり、実施例Ｂ－３６よりも特性が悪化した。
【０１５３】
（実施例Ｂ－３７）
　実施例Ｂ－３６と同じ層構成及び厚みを有する２層相変化型光記録媒体に対し、図１１
に示すパルス波形により、記録線速度９．２ｍ／ｓ、記録パワーＰｐ＝２８ｍＷ、消去パ
ワーＰｅ＝６ｍＷ、冷却パワーＰｃ１＝３ｍＷ、バイアスパワーＰｂ＝０．１ｍＷに設定
して記録を行った。マルチパルスの幅は０．２Ｔとした。
　第１記録層のトラックに１００回繰り返して記録したところ、第１記録層のＤＣジッタ
は９．６％であり良好であった。
【０１５４】
（比較例Ｂ－３０）
　実施例Ｂ－３６と同じ層構成及び厚みを有する２層相変化型光記録媒体に対し、図１６
に示すパルス波形により、記録線速度９．２ｍ／ｓ、記録パワーＰｐ＝２８ｍＷ、消去パ
ワーＰｅ＝６ｍＷ、バイアスパワーＰｂ＝０．１ｍＷに設定して記録を行った。マルチパ
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ルスの幅は０．２Ｔとした。
　第１記録層のトラックに１００回繰り返して記録したところ、第１記録層のＤＣジッタ
は１０．９％となり、実施例Ｂ－３７よりも特性が悪化した。
【０１５５】
（実施例Ｂ－３８）
　実施例Ｂ－３６と同じ層構成及び厚みを有する２層相変化型光記録媒体に対し、図１１
に示すパルス波形により、記録線速度８．４ｍ／ｓ、記録パワーＰｐ＝２６ｍＷ、消去パ
ワーＰｅ＝６ｍＷ、冷却パワーＰｃ１＝３ｍＷ、バイアスパワーＰｂ＝０．１ｍＷに設定
して記録を行った。マルチパルスの幅は０．２Ｔとした。
　第１記録層のトラックに１００回繰り返して記録したところ、第１記録層のＤＣジッタ
は１０％であり良好であった。
【０１５６】
（比較例Ｂ－３１）
　実施例Ｂ－３６と同じ層構成及び厚みを有する２層相変化型光記録媒体に対し、図１６
に示すパルス波形により、記録線速度８．４ｍ／ｓ、記録パワーＰｐ＝２６ｍＷ、消去パ
ワーＰｅ＝６ｍＷ、バイアスパワーＰｂ＝０．１ｍＷに設定して記録を行った。マルチパ
ルスの幅は０．２Ｔとした。
　第１記録層のトラックに１００回繰り返して記録したところ、第１記録層のＤＣジッタ
は１１．１％となり、実施例Ｂ－３８よりも特性が悪化した。
【０１５７】
（実施例Ｂ－３９）
　実施例Ｂ－３６と同じ層構成及び厚みを有する２層相変化型光記録媒体に対し、図１３
に示すパルス波形により、記録線速度１５．３ｍ／ｓ、記録パワーＰｐ＝３０ｍＷ、消去
パワーＰｅ＝６．２ｍＷ、冷却パワーＰｃ１＝２．８ｍＷ、バイアスパワーＰｂ＝０．１
ｍＷに設定して記録を行った。マルチパルスの幅は０．３Ｔとした。
　第１記録層のトラックに１００回繰り返して記録したところ、第１記録層のＤＣジッタ
は９．５％であり良好であった。
【０１５８】
（実施例Ｂ－４０）
　実施例Ｂ－３６と同じ層構成及び厚みを有する２層相変化型光記録媒体に対し、図１３
に示すパルス波形により、記録線速度９．２ｍ／ｓ、記録パワーＰｐ＝３０ｍＷ、消去パ
ワーＰｅ＝６ｍＷ、冷却パワーＰｃ１＝３ｍＷ、バイアスパワーＰｂ＝０．１ｍＷに設定
して記録を行った。マルチパルスの幅は０．２Ｔとした。
　第１記録層のトラックに１００回繰り返して記録したところ、第１記録層のＤＣジッタ
は９．６％であり良好であった。
【０１５９】
（実施例Ｂ－４１）
　実施例Ｂ－３６と同じ層構成及び厚みを有する２層相変化型光記録媒体に対し、図１４
に示すパルス波形により、記録線速度１５．３ｍ／ｓ、記録パワーＰｐ＝３０ｍＷ、消去
パワーＰｅ＝６．５ｍＷ、冷却パワーＰｃ１＝３．２ｍＷ、バイアスパワーＰｂ＝０．１
ｍＷに設定して記録を行った。マルチパルスの幅は０．３Ｔとした。
　第１記録層のトラックに１００回繰り返して記録したところ、第１記録層のＤＣジッタ
は９．７％であり良好であった。
【０１６０】
（実施例Ｂ－４２）
　実施例Ｂ－３６と同じ層構成及び厚みを有する２層相変化型光記録媒体に対し、図１４
に示すパルス波形により、記録線速度９．２ｍ／ｓ、記録パワーＰｐ＝２８ｍＷ、消去パ
ワーＰｅ＝５．９ｍＷ、冷却パワーＰｃ１＝２．８ｍＷ、バイアスパワーＰｂ＝０．１ｍ
Ｗに設定して記録を行った。マルチパルスの幅は０．２Ｔとした。
　第１記録層のトラックに１００回繰り返して記録したところ、第１記録層のＤＣジッタ
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は９．５％であり良好であった。
【０１６１】
（実施例Ｂ－４３）
　実施例Ｂ－３６と同じ層構成及び厚みを有する２層相変化型光記録媒体に対し、図１２
に示すパルス波形により、記録線速度１５．３ｍ／ｓ、記録パワーＰｐ＝３０ｍＷ、消去
パワーＰｅ＝７ｍＷ、冷却パワーＰｃ１＝４ｍＷ、Ｐｃ２＝２ｍＷ、バイアスパワーＰｂ
＝０．１ｍＷに設定して記録を行った。マルチパルスの幅は０．３Ｔとした。
　第１記録層のトラックに１００回繰り返して記録したところ、第１記録層のＤＣジッタ
は９．３％であり良好であった。
【０１６２】
（実施例Ｂ－４４）
　実施例Ｂ－３６と同じ層構成及び厚みを有する２層相変化型光記録媒体に対し、図１２
に示すパルス波形により、記録線速度９．２ｍ／ｓ、記録パワーＰｐ＝２８ｍＷ、消去パ
ワーＰｅ＝６．２ｍＷ、冷却パワーＰｃ１＝４ｍＷ、Ｐｃ２＝２．１ｍＷ、バイアスパワ
ーＰｂ＝０．１ｍＷに設定して記録を行った。マルチパルスの幅は０．２Ｔとした。
　第１記録層のトラックに１００回繰り返して記録したところ、第１記録層のＤＣジッタ
は９．４％であり良好であった。
【０１６３】
（実施例Ｂ－４５）
　実施例Ｂ－３６と同じ層構成及び厚みを有する２層相変化型光記録媒体に対し、図２１
に示すパルス波形により、記録線速度１５．３ｍ／ｓ、記録パワーＰｐ＝３０ｍＷ、消去
パワーＰｅ＝７．２ｍＷ、Ｐｅ－＝４．２ｍＷ、冷却パワーＰｃ１＝６．６ｍＷ、バイア
スパワーＰｂ＝０．１ｍＷに設定して記録を行った。マルチパルスの幅は０．３Ｔとした
。
　第１記録層のトラックに１０００回繰り返して記録したところ、第１記録層のＤＣジッ
タは９．４％であり良好であった。
【０１６４】
（実施例Ｂ－４６）
　実施例Ｂ－３６と同じ層構成及び厚みを有する２層相変化型光記録媒体に対し、図２１
に示すパルス波形により、記録線速度９．２ｍ／ｓ、記録パワーＰｐ＝２８ｍＷ、消去パ
ワーＰｅ＝６．８ｍＷ、Ｐｅ－＝３．８ｍＷ、冷却パワーＰｃ１＝３．８ｍＷ、バイアス
パワーＰｂ＝０．１ｍＷに設定して記録を行った。マルチパルスの幅は０．２Ｔとした。
　第１記録層のトラックに１０００回繰り返して記録したところ、第１記録層のＤＣジッ
タは９．２％であり良好であった。
【０１６５】
（実施例Ｂ－４７）
　実施例Ｂ－３６と同じ層構成及び厚みを有する２層相変化型光記録媒体に対し、初めに
第１情報層の半径位置２４～５８ｍｍに９．２ｍ／ｓでの記録を行い、そのあと第２情報
層の半径位置４０ｍｍに９．２ｍ／ｓで記録した。
　結果は図２３のようになった。図２３の結果から、実施例Ｂ－４７の方が比較例Ｂ－３
２よりも低パワーで変調度を高くとることができていることが分る。
【０１６６】
（比較例Ｂ－３２）
　実施例Ｂ－３６と同じ層構成及び厚みを有する２層相変化型光記録媒体に対し、第１情
報層には記録せず、第２情報層の半径位置４０ｍｍに、９．２ｍ／ｓで記録した。
　結果は図２３のようになった。図２３の結果から、実施例Ｂ－４７よりも感度が悪く、
高いパワーを要することが分る。
【産業上の利用可能性】
【０１６７】
　本発明の光記録媒体並びにその光記録方法及び光記録装置は、ＤＶＤの６～８倍速相当
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以上の高速記録時にも、繰り返し記録耐久性の劣化やクロストークの増大を招くことなく
、初期結晶状態によらず繰り返し記録初期のジッタ上昇を低減することが可能であり、各
種ＣＤ、ＤＶＤに適用できる。
　本発明の多層型光記録媒体並びにその光記録方法及び光記録装置は、記録層が受ける熱
的なダメージを抑制し、記録や消去を的確に行い、繰り返し記録特性を良好にできるので
、特に多層型のＣＤ、多層型のＤＶＤ、多層型の青色波長対応の光記録媒体などに好適に
用いられる。
【図面の簡単な説明】
【０１６８】
【図１】図１は、ランダムパターンを繰り返し記録した場合のジッタの変動例を示す図で
ある。
【図２】図２は、初期化直後と１ヵ月後の繰り返し記録後のジッタを示す図である。
【図３】図３は、ＤＶＤ仕様かつ高速仕様の相変化型光記録媒体の一例を示す図である。
【図４】図４は、最初の加熱パルスで形成された非晶質部は再結晶化によって消失してし
まうものの、１番目の加熱パルスの予熱効果により２番目の加熱パルスの照射時の温度が
高くなって溶融領域が広がり、結果としてマーク先端部が大きくなる様子を模式的に示す
図である。
【図５】図５は、本発明の光記録方法を実現するための光記録装置の一例を示す構成図で
ある。
【図６】図６は、実施例及び比較例における繰り返し記録後のジッタを示す図である。
【図７】図７は、ＤＶＤ＋ＲＷ等で使用されているマークとスペースとからなるデータを
繰返し記録するための波形発光パターン（記録ストラテジ）を示す図である。
【図８】図８は、実施例の各マーク長毎の波形発光パターン（記録ストラテジ）を示す図
である。
【図９】図９は、６Ｔ以上のマークの２番目の冷却パルスの長さを変えてランダムパター
ンを記録した場合の初回記録と繰り返し記録１０回のマーク先頭のジッタを調べた結果を
示す図である。
【図１０】図１０は、Ｐｐ＝３８ｍＷに固定し、Ｐｅの値を変えてＰｅ／Ｐｐの値を変化
させ、ランダムパターンを記録した場合の初回記録と繰り返し記録１０回のジッタの値を
示す図。である
【図１１】図１１は、Ｐｃ１～ＰｃＮのパワーレベルが設けられた本発明の第１形態に係
る記録方法のうち、Ｎ＝１の場合のレーザ発光パターンの一例を示す図である。
【図１２】図１２は、Ｐｃ１～ＰｃＮのパワーレベルが設けられた本発明の第１形態に係
る記録方法のうち、Ｎ＝２の場合のレーザ発光パターンの一例を示す図である。
【図１３】図１３は、Ｐｃ１～ＰｃＮのパワーレベルが設けられた本発明の第２形態に係
る記録方法のうち、Ｎ＝１の場合のレーザ発光パターンの一例を示す図である。
【図１４】図１４は、Ｐｃ１～ＰｃＮのパワーレベルが設けられた本発明の第３形態に係
る記録方法のうち、Ｎ＝１の場合のレーザ発光パターンの一例を示す図である。
【図１５】図１５は、従来の記録方法でのレーザ発光パターンの一例を示す図である。
【図１６】図１６は、従来の記録方法でのレーザ発光パターンの他の一例を示す図である
。
【図１７】図１７は、本発明の２層型光記録媒体の層構成の一例を示す図である。
【図１８】図１８は、記録層におけるＳｂ量と記録線速との関係を示すグラフである。
【図１９】図１９は、アシンメトリについて説明した図である。
【図２０】図２０は、第１情報層及び第２情報層へ図１１の記録ストラテジで記録した場
合の記録特性を比較した図である。
【図２１】図２１は、Ｐｅ－を含んだ場合のレーザ発光波形を表した図である。
【図２２】図２２は、第２情報層について、実施例Ｂ－３４の記録特性を実施例Ｂ－２８
の記録特性と比較した図である。
【図２３】図２３は、実施例Ｂ－４７、比較例Ｂ－３２の変調度を比較した図である。
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【図２４】図２４の（１）は、従来の単層光記録媒体を例示した図であり、図２４の（２
）は、従来の２層光記録媒体において、光照射側から見て手前側の情報層の記録方法の一
例を示した図であり、図２４の（３）は、従来の２層光記録媒体において、光照射側から
見て手前側の情報層の記録方法の別の例を示した図である。
【図２５】図２５は、実施例Ｂ－１７について、ジッタを比較した図である。
【図２６】図２６は、実施例Ｂ－１８について、ジッタを比較した図である。
【図２７】図２７は、実施例Ｂ－１８について、変調度を比較した図である。
【図２８】図２８は、記録パルスストラテジのパラメータを示した図である。
【図２９】図２９は、手前側の記録層で、繰り返し記録１０回の記録特性を比較した図で
ある。
【図３０】図３０は、手前側の記録層で、繰り返し記録５００回までの記録特性を比較し
た図である。
【図３１】図３１は、図２９及び図３０で実際に用いた記録ストラテジパラメータを示し
た図である。
【図３２】図３２は、記録パワーと変調度との関係を示すグラフである。
【図３３】図３３は、本発明の片面多層光記録媒体を搭載した光記録装置の一例を示す図
である。
【図３４】図３４は、１Ｔストラテジを示す波形パターンである。
【図３５】図３５は、２Ｔストラテジを示す波形パターンである。
【図３６】図３６は、３Ｔストラテジを示す波形パターンである。
【符号の説明】
【０１６９】
　　　１　　　第１情報層
　　　２　　　第２情報層
　　　３　　　第１基板
　　　４　　　中間層
　　　５　　　第２基板
　　１１　　　第１下部保護層
　　１２　　　第１記録層
　　１３　　　第１上部保護層
　　１４　　　第１反射層
　　１５　　　熱拡散層
　　２１　　　第２下部保護層
　　２２　　　第２記録層
　　２３　　　第２上部保護層
　　２４　　　第２反射層
　　２５　　　アクチュエータ制御機構
　　２６　　　プログラマブルＢＰＦ
　　２７　　　ウォブル検出部
　　２８　　　アドレス復調回路
　１０１　　　基板
　１０２　　　第１保護層
　１０３　　　相変化記録層
　１０４　　　第２保護層
　１０５　　　反射層
　１０６　　　相変化型光記録媒体
　１０７　　　硫化防止層
　１０８　　　有機保護層
　１２１　　　スピンドルモータ
　１２２　　　回転制御機構
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　１２３　　　レーザ光源
　１２４　　　光ヘッド
　２１５　　　光ディスク
　２２０　　　光記録装置
　２２１　　　シークモータ
　２２２　　　スピンドルモータ
　２２３　　　光ピックアップ装置
　２２４　　　レーザ制御回路
　２２５　　　エンコーダ
　２２６　　　駆動制御回路
　２２８　　　再生信号処理回路
　２３４　　　バッファＲＡＭ
　２３７　　　バッファマネージャ
　２３８　　　インターフェース
　２３９　　　フラッシュメモリ
　２４０　　　ＣＰＵ

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図２４】
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【図３４】

【図３５】

【図３６】

【手続補正書】
【提出日】平成18年3月31日(2006.3.31)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　相変化記録層をＭ層（Ｍ≧２）有する多層型光記録媒体に記録を行うに際し、第１番目
の記録層をレーザ光側から見て最も手前の記録層とし、Ｍ番目の記録層を前記レーザ光側
から見て最も奥側の記録層とし、Ｔをクロック周期として、Ｋ番目の記録層に複数のレー
ザ光パルスからなる記録パルス列を用いてレーザ光を照射してマークを記録する際の記録
パルス列の周期をｔ(Ｋ)[Ｔ]とした時、次式、ｔ(１)＜ｔ(Ｍ)の関係を満たし、かつ前記
記録パルス列の周期は、レーザ光照射方向において第１番目の記録層から次の記録層へと
減少しないことを特徴とする多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項２】
　第１番目と第２番目の記録層に用いる記録パルスに対して、次式、ｔ(１)＜ｔ(２)の関
係を満たす請求項１に記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項３】
　第１番目の記録層に１Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録し、第２番目の記録
層に２Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録する請求項１から２のいずれかに記載
の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項４】
　第１番目の記録層に１Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録し、その他の記録層
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に２Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録する請求項１から３のいずれかに記載の
多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項５】
　Ｍ層の相変化記録層においてＭ番目の記録層以外の記録層に長さｎＴのマークを記録す
る際に、下記式を満たす請求項１から４のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録方
法。
　（ｎ－１．５）Ｔ≦Ｔｒ≦（ｎ－１）Ｔ
　ただし、ｎは１以上の整数であり、Ｔｒは先頭パルスの先端と最終パルスの後端との間
隔を表す。
【請求項６】
　次式、０．１２Ｔ≦Ｔｍｐ≦０．３Ｔ（ただし、Ｔｍｐは記録パルス幅を表す）を満た
す請求項１から５のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項７】
　レーザ光照射側から見て一番奥側以外の記録層への記録方法であって、バイアスパワー
レベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、かつ消去パワーレベルＰｅと、先
頭パルスの前及び最終パルスの後の少なくとも一方のバイアスパワーレベルＰｂとの間に
おける冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を
表す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関係を満たすよう
な記録パルス列によりマークを形成する請求項１から６のいずれかに記載の多層型光記録
媒体の光記録方法。
【請求項８】
　記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルスの前のバイアスパワーレベルＰｂとの間におけ
る冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す
）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関係を満たすような記
録パルス列により形成する請求項７に記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項９】
　記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、最終パルスの後のバイアスパワーレベルＰｂとの間におけ
る冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す
）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関係を満たすような記
録パルス列により形成する請求項７に記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項１０】
　記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルスの前及び最終パルスの後のバイアスパワーレベ
ルＰｂとの間における冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは
１以上の整数を表す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関
係を満たすようなパルス列により形成する請求項７に記載の多層型光記録媒体の光記録方
法。
【請求項１１】
　冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮにおけるＮが、１～３の整数のいず
れかである請求項７から１０のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項１２】
　２層以上の各相変化記録層に記録する際に、記録パワーレベルＰｐと消去パワーレベル
Ｐｅの比率ｅ（＝Ｐｅ／Ｐｐ）、記録パワーレベルＰｐと冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ
２、・・・、ＰｃＮの比率ｄ１、・・・、ｄＮ（＝Ｐｃ１／Ｐｐ、・・・、ＰｃＮ／Ｐｐ
）のうち少なくとも一方を、記録層ごとに変えて記録を行う請求項７から１１のいずれか
に記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項１３】
　長さｎＴ（ただし、ｎは１以上の整数、Ｔはクロック周期を表す）の記録マークを記録
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する際の記録パワーレベルＰｐの照射パルスの個数をｍ（ただし、ｍは１以上の整数であ
る）としたとき、ｎが偶数のときはｎ＝２ｍ、ｎが奇数のときはｎ＝２ｍ＋１の関係を満
たす請求項３から１２のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項１４】
　最短マークのみ１パルス多くしてマークを記録する請求項１３に記載の多層型光記録媒
体の光記録方法。
【請求項１５】
　消去パワーレベルＰｅに対し、Ｐｅよりも低い消去パワーレベルＰｅ－のパルス状の構
造が消去パワーレベルＰｅ照射中に含まれている請求項１から１４のいずれかに記載の多
層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項１６】
　多層型光記録媒体の各情報層に記録する際に、レーザ光束を照射する側から見て手前側
の情報層から順番に記録していく請求項１から１５のいずれかに記載の多層型光記録媒体
の光記録方法。
【請求項１７】
　各記録層に対してＴが同じクロック周期である請求項１から１６のいずれかに記載の多
層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項１８】
　相変化記録層をＭ層（Ｍ≧２）有する多層型光記録媒体に記録を行うに際し、第１番目
の記録層をレーザ光側から見て最も手前の記録層とし、Ｍ番目の記録層を前記レーザ光側
から見て最も奥側の記録層とし、Ｔをクロック周期として、Ｋ番目の記録層（ただし１≦
Ｋ≦Ｍ）に複数のレーザ光パルスからなる記録パルス列を用いてレーザ光を照射してマー
クを記録する際の記録パルス列の周期をｔ(Ｋ)[Ｔ]とした時、次式、ｔ(１)＜ｔ(Ｍ)の関
係を満たし、かつ前記記録パルス列の周期は、レーザ光照射方向において第１番目の記録
層から次の記録層へと減少しないよう構成したことを特徴とする多層型光記録媒体の光記
録装置。
【請求項１９】
　第１番目と第２番目の記録層に用いる記録パルスに対して、次式、ｔ(１)＜ｔ(２)の関
係を満たすように設定される請求項１８に記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項２０】
　第１番目の記録層に１Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録し、第２番目の記録
層に２Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録するように設定される請求項１８から
１９のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項２１】
　第１番目の記録層に１Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録し、その他の記録層
に２Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録するように設定される請求項１８から２
０のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項２２】
　Ｍ層の相変化記録層においてＭ番目の記録層以外の記録層に長さｎＴのマークを記録す
る際に、下記式を満たすように設定される請求項１８から２１のいずれかに記載の多層型
光記録媒体の光記録装置。
　（ｎ－１．５）Ｔ≦Ｔｒ≦（ｎ－１）Ｔ
　ただし、ｎは１以上の整数であり、Ｔｒは先頭パルスの先端と最終パルスの後端との間
隔を表す。
【請求項２３】
　次式、０．１２Ｔ≦Ｔｍｐ≦０．３Ｔ（ただし、Ｔｍｐは記録パルス幅を表す）を満た
すように設定される請求項１８から２２のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録装
置。
【請求項２４】
　レーザ光照射側から見て一番奥側以外の記録層へ記録する際に、バイアスパワーレベル
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Ｐｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パル
スの前及び最終パルスの後の少なくとも一方のバイアスパワーレベルＰｂとの間における
冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す）
が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関係を満たすような記録
パルス列によりマークを形成するよう設定される請求項１８から２３のいずれかに記載の
多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項２５】
　記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルスの前のバイアスパワーレベルＰｂとの間におけ
る冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す
）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関係を満たすような記
録パルス列により形成するよう設定される請求項２４に記載の多層型光記録媒体の光記録
装置。
【請求項２６】
　記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、最終パルスの後のバイアスパワーレベルＰｂとの間におけ
る冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す
）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関係を満たすような記
録パルス列により形成する請求項２４に記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項２７】
　記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルスの前及び最終パルスの後のバイアスパワーレベ
ルＰｂとの間における冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは
１以上の整数を表す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関
係を満たすようなパルス列により形成する請求項２４に記載の多層型光記録媒体の光記録
装置。
【請求項２８】
　冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮにおけるＮが、１～３の整数のいず
れかである請求項２４から２７のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項２９】
　２層以上の各相変化記録層に記録する際に、記録パワーレベルＰｐと消去パワーレベル
Ｐｅの比率ｅ（＝Ｐｅ／Ｐｐ）、記録パワーレベルＰｐと冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ
２、・・・、ＰｃＮの比率ｄ１、・・・、ｄＮ（＝Ｐｃ１／Ｐｐ、・・・、ＰｃＮ／Ｐｐ
）のうち少なくとも一方を、記録層ごとに変えて記録を行うように設定される請求項２４
から２８のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項３０】
　長さｎＴ（ただし、ｎは１以上の整数、Ｔはクロック周期を表す）の記録マークを記録
する際の記録パワーレベルＰｐの照射パルスの個数をｍ（ただし、ｍは１以上の整数であ
る）としたとき、ｎが偶数のときはｎ＝２ｍ、ｎが奇数のときはｎ＝２ｍ＋１の関係を満
たす請求項２０から２９のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項３１】
　最短マークのみ１パルス多くしてマークを記録する請求項３０に記載の多層型光記録媒
体の光記録装置。
【請求項３２】
　消去パワーレベルＰｅに対し、Ｐｅよりも低い消去パワーレベルＰｅ－のパルス状の構
造が消去パワーレベルＰｅ照射中に含まれている請求項１８から３０のいずれかに記載の
多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項３３】
　多層型光記録媒体の各情報層に記録する際に、レーザ光束を照射する側から見て手前側
の情報層から順番に記録していく請求項１８から３２のいずれかに記載の多層型光記録媒
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体の光記録装置。
【請求項３４】
　各記録層に対してＴが同じクロック周期である請求項１８から３３のいずれかに記載の
多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項３５】
　光記録媒体にレーザ光を照射して、記録マークの時間的長さがｎＴ（ただし、ｎは自然
数、Ｔは基本クロック周期である）で表されるマーク長記録方式により情報を記録するに
あたり、
　前記記録マークの形成は、パワーＰｐの加熱パルスとパワーＰｂの冷却パルス（ただし
、Ｐｐ＞Ｐｂ）を交互にｍ回照射することにより行い、次式、ｍ≦（ｎ／２＋１）を満た
し、先頭の冷却パルスの照射時間が、０．２Ｔ～０．４Ｔであることを特徴とする光記録
方法。
【請求項３６】
　ｍの値がｍ≧３である場合、２番目の冷却パルスの照射時間が、１．０Ｔ～２．５Ｔで
ある請求項３５に記載の光記録方法。
【請求項３７】
　スペース部の形成はパワーＰｅ（ただし、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｂ）のレーザ光を照射するこ
とにより行い、次式、０．１≦Ｐｅ／Ｐｐ≦０．４の条件を満たす請求項３５から３６の
いずれかに記載の光記録方法。
【請求項３８】
　光記録媒体が、相変化型光記録媒体である請求項３５から３７のいずれかに記載の光記
録方法。
【請求項３９】
　相変化光記録媒体が、基板と、該基板上に少なくとも第１保護層、相変化記録層、第２
保護層及び反射層を有する光記録媒体であって、前記相変化記録層は、Ｓｂと、Ｇｅ、Ｇ
ａ、Ｉｎ、Ｚｎ、Ｍｎ、Ｓｎ、Ａｇ、Ｍｇ、Ｃａ、Ｂｉ、Ｓｅ、及びＴｅから選ばれる少
なくとも１種の元素を含む請求項３８に記載の光記録方法。
【請求項４０】
　相変化記録層のＳｂの含有量が５０～９０原子％である請求項３９に記載の光記録方法
。
【請求項４１】
　反射層がＡｇ及びＡｇ合金を含有する請求項３９から４０のいずれかに記載の光記録方
法。
【請求項４２】
　第１保護層及び第２保護層が、ＺｎＳとＳｉＯ２の混合物を含有する請求項３９から４
１のいずれかに記載の光記録方法。
【請求項４３】
　相変化光記録媒体が、反射層と第２保護層との間に更に硫化防止層を有し、反射層がＡ
ｇ及びＡｇ合金のいずれかからなり、第２保護層がＺｎＳとＳｉＯ２の混合物からなる請
求項３９から４２のいずれかに記載の光記録方法。
【請求項４４】
　基板と、該基板上に少なくとも第１保護層、相変化記録層、第２保護層及び反射層を有
する光記録媒体であって、前記相変化記録層は、Ｓｂと、Ｇｅ、Ｇａ、Ｉｎ、Ｚｎ、Ｍｎ
、Ｓｎ、Ａｇ、Ｍｇ、Ｃａ、Ｂｉ、Ｓｅ、及びＴｅから選ばれる少なくとも１種の元素を
含み、前記光記録媒体は、請求項３５から３８のいずれかに記載の光記録方法に用いられ
ることを特徴とする光記録媒体。
【請求項４５】
　相変化記録層のＳｂの含有量が５０～９０原子％である請求項４４に記載の光記録媒体
。
【請求項４６】
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　反射層がＡｇ及びＡｇ合金を含有する請求項４４から４５のいずれかに記載の光記録媒
体。
【請求項４７】
　第１保護層及び第２保護層が、ＺｎＳとＳｉＯ２の混合物を含有する請求項４４から４
６のいずれかに記載の光記録媒体。
【請求項４８】
　反射層と第２保護層との間に更に硫化防止層を有し、反射層がＡｇ及びＡｇ合金のいず
れかからなり、第２保護層がＺｎＳとＳｉＯ２の混合物からなる請求項４４から４７のい
ずれかに記載の光記録媒体。
【請求項４９】
　光記録媒体を回転させる回転駆動機構と、前記光記録媒体に照射するレーザ光を発する
レーザ光源と、該レーザ光源を発光させる光源駆動手段と、レーザ光源が発する光ビーム
の発光波形に関する記録ストラテジとして光源駆動手段を制御する発光波形制御手段と、
を備える光記録装置であって、
　光記録媒体に、記録マークの時間的長さがｎＴ（ただし、ｎは自然数、Ｔは基本クロッ
ク周期である）で表されるマーク長記録方式により情報を記録し、前記記録ストラテジは
、記録マークの形成が、パワーＰｐの加熱パルスとパワーＰｂの冷却パルス（ただし、Ｐ
ｐ＞Ｐｂ）を交互にｍ回照射することにより行われ、次式、ｍ≦（ｎ／２＋１）の条件を
満たし、先頭の冷却パルスの照射時間が０．２Ｔ～０．４Ｔとなるように設定されている
ことを特徴とする光記録装置。
【請求項５０】
　記録ストラテジは、ｍ≧３である場合、２回目の冷却パルスの照射時間が、１．０Ｔ～
２．５Ｔとなるように設定される請求項４９に記載の光記録装置。
【請求項５１】
　記録ストラテジは、スペース部の形成が、光記録媒体にパワーＰｅ（ただし、Ｐｐ＞Ｐ
ｅ＞Ｐｂ）のレーザ光を照射することにより行われ、次式、０．１≦Ｐｅ／Ｐｐ≦０．４
の条件を満たすように設定される請求項４９から５０のいずれかに記載の光記録装置。
【請求項５２】
　基板上に少なくとも相変化記録層を２層以上有する多層型光記録媒体にレーザ光線を照
射して、レーザ光線の発光波形に複数のパルスからなる記録パルス列を設定し、該記録パ
ルス列を変調することによってマークを記録する多層型光記録媒体の光記録方法であって
、レーザ光照射側から見てＫ番目（ただし、Ｋは１≦Ｋ≦Ｍの整数）の記録層にクロック
周期Ｔの下で記録を行う際の記録パルス列の周期をｔ(Ｋ)[Ｔ]とした時、次式、１≦ｔ(

１)≦ｔ(２)≦・・・ｔ(Ｋ)≦Ｔ(Ｋ+１)（ただし、全てが等号である場合は除く）条件を
満たすことを特徴とする多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項５３】
　ｔ(１)の値が、次式、ｔ(１)＜ｔ(２)である請求項５２に記載の多層型光記録媒体の光
記録方法。
【請求項５４】
　クロック周期Ｔの下で記録する際に、レーザ光照射側から見て一番手前側の記録層へ記
録する際の記録パルス列は１Ｔ周期とし、それ以外の記録層へ記録する際の記録パルス列
は２Ｔ周期とする請求項５２から５３のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録方法
。
【請求項５５】
　レーザ光照射側から見て一番奥側以外の記録層に長さｎＴ（ただし、ｎは１以上の整数
、Ｔはクロック周期である）の記録マークを形成する際には、先頭パルスと最終パルスの
立ち上がりの間隔Ｔｒを、次式、（ｎ－１．５）Ｔ≦Ｔｒ≦（ｎ－１）Ｔを満たすように
設定する請求項５４に記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項５６】
　レーザ光照射側から見て一番奥側以外の記録層への光記録方法であって、記録マークを
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、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、かつ消去パワー
レベルＰｅと、先頭パルスの前及び最終パルスの後の少なくとも一方のバイアスパワーレ
ベルＰｂとの間における冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎ
は１以上の整数を表す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂで
表される関係を満たすようなパルス列により形成する請求項５２から５５のいずれかに記
載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項５７】
　記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルスの前のバイアスパワーレベルＰｂとの間におけ
る冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す
）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂで表される関係を満たす
ようなパルス列により形成する請求項５６に記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項５８】
　記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、最終パルスの後のバイアスパワーレベルＰｂとの間におけ
る冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す
）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂで表される関係を満たす
ようなパルス列により形成する請求項５６に記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項５９】
　記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルスの前及び最終パルスの後のバイアスパワーレベ
ルＰｂとの間における冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは
１以上の整数を表す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂで表
される関係を満たすようなパルス列により形成する請求項５６に記載の多層型光記録媒体
の光記録方法。
【請求項６０】
　冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮにおけるＮが、１～３の整数のいず
れかである請求項５６から５９のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項６１】
　２層以上の各相変化記録層に記録する際に、記録パワーレベルＰｐと消去パワーレベル
Ｐｅの比率ε（＝Ｐｅ／Ｐｐ）、記録パワーレベルＰｐと冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ
２、・・・、ＰｃＮの比率δ１、・・・δＮ（＝Ｐｃ１／Ｐｐ、・・・、ＰｃＮ／Ｐｐ）
のうち少なくとも一方を、記録層ごとに変えて記録を行う請求項５６から６０のいずれか
に記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項６２】
　長さｎＴ（ただし、ｎは１以上の整数、Ｔはクロック周期である）の記録マークを記録
する際の記録パワーレベルＰｐの照射パルスの個数をｍ（ただし、ｍは１以上の整数であ
る）としたとき、ｎが偶数のときはｎ＝２ｍ、ｎが奇数のときはｎ＝２ｍ＋１の関係を満
たす請求項５６から６１のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項６３】
　最短マークのみ１パルス多くして記録する請求項６２に記載の多層型光記録媒体の光記
録方法。
【請求項６４】
　消去パワーレベルＰｅに対し、該Ｐｅよりも低い消去パワーレベルＰｅ－のパルス状の
構造が消去パワーレベルＰｅ照射中に含まれている請求項５２から６３のいずれかに記載
の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項６５】
　多層型光記録媒体の各情報層に記録する際に、レーザ光束を照射する側から見て手前側
の情報層から順番に記録していく請求項５２から６４のいずれかに記載の多層型光記録媒
体の光記録方法。
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【請求項６６】
　レーザ光線と、基板上に少なくとも相変化記録層を２層以上有する多層型光記録媒体を
有する多層型光記録媒体の光記録装置であって、複数のパルスからなる記録パルス列で記
録マークを形成する際に、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変
調され、かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルスの前及び最終パルスの後の少なくとも
一方のバイアスパワーレベルＰｂとの間における冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・
・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２
・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂで表される関係を満たすパルス列により記録マークが形成されるこ
とを特徴とする多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項６７】
　記録マークが、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルスの前のバイアスパワーレベルＰｂとの間におけ
る、冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表
す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂで表される関係を満た
すパルス列により形成される請求項６６に記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項６８】
　記録マークが、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、最終パルスの後のバイアスパワーレベルＰｂとの間におけ
る、冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表
す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂで表される関係を満た
すパルス列により形成される請求項６６に記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項６９】
　記録マークが、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルスの前及び最終パルスの後のバイアスパワーレベ
ルＰｂとの間における、冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎ
は１以上の整数を表す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂで
表される関係を満たすパルス列により形成される請求項６６に記載の多層型光記録媒体の
光記録装置。
【請求項７０】
　冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮにおけるＮが、１～３のいずれかの
整数である請求項６６から６９のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項７１】
　２層以上の各相変化記録層に記録する際に、記録パワーレベルＰｐと消去パワーレベル
Ｐｅの比率ε（＝Ｐｅ／Ｐｐ）、記録パワーレベルＰｐと冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ
２、・・・、ＰｃＮの比率δ１、・・・δＮ（＝Ｐｃ１／Ｐｐ、・・・、ＰｃＮ／Ｐｐ）
のうち少なくとも一方を、記録層ごとに変えて記録を行う請求項６６から７０のいずれか
に記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項７２】
　長さｎＴ（ただし、ｎは１以上の整数、Ｔはクロック周期である）の記録マークを記録
する際の記録パワーレベルＰｐの照射パルスの個数をｍ（ただし、ｍは１以上の整数であ
る）としたとき、ｎが偶数のときはｎ＝２ｍ、ｎが奇数のときはｎ＝２ｍ＋１の関係を満
たす請求項６６から７１のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項７３】
　最短マークのみ１パルス多くして情報が記録される請求項７２に記載の多層型光記録媒
体の光記録装置。
【請求項７４】
　消去パワーレベルＰｅに対し、Ｐｅよりも低い消去パワーレベルＰｅ－のパルス状の構
造が消去パワーレベルＰｅ照射中に含まれる請求項６６から７２のいずれかに記載の多層
型光記録媒体の光記録装置。
【請求項７５】
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　多層型光記録媒体の各情報層に記録する際に、レーザ光束を照射する側から見て手前側
の情報層から順番に記録していく請求項６６から７４のいずれかに記載の多層型光記録媒
体の光記録装置。
【請求項７６】
　相変化記録層を含む情報層を少なくとも２つ有する多層型光記録媒体であって、多層型
光記録媒体にレーザ光を照射して、前記相変化記録層の各記録層に、結晶状態と非結晶状
態との間で可逆的な相変化を起こすことにより情報を記録し、請求項５２から６５のいず
れかに記載の記録方法により記録を行うための記録パルスストラテジに関する情報が、予
めリードインゾーンにプリフォーマットされていることを特徴とする多層型光記録媒体。
【請求項７７】
　レーザ光線が照射される側から、一番奥側の情報層以外の各情報層が、少なくとも上部
保護層、相変化記録層、下部保護層、反射層、及び熱拡散層を有する請求項７６に記載の
多層型光記録媒体。
【請求項７８】
　レーザ光線が照射される側から、一番奥側の情報層以外の各情報層における光透過率が
３０～７０％である請求項７６から７７のいずれかに記載の多層型光記録媒体。
【請求項７９】
　レーザ光線が照射される側から順に第１情報層と第２情報層とを有する２層型である請
求項７６から７８のいずれかに記載の多層型光記録媒体。
【手続補正２】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図３５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【図３５】

【手続補正書】
【提出日】平成19年2月13日(2007.2.13)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
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【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　相変化記録層をＭ層（Ｍ≧２）有する多層型光記録媒体に記録を行う多層型光記録媒体
の光記録方法であって、第１番目の記録層をレーザ光側から見て最も手前の記録層とし、
Ｍ番目の記録層を前記レーザ光側から見て最も奥側の記録層とし、Ｔをクロック周期とし
て、Ｋ番目の記録層に複数のレーザ光パルスからなる記録パルス列を用いてレーザ光を照
射してマークを記録する際の記録パルス列の周期をｔ(Ｋ)[Ｔ]とした時、次の２式、
　ｔ(１)＜ｔ(Ｍ)、
　ｔ（ｋ）≦ｔ（ｋ＋１）、（ただしＫ＝Ｍを除く）、
の関係を満たす記録パルス列を用いて記録することを特徴とする多層型光記録媒体の光記
録方法。
【請求項２】
　第１番目と第２番目の記録層に用いる記録パルスに対して、次式、ｔ(１)＜ｔ(２)の関
係を満たす請求項１に記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項３】
　第１番目の記録層に１Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録し、第２番目の記録
層に２Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録する請求項１から２のいずれかに記載
の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項４】
　第１番目の記録層に１Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録し、その他の記録層
に２Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録する請求項１から３のいずれかに記載の
多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項５】
　Ｍ層の相変化記録層においてＭ番目の記録層以外の記録層に長さｎＴのマークを記録す
る際に、下記式を満たす請求項１から４のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録方
法。
　（ｎ－１．５）Ｔ≦Ｔｒ≦（ｎ－１）Ｔ
　ただし、ｎは１以上の整数であり、Ｔｒは先頭パルスの先端と最終パルスの後端との間
隔を表す。
【請求項６】
　次式、０．１２Ｔ≦Ｔｍｐ≦０．３Ｔ（ただし、Ｔｍｐは記録パルス幅を表す）を満た
す請求項１から５のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項７】
　レーザ光照射側から見て一番奥側以外の記録層への記録方法であって、バイアスパワー
レベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、かつ消去パワーレベルＰｅと、先
頭パルスの前及び最終パルスの後の少なくとも一方のバイアスパワーレベルＰｂとの間に
おける冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を
表す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関係を満たすよう
な記録パルス列によりマークを形成する請求項１から６のいずれかに記載の多層型光記録
媒体の光記録方法。
【請求項８】
　記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルスの前のバイアスパワーレベルＰｂとの間におけ
る冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す
）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関係を満たすような記
録パルス列により形成する請求項７に記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項９】
　記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
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かつ消去パワーレベルＰｅと、最終パルスの後のバイアスパワーレベルＰｂとの間におけ
る冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す
）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関係を満たすような記
録パルス列により形成する請求項７に記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項１０】
　記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルスの前及び最終パルスの後のバイアスパワーレベ
ルＰｂとの間における冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは
１以上の整数を表す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関
係を満たすようなパルス列により形成する請求項７に記載の多層型光記録媒体の光記録方
法。
【請求項１１】
　冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮにおけるＮが、１～３の整数のいず
れかである請求項７から１０のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項１２】
　２層以上の各相変化記録層に記録する際に、記録パワーレベルＰｐと消去パワーレベル
Ｐｅの比率ｅ（＝Ｐｅ／Ｐｐ）、記録パワーレベルＰｐと冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ
２、・・・、ＰｃＮの比率ｄ１、・・・、ｄＮ（＝Ｐｃ１／Ｐｐ、・・・、ＰｃＮ／Ｐｐ
）のうち少なくとも一方を、記録層ごとに変えて記録を行う請求項７から１１のいずれか
に記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項１３】
　長さｎＴ（ただし、ｎは１以上の整数、Ｔはクロック周期を表す）の記録マークを記録
する際の記録パワーレベルＰｐの照射パルスの個数をｍ（ただし、ｍは１以上の整数であ
る）としたとき、ｎが偶数のときはｎ＝２ｍ、ｎが奇数のときはｎ＝２ｍ＋１の関係を満
たす請求項３から１２のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項１４】
　最短マークのみ１パルス多くしてマークを記録する請求項１３に記載の多層型光記録媒
体の光記録方法。
【請求項１５】
　消去パワーレベルＰｅに対し、Ｐｅよりも低い消去パワーレベルＰｅ－のパルス状の構
造が消去パワーレベルＰｅ照射中に含まれている請求項１から１４のいずれかに記載の多
層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項１６】
　多層型光記録媒体の各情報層に記録する際に、レーザ光束を照射する側から見て手前側
の情報層から順番に記録していく請求項１から１５のいずれかに記載の多層型光記録媒体
の光記録方法。
【請求項１７】
　各記録層に対してＴが同じクロック周期である請求項１から１６のいずれかに記載の多
層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項１８】
　相変化記録層をＭ層（Ｍ≧２）有する多層型光記録媒体に記録を行う多層型光記録媒体
の光記録装置であって、
　前記多層型光記録媒体を回転させる回転駆動機構と、
　前記多層型光記録媒体に照射するレーザ光を発するレーザ光源と、
　前記レーザ光源を発光させる光源駆動手段と、を備え、
　前記光源駆動手段は、第１番目の記録層をレーザ光側から見て最も手前の記録層とし、
Ｍ番目の記録層を前記レーザ光側から見て最も奥側の記録層とし、Ｔをクロック周期とし
て、Ｋ番目の記録層（ただし１≦Ｋ≦Ｍ）に複数のレーザ光パルスからなる記録パルス列
を用いてレーザ光を照射してマークを記録する際の記録パルス列の周期をｔ(Ｋ)[Ｔ]とし
た時、次の２式、
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　ｔ(１)＜ｔ(Ｍ)、
　ｔ（ｋ）≦ｔ（ｋ＋１）、（ただしＫ＝Ｍを除く）、
の関係を満たす記録パルス列を用いてレーザ光源を発光させることを特徴とする多層型光
記録媒体の光記録装置。
【請求項１９】
　第１番目と第２番目の記録層に用いる記録パルスに対して、次式、ｔ(１)＜ｔ(２)の関
係を満たすように設定される請求項１８に記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項２０】
　第１番目の記録層に１Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録し、第２番目の記録
層に２Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録するように設定される請求項１８から
１９のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項２１】
　第１番目の記録層に１Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録し、その他の記録層
に２Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録するように設定される請求項１８から２
０のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項２２】
　Ｍ層の相変化記録層においてＭ番目の記録層以外の記録層に長さｎＴのマークを記録す
る際に、下記式を満たすように設定される請求項１８から２１のいずれかに記載の多層型
光記録媒体の光記録装置。
　（ｎ－１．５）Ｔ≦Ｔｒ≦（ｎ－１）Ｔ
　ただし、ｎは１以上の整数であり、Ｔｒは先頭パルスの先端と最終パルスの後端との間
隔を表す。
【請求項２３】
　次式、０．１２Ｔ≦Ｔｍｐ≦０．３Ｔ（ただし、Ｔｍｐは記録パルス幅を表す）を満た
すように設定される請求項１８から２２のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録装
置。
【請求項２４】
　レーザ光照射側から見て一番奥側以外の記録層へ記録する際に、バイアスパワーレベル
Ｐｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パル
スの前及び最終パルスの後の少なくとも一方のバイアスパワーレベルＰｂとの間における
冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す）
が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関係を満たすような記録
パルス列によりマークを形成するよう設定される請求項１８から２３のいずれかに記載の
多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項２５】
　記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルスの前のバイアスパワーレベルＰｂとの間におけ
る冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す
）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関係を満たすような記
録パルス列により形成するよう設定される請求項２４に記載の多層型光記録媒体の光記録
装置。
【請求項２６】
　記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、最終パルスの後のバイアスパワーレベルＰｂとの間におけ
る冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す
）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関係を満たすような記
録パルス列により形成する請求項２４に記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項２７】
　記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルスの前及び最終パルスの後のバイアスパワーレベ
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ルＰｂとの間における冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは
１以上の整数を表す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関
係を満たすようなパルス列により形成する請求項２４に記載の多層型光記録媒体の光記録
装置。
【請求項２８】
　冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮにおけるＮが、１～３の整数のいず
れかである請求項２４から２７のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項２９】
　２層以上の各相変化記録層に記録する際に、記録パワーレベルＰｐと消去パワーレベル
Ｐｅの比率ｅ（＝Ｐｅ／Ｐｐ）、記録パワーレベルＰｐと冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ
２、・・・、ＰｃＮの比率ｄ１、・・・、ｄＮ（＝Ｐｃ１／Ｐｐ、・・・、ＰｃＮ／Ｐｐ
）のうち少なくとも一方を、記録層ごとに変えて記録を行うように設定される請求項２４
から２８のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項３０】
　長さｎＴ（ただし、ｎは１以上の整数、Ｔはクロック周期を表す）の記録マークを記録
する際の記録パワーレベルＰｐの照射パルスの個数をｍ（ただし、ｍは１以上の整数であ
る）としたとき、ｎが偶数のときはｎ＝２ｍ、ｎが奇数のときはｎ＝２ｍ＋１の関係を満
たす請求項２０から２９のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項３１】
　最短マークのみ１パルス多くしてマークを記録する請求項３０に記載の多層型光記録媒
体の光記録装置。
【請求項３２】
　消去パワーレベルＰｅに対し、Ｐｅよりも低い消去パワーレベルＰｅ－のパルス状の構
造が消去パワーレベルＰｅ照射中に含まれている請求項１８から３０のいずれかに記載の
多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項３３】
　多層型光記録媒体の各情報層に記録する際に、レーザ光束を照射する側から見て手前側
の情報層から順番に記録していく請求項１８から３２のいずれかに記載の多層型光記録媒
体の光記録装置。
【請求項３４】
　各記録層に対してＴが同じクロック周期である請求項１８から３３のいずれかに記載の
多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項３５】
　相変化記録層を含む情報層を少なくとも２つ有する多層型光記録媒体であって、多層型
光記録媒体にレーザ光を照射して、前記相変化記録層の各記録層に、結晶状態と非結晶状
態との間で可逆的な相変化を起こすことにより情報を記録し、請求項１から１７のいずれ
かに記載の記録方法により記録を行うための記録パルスストラテジに関する情報が、予め
リードインゾーンにプリフォーマットされていることを特徴とする多層型光記録媒体。
【請求項３６】
　レーザ光線が照射される側から、一番奥側の情報層以外の各情報層が、少なくとも上部
保護層、相変化記録層、下部保護層、反射層、及び熱拡散層を有する請求項３５に記載の
多層型光記録媒体。
【請求項３７】
　レーザ光線が照射される側から、一番奥側の情報層以外の各情報層における光透過率が
３０～７０％である請求項３５から３６のいずれかに記載の多層型光記録媒体。
【請求項３８】
　レーザ光線が照射される側から順に第１情報層と第２情報層とを有する２層型である請
求項３５から３７のいずれかに記載の多層型光記録媒体。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
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【補正対象項目名】００１７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１７】
　本発明の第１の態様においては、相変化記録層をＭ層（Ｍ≧２）有する多層型光記録媒
体に記録を行う多層型光記録媒体の光記録方法であって、第１番目の記録層をレーザ光側
から見て最も手前の記録層とし、Ｍ番目の記録層を前記レーザ光側から見て最も奥側の記
録層とし、Ｔをクロック周期として、Ｋ番目の記録層に複数のレーザ光パルスからなる記
録パルス列を用いてレーザ光を照射してマークを記録する際の記録パルス列の周期をｔ(

Ｋ)[Ｔ]とした時、次の２式、
　ｔ(１)＜ｔ(Ｍ)、
　ｔ（ｋ）≦ｔ（ｋ＋１）、（ただしＫ＝Ｍを除く）、
の関係を満たす記録パルス列を用いて記録することを特徴とする多層型光記録媒体の光記
録方法を提供する。
　本発明の第１の態様においては、レーザ照射側から見て手前側の記録層の繰り返し記録
特性と、奥側の記録層の記録感度を良好なものとすることができる。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２３】
　本発明の第２の態様においては、多層型光記録媒体の光記録装置を提供する。該光記録
装置は、相変化記録層をＭ層（Ｍ≧２）有する多層型光記録媒体に記録を行う多層型光記
録媒体の光記録装置であって、
　前記多層型光記録媒体を回転させる回転駆動機構と、
　前記多層型光記録媒体に照射するレーザ光を発するレーザ光源と、
　前記レーザ光源を発光させる光源駆動手段と、を備え、
　前記光源駆動手段は、第１番目の記録層をレーザ光側から見て最も手前の記録層とし、
Ｍ番目の記録層を前記レーザ光側から見て最も奥側の記録層とし、Ｔをクロック周期とし
て、Ｋ番目の記録層（ただし１≦Ｋ≦Ｍ）に複数のレーザ光パルスからなる記録パルス列
を用いてレーザ光を照射してマークを記録する際の記録パルス列の周期をｔ(Ｋ)[Ｔ]とし
た時、次の２式、
　ｔ(１)＜ｔ(Ｍ)、
　ｔ（ｋ）≦ｔ（ｋ＋１）、（ただしＫ＝Ｍを除く）、
の関係を満たす記録パルス列を用いてレーザ光源を発光させることを特徴とする多層型光
記録媒体の光記録装置である。
　このような光記録装置であれば、レーザ光側から見て手前側の記録層の繰り返し記録特
性と、最も奥側の記録層の記録感度を良好なものにすることができる。
【手続補正書】
【提出日】平成19年8月10日(2007.8.10)
【手続補正２】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　相変化記録層をＭ層（Ｍ≧２）有する多層型光記録媒体に記録を行う多層型光記録媒体
の光記録方法であって、第１番目の記録層をレーザ光側から見て最も手前の記録層とし、
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Ｍ番目の記録層を前記レーザ光側から見て最も奥側の記録層とし、Ｔをクロック周期とし
て、Ｋ番目の記録層に複数のレーザ光パルスからなる記録パルス列を用いてレーザ光を照
射してマークを記録する際の記録パルス列の周期をｔ(Ｋ)[Ｔ]とした時、次の２式、
　ｔ(１)＜ｔ(Ｍ)、
　ｔ（ｋ）≦ｔ（ｋ＋１）、（ただしＫ＝Ｍを除く）、
の関係を満たす記録パルス列を用いて記録することを特徴とする多層型光記録媒体の光記
録方法。
【請求項２】
　第１番目と第２番目の記録層に用いる記録パルスに対して、次式、ｔ(１)＜ｔ(２)の関
係を満たす請求項１に記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項３】
　第１番目の記録層に１Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録し、第２番目の記録
層に２Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録する請求項１から２のいずれかに記載
の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項４】
　第１番目の記録層に１Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録し、その他の記録層
に２Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録する請求項１から３のいずれかに記載の
多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項５】
　Ｍ層の相変化記録層においてＭ番目の記録層以外の記録層に長さｎＴのマークを記録す
る際に、下記式を満たす請求項１から４のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録方
法。
　（ｎ－１．５）Ｔ≦Ｔｒ≦（ｎ－１）Ｔ
　ただし、ｎは１以上の整数であり、Ｔｒは先頭パルスの先端と最終パルスの後端との間
隔を表す。
【請求項６】
　次式、０．１２Ｔ≦Ｔｍｐ≦０．３Ｔ（ただし、Ｔｍｐは記録パルス幅を表す）を満た
す請求項１から５のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項７】
　レーザ光照射側から見て一番奥側以外の記録層への記録方法であって、バイアスパワー
レベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、かつ消去パワーレベルＰｅと、先
頭パルスの前及び最終パルスの後の少なくとも一方のバイアスパワーレベルＰｂとの間に
おける冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を
表す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関係を満たすよう
な記録パルス列によりマークを形成する請求項１から６のいずれかに記載の多層型光記録
媒体の光記録方法。
【請求項８】
　記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルスの前のバイアスパワーレベルＰｂとの間におけ
る冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す
）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関係を満たすような記
録パルス列により形成する請求項７に記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項９】
　記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、最終パルスの後のバイアスパワーレベルＰｂとの間におけ
る冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す
）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関係を満たすような記
録パルス列により形成する請求項７に記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項１０】
　記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
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かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルスの前及び最終パルスの後のバイアスパワーレベ
ルＰｂとの間における冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは
１以上の整数を表す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関
係を満たすようなパルス列により形成する請求項７に記載の多層型光記録媒体の光記録方
法。
【請求項１１】
　冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮにおけるＮが、１～３の整数のいず
れかである請求項７から１０のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項１２】
　２層以上の各相変化記録層に記録する際に、記録パワーレベルＰｐと消去パワーレベル
Ｐｅの比率ｅ（＝Ｐｅ／Ｐｐ）、記録パワーレベルＰｐと冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ
２、・・・、ＰｃＮの比率ｄ１、・・・、ｄＮ（＝Ｐｃ１／Ｐｐ、・・・、ＰｃＮ／Ｐｐ
）のうち少なくとも一方を、記録層ごとに変えて記録を行う請求項７から１１のいずれか
に記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項１３】
　長さｎＴ（ただし、ｎは１以上の整数、Ｔはクロック周期を表す）の記録マークを記録
する際の記録パワーレベルＰｐの照射パルスの個数をｍ（ただし、ｍは１以上の整数であ
る）としたとき、ｎが偶数のときはｎ＝２ｍ、ｎが奇数のときはｎ＝２ｍ＋１の関係を満
たす請求項３から１２のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項１４】
　最短マークのみ１パルス多くしてマークを記録する請求項１３に記載の多層型光記録媒
体の光記録方法。
【請求項１５】
　消去パワーレベルＰｅに対し、Ｐｅよりも低い消去パワーレベルＰｅ－のパルス状の構
造が消去パワーレベルＰｅ照射中に含まれている請求項１から１４のいずれかに記載の多
層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項１６】
　多層型光記録媒体の各情報層に記録する際に、レーザ光束を照射する側から見て手前側
の情報層から順番に記録していく請求項１から１５のいずれかに記載の多層型光記録媒体
の光記録方法。
【請求項１７】
　各記録層に対してＴが同じクロック周期である請求項１から１６のいずれかに記載の多
層型光記録媒体の光記録方法。
【請求項１８】
　相変化記録層をＭ層（Ｍ≧２）有する多層型光記録媒体に記録を行う多層型光記録媒体
の光記録装置であって、
　前記多層型光記録媒体を回転させる回転駆動機構と、
　前記多層型光記録媒体に照射するレーザ光を発するレーザ光源と、
　前記レーザ光源を発光させる光源駆動手段と、を備え、
　前記光源駆動手段は、第１番目の記録層をレーザ光側から見て最も手前の記録層とし、
Ｍ番目の記録層を前記レーザ光側から見て最も奥側の記録層とし、Ｔをクロック周期とし
て、Ｋ番目の記録層（ただし１≦Ｋ≦Ｍ）に複数のレーザ光パルスからなる記録パルス列
を用いてレーザ光を照射してマークを記録する際の記録パルス列の周期をｔ(Ｋ)[Ｔ]とし
た時、次の２式、
　ｔ(１)＜ｔ(Ｍ)、
　ｔ（ｋ）≦ｔ（ｋ＋１）、（ただしＫ＝Ｍを除く）、
の関係を満たす記録パルス列を用いてレーザ光源を発光させることを特徴とする多層型光
記録媒体の光記録装置。
【請求項１９】
　第１番目と第２番目の記録層に用いる記録パルスに対して、次式、ｔ(１)＜ｔ(２)の関
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係を満たすように設定される請求項１８に記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項２０】
　第１番目の記録層に１Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録し、第２番目の記録
層に２Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録するように設定される請求項１８から
１９のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項２１】
　第１番目の記録層に１Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録し、その他の記録層
に２Ｔ周期の記録パルス列を用いてマークを記録するように設定される請求項１８から２
０のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項２２】
　Ｍ層の相変化記録層においてＭ番目の記録層以外の記録層に長さｎＴのマークを記録す
る際に、下記式を満たすように設定される請求項１８から２１のいずれかに記載の多層型
光記録媒体の光記録装置。
　（ｎ－１．５）Ｔ≦Ｔｒ≦（ｎ－１）Ｔ
　ただし、ｎは１以上の整数であり、Ｔｒは先頭パルスの先端と最終パルスの後端との間
隔を表す。
【請求項２３】
　次式、０．１２Ｔ≦Ｔｍｐ≦０．３Ｔ（ただし、Ｔｍｐは記録パルス幅を表す）を満た
すように設定される請求項１８から２２のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録装
置。
【請求項２４】
　レーザ光照射側から見て一番奥側以外の記録層へ記録する際に、バイアスパワーレベル
Ｐｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パル
スの前及び最終パルスの後の少なくとも一方のバイアスパワーレベルＰｂとの間における
冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す）
が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関係を満たすような記録
パルス列によりマークを形成するよう設定される請求項１８から２３のいずれかに記載の
多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項２５】
　記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルスの前のバイアスパワーレベルＰｂとの間におけ
る冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す
）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関係を満たすような記
録パルス列により形成するよう設定される請求項２４に記載の多層型光記録媒体の光記録
装置。
【請求項２６】
　記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、最終パルスの後のバイアスパワーレベルＰｂとの間におけ
る冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは１以上の整数を表す
）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関係を満たすような記
録パルス列により形成する請求項２４に記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項２７】
　記録マークを、バイアスパワーレベルＰｂと記録パワーレベルＰｐとの間で変調され、
かつ消去パワーレベルＰｅと、先頭パルスの前及び最終パルスの後のバイアスパワーレベ
ルＰｂとの間における冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮ（ただし、Ｎは
１以上の整数を表す）が、次式、Ｐｐ＞Ｐｅ＞Ｐｃ１＞Ｐｃ２・・・＞ＰｃＮ＞Ｐｂの関
係を満たすようなパルス列により形成する請求項２４に記載の多層型光記録媒体の光記録
装置。
【請求項２８】
　冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ２、・・・、ＰｃＮにおけるＮが、１～３の整数のいず
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れかである請求項２４から２７のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項２９】
　２層以上の各相変化記録層に記録する際に、記録パワーレベルＰｐと消去パワーレベル
Ｐｅの比率ｅ（＝Ｐｅ／Ｐｐ）、記録パワーレベルＰｐと冷却パワーレベルＰｃ１、Ｐｃ
２、・・・、ＰｃＮの比率ｄ１、・・・、ｄＮ（＝Ｐｃ１／Ｐｐ、・・・、ＰｃＮ／Ｐｐ
）のうち少なくとも一方を、記録層ごとに変えて記録を行うように設定される請求項２４
から２８のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項３０】
　長さｎＴ（ただし、ｎは１以上の整数、Ｔはクロック周期を表す）の記録マークを記録
する際の記録パワーレベルＰｐの照射パルスの個数をｍ（ただし、ｍは１以上の整数であ
る）としたとき、ｎが偶数のときはｎ＝２ｍ、ｎが奇数のときはｎ＝２ｍ＋１の関係を満
たす請求項２０から２９のいずれかに記載の多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項３１】
　最短マークのみ１パルス多くしてマークを記録する請求項３０に記載の多層型光記録媒
体の光記録装置。
【請求項３２】
　消去パワーレベルＰｅに対し、Ｐｅよりも低い消去パワーレベルＰｅ－のパルス状の構
造が消去パワーレベルＰｅ照射中に含まれている請求項１８から３０のいずれかに記載の
多層型光記録媒体の光記録装置。
【請求項３３】
　多層型光記録媒体の各情報層に記録する際に、レーザ光束を照射する側から見て手前側
の情報層から順番に記録していく請求項１８から３２のいずれかに記載の多層型光記録媒
体の光記録装置。
【請求項３４】
　各記録層に対してＴが同じクロック周期である請求項１８から３３のいずれかに記載の
多層型光記録媒体の光記録装置。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１６】
　本発明は、ＤＶＤの６～８倍速相当以上の高速記録時にも、繰り返し記録耐久性の劣化
やクロストークの増大を招くことなく、初期結晶状態によらず繰り返し記録初期のジッタ
上昇を低減することが可能な光記録媒体並びに該光記録媒体を用いた光記録方法及び光記
録装置を提供することを目的とする。
　本発明は、相変化記録層を含む情報層を２層以上有する多層型光記録媒体のレーザ光束
が照射される側から見て手前の第１情報層にある第１記録層に記録する場合に、該記録層
が受ける熱的なダメージを抑制でき、記録及び消去を的確に行え、繰り返し記録特性が良
好であり、また、２層目以上の記録層の記録感度が良好な該多層型光記録媒体を用いた光
記録方法及び光記録装置を提供することを目的とする。
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